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ぬ 摂地域活性化センター
本誌は、宝くじ普及宣伝事業として助成を受け作成されたものです。



1 C T (Information and Communication Technology :情報通信技術)の発展により、

情報化社会はとても身近なものになりました。国の調査によれば、平成 21年度の日本の

インターネット利用者は、 1億人に迫っています。また、携帯電話の契約台数は、 1億1，600

万台を超えているなど、今や、誰もが日常生活に不可欠なものとして、 1 C Tを利用して

います。

政府は、平成 22年5月に「新たな情報通信技術戦略」を発表しました。その重点戦略

の一つに「地域の紳の再生Jがありますが、これは、遠隔医療、児童 ・高齢者見守り、生

涯学習支援、地場産業振興、地域間交涜など、あらゆる分野での 1C Tの利活用により、

地域の活性化を図ろうとするものです。

全国の地方自治体においても、地域課題の解決や地域振興のため、自治体主導、民間主

導、官民協働等、様々の実施形態を採りつつ、 1 C Tを利活用した様々な取組みが行われ

ています。その領域は、新産業の創出や中心市街地活性化、農村振興、地域コミュニティ

の再生、さらには地域医療の支援にまで及んでいます。

こうした状況を踏まえ、当センターはこの度、 1 C Tの利活用による地域づくりを推進

するための一助とすべく、 r1 C Tの利活用による地域活性化」に関して、先進的かつ特
徴的な取組みの事例や、関係省庁の施策等を紹介 ・解説するガイド、ブ、ックを取りまとめま

した。

総論となる巻頭論文は、我が国の情報通信技術研究における第一人者である、東京大学

大学院情報学環 ・須藤修教授にお願いいたしました。地方自治体の取組みの事例につきま

しては、当センターの職員による取材を基に、具体的な内容や成果、進捗状況、現下の課

題、今後の展望等を記述しました。また、関係省庁の施策につきましては、それぞれ各省

庁の施策担当の方に解説老いただいております。

本書を、 1 C Tの利活用による地域活性化にお役立ていただければ、幸いに存じます。

また、本書の刊行にあたり、多大なるご協力をいただきました関係者の皆様方に、心から

厚く御礼申し上げます。

平成 23年 2月

財団法人地域活性化センター

理事長石田直裕
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東京大学大学院情報学環教授

東京大学大学院情報学環教授、国立情報学研究所客員教授、経済学博士、日本学術会議連携会員

1955年生まれ。東京大学大学院経済学研究科博士課程修了、経済学博士 (東京大学)。専攻は情
報経済学、社会情報学、環境経済学。総務省情報通信審議会委員 (2011年1月ー)、総務省予算執
行監視チーム外部有識者 (2010年)、総務省「自治体クラウド推進本部」有識者懇談会座長 (2010
'年)、「総合科学技術会議情報通信分野推進戦略プロジェク 卜チーム」委員 (2006年ー)、 政府「次
世代電子行政サービ、ス基盤等検討プロジェク卜チーム」座長 (2007年 2010年)、 政府IIT戦略本

部評価専門調査会J座長代理 (2009-2010年)、 政府「電子政府評価委員会」座長 (2006年-2010
年)、政府情報セキュリティ政策会議「情報セキュリティ基本計画検討委員会」委員長 (2008年)、

総務省 IIU政策タスクフォース」委員 (2009年-2010年)、 日本経団連21世紀政策研究所主幹研

究員 (2008年-2009年)、 NTTサービスインテグレーション基盤研究所リサーチ・プロフエツサー
(1997-1999年)、 筑波大学先端学際領域研究センター客員研究員 (1995-1998年)、参議院商工委

員会客員調査員 (1997年)、 ストックホルム経済大学(StockholmSchool of Economics)客員教授

(1995年)などを歴任。

1 .複合的ネットワークの形成を

市民参加型福祉社会の実現

これからの地域社会の在り方を考えるとき、

雇用の確保、福祉の向上、環境保全などを結び

つけて新たなヴ、ィジョンについて構想しなけ

ればならない。その際、地域住民は、行政や企

業に対して無責任に要求するだけで我関せず

という態度をとるのではなく、地域の産業構造

の転換に関する討論や決定に参加し、企業や地

方自治体とともに社会 ・経済発展のあり方に

責任を持たなければならない。雇用保障は地

域社会全体の責任であり、企業や金融機関、労

働組合の地方組織、地方自治体、地域コミュニ

ティが協力し、さらに地域の福祉機関や教育機

関などのネッ トワークが雇用保障にたいする

責任を共有する社会制度を確立しなければな

らないだろう。

とりわけ失業手当に関していえば、生活の充

実、分権化、地域の自律という観点から失業者

が社会発展に寄与し、社会的評価を受けること

ができるような制度へと抜本的な変更を行うべ

きではなかろうか。

戦後、先進諸国は福祉国家を構築し、飛躍的

な経済発展の制度的基盤を構築したのだが、福

祉国家が中央集権的国家機能の拡大を助長した

点を否定することはできない。改革を迫られる

深刻な課題として年金制度改革、福祉 ・医療費

の増大抑制などがあげられるのだが、現在、各

地で取組まれている情報通信技術をもちいた予

防医療や健康管理の実験は、医療 ・保健制度改

革の観点から考えてみても新たな社会発展への

道を切り開く可能性をもっている。また、現在、

さまざまな地域で高齢者や身体障害者の地域介

護のためのネットワークづくりが行われている

が、 SNSやスマートフォンなどのアプリケー

ションを積極的に活用することによって保健 ・

福祉に関する情報および知識の交換を活性化

し、地域福祉活動を支援することができるだろ

う。そのような活動を基盤にして地方自治体の

権限および財政を強化し、市民参加型の福祉社

会への転換を促進すべきではなかろうか。

環境保全型社会の創造

地域社会での地球環境の保全に関する取組み

の重要性についても指摘しなければならない。

情報通信技術と情報基盤の整備は社会的利用の

仕方如何によって経済活動におけるエネルギー

生産性(ー単位ギガジュール当りのGD P)を

向上させるとともに、生活の快適さと質を向上

させることができる。もしそのような情報集約

的なシステムを構築することができるのなら

ば、過剰な資源利用から離脱する決定的なター

ニング ・ポイントになりうる。その意味では、



「スマート ・シティ」に関する取組みも着実に

推進しなければならないだろう。

また、環境NGOの活動が数々の成果をあげ

ている。情報通信技術の発展にともない、とり

わけインターネットの役割が大きいのだが、い

まや環境NGOは空間的制約を越えてグローバ

ルな複合的ネットワークを形成し、巨大な電子

的コミュニティが生成しつつある。"Facebook"

のグローバルな普及はその典型である。これか

ら地球環境破壊の脅威が増大することは避け

られない情勢だが、今後はグローバルな環境コ

ミュニティが地域と世界を連結し、国家利害を

克服し、国家のあり方に変更を迫る主体として

力をもっ可能性がある。

2.複合的ネットワークと重複参加

新たな社会発展に向けた上述の要件は地域社

会を基礎単位として構想しなければならない

が、その前提としてそれぞれの地域社会が自律

的かつ多様な発展をし、諸個人の個性を開花さ

せなければならない。その際、私はネットワー

クの構築の仕方に工夫が必要であると考えてい

る。というのも地域社会における情報や知識の

あり方が地域の自律性、多様性に大きな影響を

与えるからである。

わが国では、これまで産業や文化の活性化を

企図した地方自治体による高度情報化事業が全

国各地で行われてきた。しかしながら、情報イ

ンフラストラクチャーを整備したにもかかわら

ず、情報化を地域の活性化に役立てることがで

きなかったケースが少なからず存在してきた。

地域社会は、さまざまな情報を集積し、融

合 ・編集して、新たな情報を発信しなければな

らない。たとえば地域の伝統文化や地場産業の

技術、新しい技術(新素材、バイオ ・テクノロ

ジー、情報科学技術など)、市民レベルから行政

須..cすどうおさむ)
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レベルまで含めた海外との交流によって得られ

る情報と知識を集積し、そこに集まるさまざま

な情報を融合 ・編集することによって新たな情

報を創造 ・発信し、地域社会の産業や文化を活

性化させることができるはずである。問題はど

のようにしてそのような情報構造 ・情報環境を

巨大都市圏以外の地域で整備するのか、という

ことである。これから述べる複合的ネッ トワー

クはそのような問題に対応しようとするもので

ある。

ネットワークとは、さまざまな主体が自律性

を基礎にして自由に他者と交涜し、個性および

創造性の豊かなコミュニケーションを交わすこ

とができる組織形態である。ネッ トワークの核

心は連結(coalition)といえよう。したがって、

ネットワークは、人々が自由に交涜し、自らの

個性と構想力を発展させ、社会システムを新た

な秩序に向けて創造的に変化させる媒体でなけ

ればならない。しかしながら、ネッ トワークが

閉鎖的なものになり、少数の主体に情報が集中

し、階層的な組織に変質してしまう傾向はたえ

ず存在する。ネットワークが閉鎖的になると参

加主体の自律性は損われ、個性、構想力の芽を

摘み取ってしまうことになる。

そこで参加主体の自律性老保証する構造が必

要である。そのような構造がネッ トワークの複

合化にあり、参加主体が複数のネットワークに

重複して参加することによって自律性を保持す

ることができるものと考えられる。さらにいえ

ば、そのような複合的な構造によってはじめて

参加主体の個性も構想力も開発され、発揮でき

るのである。

図1(次ページ)を参照していただきたい。A

とBは、ともにネッ トワーク lに参加している

のだが、同時にそれぞれ異なったネッ トワーク

に重複して参加している。AとBは複数のネッ

トワークに重複して参加することによって、異



図1 複合的ネットワークと重複参加
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なった情報(要素)を交流させ、それらの情報

(要素)を集積し、融合 ・編集することによって

個性、そして構想力を獲得する。それとともに

AとBがネットワーク 1に他のネットワークの

情報(要素)を持ち込むことによって異なった

情報(要素)が交疏し、ネットワーク 1には活

力が生じ、新たな秩序に向けて発展することに

なる。他のネットワークでも同様の現象が生じ

る。ネットワークの閉鎖化 ・沈滞化が生じない

ようにするためには、ネットワーク間で、また

諸主体の間で相互作用 ・相互浸透が起きやすい

構造を形成することが必要である。

すでに述べたように、地域に古くからある伝

統文化や地場産業の優れた技術、さらに21世

紀の産業の基軸をなすと考えられる新素材、バ

イオ ・テクノロジ一、情報科学技術などの新し

い科学技術、また海外交流から得られる情報、

知識、文化、技術を集積し、融合 ・編集するこ

とによって新たな情報を発信することは不可能

Network 3 

E 

F 

ではない。

このように来庁たな情報は、さまざまな情報

を集積し、それらの情報を融合させ、編集す

ることによって生産することができる。した

がって情報を集積し、融合させる仕組みが必

要になる。

情報は、直接的情報(faceto faceの情報)と

間接的情報(メディアによって伝えられる情報)

に分類することができるのだが、新たな情報の

創造 ・発信という点では前者がきわめて重要で

あり、後者はそれを補完する位置にある。した

がって、人と情報が集積し、交流が盛んに行わ

れるための公共的なインフラストラクチャーを

整備することが必要である。

とくに重要性が高いと思われるものについて

のみ挙げると、交通ネットワークの整備ととも

に、 ①情報交流空間の整備。すなわち地域社会

内外の市民、行政、産業、研究 ・教育機関が集

まり、さまざまな情報を交流させ、世界各地に
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図2 地域における複合的ネットワークと情報交流
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向けて』情報を発信することができる施設を整備

すべきである。②研究 ・教育空間の整備。21世

紀の社会経済システムの優劣を決定する最も重

要な要因はテクノロジーと労働力の質である。

したがって、研究開発と教育を有機的に結びつ

けて行うことができる空間の整備が必要にな

る。まず、大学、研究機関、企業の研究開発部門

などを集積した研究開発空聞を整備し、同時に

研究開発空間に高度な知識や技術を教育する施

設と産業技術の高度化に対応できるよう労働者

の再訓練を行う施設を建設すべきである。③情

報通信基盤の整備。行政情報、産業情報、研究

情報、市民情報などの情報通信システムは、上

述した情報交流空間や研究空間の存立にとって

必要である。

このように、まず、人と情報が集まり、交流す

ることができる空聞を整備し、それらの空聞を

Private 

補完する情報通信システムを構築しなければな

らない。以上のインフラストラクチャーを前提

にして複合的ネットワークを形成することが可

能になる。図2を参照されたい。この図は、自

治体、企業、研究機関、大学などから構成され

る地域産業ネットワークと市民ネット、 NPO

(非営利組織)、大学などによって形成された地

域市民ネッ トワークとがそれぞれ自律性を保ち

ながら、情報と知識を交換し、同時に相互に影

響を与え合い、コンペンションやイベントなど

の開催を通して相互作用 ・相互浸透が起ってい

ることを示している。

このように複合的ネッ トワークの形成によっ

て、自治体、企業、研究機関、大学、住民、 NPO

など地域社会を構成するさまざまな主体は、情

報や知識を交換し、自らの構想力を向上させ、協

同して創意を発揮し、新たな'情報を発信するこ



とができるのである。その過程で諸主体相互の

聞に複雑な相互作用 ・相互浸透が生じ、また公

共部門と民間部門の信頼関係も発展 ・強化させ

ることができる。そして地域社会に自律性と個

性のある新たな発展の可能性が与えられるので

ある。

地域社会において複合的なネットワークが形

成される場合には、たとえグローバルに事業を

展開している企業であっても、地域における活

動は、地域の雇用、自然開発などについて地域

社会のコンセンサスにもとづかねばならない。

ということは企業の意思決定に公共的観点から

の配慮が反映しやすくなるわけである。また地

域社会において住民は複合的な活動を要請さ

れるわけだから、各人の個性や構想力が開発さ

れ、また発揮する機会が与えられることになる

わけである。

もちろん地域聞の利害関係の調整は必要であ

る。たとえば地域によって資源分布に偏りが生

じている場合、政府による調整が必要である。

しかし、政府の権限をあまり強いものにすると

官僚的画一化が生じ、地方自治は空洞化してし

まう。したがって、まず地域社会の自治能力を

高めることが必要である。そのためには制度的

にも財政的にも地方自治権を拡充しなければな

らない。しかしながら地域社会が自給自足する

ことなど不可能なことであり、地域間の連帯、

言い換えれば地域間ネットワークが必要不可欠

になる。政府は、さまざまな地域聞の利害を調

整し、資源の再配分をしなければならない。し

たがって地域の分権化、自律性を基礎とした国

家の構築が必要なのである。

国際関係についても同様に超国家機関が必要

である。それはヘゲモニーを掌握して世界関係

に影響力を行使しようとする機関ではなく、世

界全体の状況を考慮し、あるいはまた過去そし

て将来を考慮して国家間の利害を調整する機関

でなければならない。

しかし、長期的観点からすればそうだとして

も実際問題としてはきわめて困難が横たわっ

ている。一定の妥協が必要であろう。他者もま

たそう考えているとしたら、そこには相互作用

と相互浸透が生じるのだが、 長期的にみれば、

より良きものに向かつて絶えざる努力を重ね、

より優れた構想力を開発し、発揮するものがイ

ニシアティブを握ることになるのではなかろ

うか。

地球環境破壊が深刻化しつつあるいま、地域

社会のネットワークを発展させ、新たな社会発

展を展望すべきである。そして世界各地の地域

ネットワークがグローパルな規模で相互に複

雑に連結し、水平的な地域間ネットワークをグ

ローパルに形成すべきである。これこそまさに

多様性を前提とした“グローカル"な関係の形

成といえよう。自律的な発展を目指す地域の複

合的ネットワークが相互に多様性を認め合いな

がら連結し、国内に地域間複合的ネットワーク

を形成するとともに、グローバルな複合的ネッ

トワークを形成し、生活の充実、分権、そして

自律性と多様性を基礎にした世界秩序を構築す

べきではないだろうか。情報テクノロジーの発

展は、そのような構想の技術的な基礎を与えて

くれているのである。

以上述べてきた地域社会発展の理念と意義を

前提に、以下では、より具体的に電子自治体の

取組みと地域予防医療のネットワークの形成を

例にとって 1C Tによる地域社会発展について

考えてみようと思う。

3.電子行政の現在とこれから

とれまでの電子行政の問題点、

わが国では、 2001年に 1T戦略本部を設置

し、 e-Japan戦略を決定して以来、 今日まで電



子政府・電子自治体構築に向けた各種施策を推

してきた。しかしながら、利活用の点では多く

の国民がその成果を実感するまでに至っていな

い。その要因としては、 ①利用者(国民 ・企業)

視点での検討が不十分なまま、国 ・地方、各部

署がバラバラに電子化を進めたこと、 ②既存の

制度 ・慣行 ・組織等がネックとなり、業務改革

が十分進まなかったことーーなどが挙げられ

る。これらの問題点を真撃に反省し、利用者視

点に立った構想と実行計画を立案し、その計画

を着実に遂行しなければならない。

電子政府 ・電子自治体の構想は、いまや世

界各国で活発な動きがみられる。日本でも

e-Japan戦略の中で、重要な役割を果たしてきた

し、それを引き継いだかたちの 1T新改革戦

略、 1T戦略本部によって2010年5月に発表

された「新たな情報通信技術戦略」においても

電子政府 ・電子自治体の構想は重要な課題とし

て位置づけられている。

ちなみに、日本の電子政府構想は先進諸国に

比べて立ち後れているといわざるをえない。電

子政府 ・電子自治体の構想は、いまや世界各国

で活発な動きを見せている。特に進んでいるの

が欧州諸国で、 EU加盟国では、各国の法規に

優先する EU指令に基づき電子政府が推進さ

れている。なかでもデンマークは、電子政府の

利便性という点で非常にサービスの質が高く、

「利用者の視点で、すべての行政サービスをワ

ンストップで処理する」という発想で取組まれ

ている。デンマーク政府は、各省庁が保有する

基幹システムのデータの標準化、データ形式の

統一化を図り、バックオフィス相互間の連携を

実現した。自治体についても 2012年までに連

携する計画を有している。日本でも今後、国 ・

地方が一体的に電子行政を推進しなければな

らないが、その調整だけでも数年を要するだろ

う。しかし、デンマークはすでにその段階を終

須旗修(すどうおさむ)
東京大学大学院情担学環敏捜

えたわけで、日本との差は歴然としている。

デンマークの電子政府の特徴は、次の三つの

ポイントにまとめることができるだろう。ま

ず、紙媒体による書類の受け取りを拒否し、電

子フォーマット (電子メール、 CD等)による

コミュニケーションを強制する法律を定めたこ

とがある。これにより、利用者も行政側も必然

的に電子化を進めなければならないようにし

た。二つ目が、個人 ・企業に固有の 1Dを作り、

すべての機関で同ーのものを利用したことが

ある。そして三つ目が、ワンストップサービス

を実現するために、国民一人ひとりに対応する

「マイページ」を開設したことであろう。これは

個人の属性に合わせて、行政機関からプッシュ

型のサービスが提供されるもので、マイページ

にログインすると、本人と家族に関わる行政か

らの連絡、あるいは医療、教育、税金、年金情報

記録などの個人の社会保障情報をひとまとめで

管理 ・閲覧できるようになっている。

次世代電子行政サービスの要諦

世界各国の取組み状況を踏まえて、政府は、

2007年10月、次世代電子行政サービス基盤検

討プロジ、ェクトチーム(座長:須藤修)を組織

した。ここでは、プロジェクトチームがまとめ

た次世代電子行政サービス基盤構想について、

次世代電子行政サービス基盤検討プロジ、ェクト

チーム(座長:須藤修)w次世代電子行政サービ

ス(eワンストップサービス)の実現に向けたグ

ランドデザイン~ (以下『グランドデザイン』と

略記する)にもとづいて述べておこう。

『グランドデザイン』は、「国 ・地方の枠を超

えた電子行政窓口サービスの展開を念頭に置

き、フロントオフィスとバックオフィス、及び

ノミックオフィス相互間の連携や民間手続との連

携等を図ることにより、様々な行政手続を基本

的にワンストップで簡便に行える次世代の電子



図3 行政手続きのワンストップサービス化 出所:Ir中間報告』内閣官房 IT室

行政視点でのサービス提供から、国民や企業などの利用者の回線で、簡素で便利な行政サービスの提供に方向性を変換。

現状
< Govemment Centric > 

引越の場合、最大7訪問機関、 13添付書類が必要
退職の場合、最大6訪問機関、 15添付書類が必要

行政サービス基盤の標準モデルを構築するもの

であるJ(同 1ページ)と主張している(図3)。

さまざまな省庁、自治体などのパックハウス

のデータ連携、フロントオフィスとバックオ

フィスのデータ連携によってはじめてワンス

トップサービスは可能になり、 行政事務の最適

化が達成されることになる。「今後、 1Tを活用

し、 電子的処理を前提とした、かつ縦割り行政

を排除した全体最適を目指した業務プロセス

に変革する必要がある。もちろん、この業務プ

ロセスの変革は利用者視点でのサービス提供

を踏まえ、かつ複数機関において同様な業務が

存在する場合には標準化や共同利用などの要

素により効率化を図るものである。最適化され

た業務のシステム構築やシステムの適用性や拡

張性を考慮して団体によってはS0 A (Service 

Oriented Architecture)適用による構築も必要

なところである。これらにより、行政事務の最

適化の推進によりサービスレベルを向上しつつ

コスト削減でき、 更なるサービス向上、新たな

理想像
< Citizen Centric > 

00汁片訪棚叩問棚機棚…関鵬即……ま川吋……カ州……所M…添鮒付…引刊………ヒ比以一一し口司岬て鳴拙提刷働出船) 

lkWUルプ九ル一ツ山シ

.国.地方の垣根を取り除いたワンストップサービス

・申請主義からの脱却

サービス創設、地域活性化への投資又は財政の

健全化など機関で優先すべき分野への資源配分

が可能となる」と 『グランドデザイン』は述べて

いる(同3ページ)。

さらに、次世代電子行政サービスは、行政や

企業の保有する個人情報を積極的に活用して国

民の福祉を向上しようというものであり、この

ことは、国民と行政の信頼関係が確立されなけ

ればできないことである。自らの個人情報が、

誰によって、どのように扱われているのか、す

べて可視化し、不適切な行為がなされないよう

チェックできるようにしておかなければなら

ない。そのような機能を情報システムに組込む

ことが必要である。『グランドデザイン』では、

「サービスの質の向上や業務の効率化による信

頼強化だけではなく、行政サービス、行政管理

の個人情報のアクセス履歴、業務プロセス、プ

ロジ、ェクト進捗などの見える化や透明性を確保

し、信頼強化を深めるJ(同3ページ)と述べら

れている。



データ疎結合基盤と自治体クラウド

次世代電子行政サービス構想において最も

重要と考えられるのは、ワンストップサービス

の実現と業務最適化であるが、その実現のため

にはバックオフィス聞のデータ連携、パックオ

フィスとフロントオフィスのデータ連携が必要

不可欠になる。そこで、プロジ、ェク トチームは、

データ連携についてより詳細な検討を行ってき

たのだが、その中間成果として『次世代電子行

政サービス基盤等検討プロジ、ェク トチーム中間

報告~ (以下『中間報告』と略記する)が2009年

10月に発表された。

『中間報告』は、市民の視点にたった行政

サービスの展開と行政組織におけるBusiness

Process Reengineering (BPR)の導入に関して、

S 0 A (Service Oriented Architecture)ベース

の電子行政サービス共通基盤をクラウド ・コン

ビューテイングで構築し、コンポーネント化さ

れた業務モジュールをASPやSaaSの仕組み

を活用することで、将来的に、行政情報のみな

らず健康情報活用基盤や地理空間情報基盤を接

図4 公共サービス情報連携基盤のイメージ

ワンストップポータル

ワンストップ@筒

情繍閲覧

手敏料等の納金

』
・

‘

，

。

司

¥
h
'ょ
間
一

九

a
‘.. 岨珊
側
一

d

i

-

-

J

・
「
司

a・

書

正

一

J

a
K
2

・
E
司

巳

不

一

，

H

-

d
 

須..<すどうおさむ)
東京大学大掌陳情纏学濁微授

続するなど、民間企業との連携によって新たな

1 Tサービスを創出し、より良い市民生活と安

全な社会の実現に寄与する 1T基盤の構築を目

指している。

電子行政において、ワンストップサービスを

提供するために連携すべきデータは、現在、各

部局で管理されている。そのため、新たなサー

ビス基盤では、メタデータ(行政情報の所在、

保有している機関、アクセス方法等やデータの

形式に関するデータ)を参照できる仕組みと、

インターフェースの仕様と変換ルールを備える

ことで、標準仕様によるデータ連携やシステム

連携を実現しなければならない。

ワンストップポータルで、は、プル型情報提供

機能(ホームページによる情報提供等)、カスタ

マイズ機能(情報やレイアウ ト等を自由に設定

する機能)、インテリジ、エント検索機能(複雑な

行政手続や書類名などの情報でも容易に検索で

きる機能)、プッシュ型情報提供機能(各府省 ・

自治体等から希望する利用者に情報を発信する

機能)、エージ、エント型情報提供機能(利用者に

出所 :11中間報告』内閣官房 IT室



関係する情報を収集)の実装が求められている。

図4(前ページ)は、ワンス トップサービス

とデータ疎結合をどのように行うかを示してい

る。

通常、各機関のデータとサービスは、それぞ

れの機関が所管しており、各機関を疎結合に

よってサービス基盤に連携させるためには、「公

共サービス情報連携基盤」を設置し、サービス

の要求先、処理状況などを管理する必要がある。

例えば、ポータルで受けた一括申請は、連携基

盤の業務プロセス管理の機能を通じて、あらか

じめ定義 ・登録された業務プロセスに基づき、

接続機関ごとに個々の手続単位の申請に分割さ

れ、各機関に割り振られる。その際、ディ レクト

リに格納された関連機関の情報および連携用の

1 D (連携のみに用いられる任意の 1D)、レジ

ストリに格納されたサービスレジス トリ(送り

先の外部連携サービスに関するアドレスやプロ

図5 各機関とのサービス連携

トコルの情報)を参照しつつ各機関への要求を

行う。また、利用者は公共サービスポータルを

介して業務プロセス管理機能が管理する情報を

問い合わせ、 一括申請の処理状況を一元的に確

認することができる(図5参照)。

「公共サービス情報連携基盤」は、自治体クラ

ウドへの対応も視野に収めている。近い将来、

複数の自治体クラウド閣のデータ連携が重要

になるのだが、その課題に積極的に対応するも

のといえる。次世代電子行政サービス基盤は、

これから構築される複数の自治体クラウド聞

のデータ連携を可能にし、高度なワンス トップ

サービスを可能にする。ASP、SaaS、自治体

クラウ ドなどによる情報システムの共同化が今

後、急ピッチで進んでいくものと考えられるの

だが、それは一つの統一的システムになること

はないだろう。複数の共同システムが併存する

ことになるだろう。その場合、次世代電子行政

出所:Il'中間報告』内閣官房 IT室

ポ-1')!.-で受け付けた一括申筒l立、公共サービス情報基盤で手続単位に分割され、各織聞に割り振られる。各手続の処理の順
番や状況は、 業務プロセス管理事量能によって管理され、利用者に対して『見える化Jを実現できる。
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・ワンストップサービスの手続m途中で.同伊衛情報
各.聞からの緒豊情報量一時的に健曹
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図6 Gov.2.0:サンフランシスコ市の試み
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URL http://sf.heygov.com/default.aspx?MapID=SanFran311 

サービス基盤の「公共サービス情報連携基盤」

を介してデータ疎結合を実現し、高度なワンス

トップサービスが実現される。さらに行政情報

のみならず、民間企業のデータベースとの疎結

合によって新たな 1Tサービスを創造し、共創

的なオープン ・イノベーションを推進できる

基盤を整備すべきであると考えている。このこ

とは、電子政府 ・電子自治体は新たなステージ

に突入することを意味している。すでにアメリ

カでは、多くの地方政府においてクラウドコン

ビュータ基盤を活用したガ、バメン ト2.0の取組

みが進められている。たとえば、サンフランシ

スコ市役所では、 1311Hey Govサービス」と

いう行政サービスを行っているが、これは、市

民がスマートフォンから市役所への各種依頼

(ゴミの不法投棄、道路の陥没、木が倒れてい

る、信号機の故障等)をクラウド基盤のWebで

行い、対応状況を市民がWebでリアルタイム、

あるいは時系列で確認できるものであり、住民

の集合知を積極的に活用したものといえよう。

サンフランシスコ市は、このデータを分析し、

これからの行政サービスや官民連携による地域

社会の新たなガパナンスに役立てることができ

る(図6参照)。

4.センサーネットワーク地域予防医療

と電子自治体

ところで、私は、九州大学の中島直樹准教

授、九州工業大学の井上創造准教授ととも

に、爆発的に増大する情報を適切に制御し、

新たな社会システムをデザインするためにセ

ンサーネッ トワークを活用した社会進化につ

いて理論的かつ実証的な研究を推進している

CO.Sudoh， S.Inoue， N.Nakashima [2008Jを参

照)。社会の高齢化にともない予防医療の重要

性が指摘されており、 センサーネッ トワーク

を活用した健康管理実証実験のテス トベッ ド

構築に取組んでいる。この研究は、健康を保つ

こと(一次予防)、および糖尿病、高血圧症、脂



図7 福岡センサーネットワーク予防医療実験
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生体デ}タ・生活習慣情報

団
世

ウエアラブルセンサ

3軸加速度センサ

G同
心拍センサ

質異常症、肥満症など成人病の発病を抑止す

る(二次予防)ための予防医療体制を組織し、

さらには、脳卒中や心筋梗塞、腎不全による透

析などの重症合併症防止、病状軽減のために

行われる三次予防を支援することを目的とし

ている。ウェアラブル生体センサーと屋内の

据え置きセンサーを用いて特定健診における

保健指導者や患者の生体データを取得し、セ

ンサーネットワークを用いてデータをデータ

センタークラウドコンビュータ基盤に集積し、

健診データや診療データとマッチさせ、匿名

化した上でデータ連結させ、大量の身体運動

に関するデータの高度な分析を行っている。

その結果、保健指導者や担当医に解析データ

を返却し、同時に健康 ・疾病管理事業の中核

的技術であるクリテイカルパスの更新に反映

し、健康 ・疾病管理指導を支援しようという

ものである。

健診・診療情報

コント三 作

データ解析者
シーケン

ゲートウェイ Pa'-

この実験は、複数のウエアラブルセンサーお

よび複数の据え置きセンサーからの情報を無

線ネットワーク経由で収集し、健診・保健指導

情報とともに計算機クラスタにデータマイニ

ングのジョブを投入し、マイニングを行うもの

である。実験の構成については図7を参照され

たい。

この実験を着実に実行し、さらに規模を拡大

し、予防医療センサーネットワーク基盤と自治

体クラウドを用いるならば、新たな地域社会の

予防医療 ・健康サービスを創出することも不可

能ではないだろう。

現在、複数の自治体が自治体クラウドを構築

している。今後乙の動きはますます拡大するだ

ろう。さらに医療保険制度の改革によって医療

費の増大を抑制するため予防医療が地域レベ

ルで促進されようとしており、地域における医

療 ・健康情報の管理も重視されている。その意



昧では、電子自治体構想にセンサーネットワー

ク基盤地域コミュニティ構想を組込んで、地域

社会発展を戦略的に構想することの意義はます

ます高まると考える。
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新たな情報通信技術戦略について

1 .新戦略策定の背景

世界経済フォーラム (WEF)が毎年公表し

ているランキングでは、日本の順位は2005年

には8位まで上昇したが、近年では20位付近

に低迷(2010年は21位と過去最も低いラン

ク)している。また、アジア圏では、シンガポー

ル(2位)、香港(8位)の躍進が著しく、日本の

情報通信技術の国際競争力の低迷が顕著となっ

ている。

こうした中、府省縦割りを排し、政治主導に

より機動的に実行できるよう推進体制を見直す

とともに、従来と比べ、期限を切り、より具体

的な、新成長戦略と連携した戦略を策定するこ

とになった。

2. r新たな情報通信技術戦略」の
検討経緯と推進体制の見直し

情報通信技術に関する重要事項の検討、施策

の進捗管理等を政治主導で実施するために設置

された「企画委員会J(IT政策担当大臣(座長)、

国家戦略室及び関係府省の副大臣または政務官

により構成)において取りまとめ後、「高度情報

通信ネットワーク社会推進戦略本部CIT戦略

本部)J (総理大臣を本部長とし、全国務大臣及

び有識者を本部員とする)において「新たな情

報通信技術戦略」を平成22年5月に、「工程表」

を同年6月に決定した。

また、 PDCAを企画委員会が行うこととし、

旧評価専門調査会を廃止し、旧重点点検専門調

査会は、名称等所要の変更を行い、「情報通信技

術利活用のための規制 ・制度改革に関する専門

調査会」とした。

さらに、企画委員会の下に、 ①電子行政、 ②

医療情報化、③ 1T Sについてタスクフォース

を設置し、有識者によるコアメンバー数名と適

内閣官房情報通信技術(1 T)担当室

宜の臨時メンバーで機動的に検討を行うととも

に、 C1 0連絡会議を企画委員会の指揮を受け

て活動するように改めた上で存置した。

3. r新たな情報通信技術戦略Jの概要

政府 ・提供者が主導する社会から国民が主

導する社会への転換には、徹底的な情報公聞に

よる透明性の向上が必要であり、情報通信技術

が果たす役割は大きい。国民が主導する社会で

は、市民レベルでの知識 ・情報の共有が行わ

れ、新たな「知識情報社会」への転換が実現し、

国民の暮らしの質を飛躍的に向上させることが

できる。今回の戦略は、過去の戦略の延長線上

にはなく、新たな国民主権の社会を確立するた

めの、非連続な飛躍を支える重点戦略 (3本柱)

に絞り込んだ、我が国の持続的成長を支えるも

のである。戦略の実施に当たっては、これまで

効果を上げていない原因を徹底的に追究し、関

係府省問、自治体等との連携等を進め、国を挙

げて強力に推進する。

以下、 重点戦略(3本柱)(①国民本位の電子

行政の実現、 ②地域の紳の再生、③新市場の創

出と国際展開)について、それぞれ見ていくこ

とにする。

(1)国民本位の電子行政の実現

この柱では、

・2020年までに、 主要な申請手続や証明書入

手を週7日24時間、ワンストップで行うた

め、 2013年までに、コンビニ等の端末を通じ

て国民の50%以上が利用できるようにする

. 20日年までに政府で、 2020年までに50%

以上の自治体で、国民が行政を監視し、自己

の情報をコントロールできる

. 2013年までに、 2次利用可能な形で行政情

報を公開し、原則すべてインターネットで利



用可能とする

ことを目標に以下の取組みを行う。

①情報通信技術を活用した行政刷新と見える化

.便益の高い住民票等の行政サービスを週7日

24時間、オンライン/オフライン(行政キオ

スク端末等)でいつでも利用可能とする。

-国民 1D制度の整備、自己の情報の活用を本

人が監視等できる制度等を整備する。

・これまでの情報通信技術投資を総括した上

で、実質的権能を有す政府C1 0を設置し、

行政刷新と連携した行政の効率化を推進

する。

②オープンガバメン卜等の確立

-行政が保有する情報を2次利用可能な形で公

開して、原則、すべてインターネッ トで利用

コンビ=庖舗ft鈎42.000
郵便局取 締24.000

可能にするなど、行政が保有する情報の公聞

を積極的に推進する。

・行政が保有する統計 ・調査などの情報につい

て、回答者が特定できない形に集約化・ 匿名

化を行い、原則、すべて 2次利用可能な形で

インターネッ トで容易に入手 ・活用できるよ

うにすることにより、新事業の創出を促進

する。

(2)地域の鮮の再生

この柱では、

・2020年までに、 地域を問わず質の高い医療

サービスを受けられ、高齢者等すべての国民

が在宅医療等を受けられる

.2020年までに、情報通信技術を利用した学

校教育 ・生涯学習の環境整備等により、情報

通信技術を自在に活用できる社会を実現する

縄闘でt歩行政機聞や地下銀、コシピニ等に配備され定行蔵キオスヴ靖末や
インターネ噌ト奄合しZ自宅0)・ヌリンタ芭40種額以土ぬ証明書が取得可能

行政キオスク鋪宋で取得できる主な駈明書

・住民堂録票謄本、抄本
・戸籍謄本、抄本

-土地 (林野)台帳謄本
-自動車登録原簿(甲、 乙)

・医療給付証明書 ・兵籍証明書
・登記簿謄本(建物、 土地、 集合建物)他

自宅プリンタで取得できる主な匝明書

.住民登録票謄本

・住民登録票抄本
.土地台帳謄本

・第一者土地権利
.地価公示

・建築物管理台帳謄本・抄本他 .園ぬ行政キオス'7錨末
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バラバラに存在していた医療情報をネットワークで医療機関聞で共有を可能にし、活用を可能にし、
また、個人の医療情報や調剤情報、健康関連の情報等を個人で活用することが可能に。これらにより、

・不要な検査の省略を実現
-過去のデー告を使った鯵療を通じて、より安全・安心な医療を実現
.生活習慣病など慢性疾病患者のケアとサポート・重症化を防止
・出張、線行、転居しても、過去の健康情報、診療属医に応じて適切な医療が全国どこでも受診可能・役薬歴を医療樋聞と共有
・情報サービス事業、対応機密市場、蓄積データの活用事業など新産業創出

.が実現.

• 20日年頃目途に、全世帯でのブロードバン

ドサービスの利用老実現する「光の道」によ

り、暮らしに密着した医療等の向上や地域活

性化を実現する

ことを目標に以下の取組みを行う。

①医療分野の取組み

国民が自らの健康 ・医療情報を電子的に活用

可能な全国レベルの情報サービスを創出する。

②高齢者等に対する取組み

独居高齢者の安否確認や在宅医療 ・介護等で

必要なケア情報の提供など、情報通信技術を積

極活用する。

①教育分野の取組み

子ども同士が教え合い学び合うなど、双方向

でわかり易い授業の実現等が図られるよう、 21

世紀にふさわしい学校教育の環境を整備する。

④地域主権と地域の安心安全の確立に向けた取

組み

市民メデ、ィアの全国展開、地域の文化・ 観光

等ふるさとコンテンツの制作 ・発信、災害時等

の防災機関間の情報共有等を推進する。

(3)新市場の創出と国際展開

この柱では、

・クラウドコンビューテイング等の新技術の導

入や規制の撤廃等により、 2020年までに約

70兆円の関連新市場を創出する

• 2020年までに、スマートグリッドを一般化

させ、情報通信技術を用いたゼロエネルギー

住宅を標準的な新築住宅で普及させるなど、



0・m按舗と情相通信技術の融舎によ

家庭等で率先してCO2削減を可能とし、また、

1 T S等を用いて全国主要道の交通渋滞を半

減させることを目指す

.2013年までに、戦略分野における産学官連

携での集中的な研究開発を進め、我が国の情

報通信技術企業が主要海外市場における知的

財産権及び国際標準の戦略的な獲得、国際展

開を可能とする

ことを目標に以下の取組みを行う。

①環境技術と情報通信技術の融合による低炭素

社会の実現

国内外でのスマートグリッ ドの推進や住宅等

の省エネ化、人やモノの移動のグリーン化、環

境負荷低減を実現する新技術の開発等を推進

する。

情報通信技術分野の環境負荷低減

ド一一五l

②我が国が強みを持つ情報通信技術関連の研究

開発等の推進

情報通信技術関連の研究開発を重点的に推進

し、早期に市場へ投入する。

③若い世代の能力を活かした新事業の創出・

展開

デジタルネイティブの能力を活かし、コンテ

ンツ等の新事業を創出する。

④クラウドコンビューテイングサービスの競争

力確保等

データ利活用による新産業創出等により、ク

ラウドコンビューティングサービスを推進する。

⑤オールジャパンの体制整備による国際標準の

獲得・展開及び輸出・投資の促進



戦略分野について、官民 ・府省 ・産業横断の

オールジャパン体制を整備し、海外市場での国

際標準等の獲得、輸出 ・投資を促進する。

4.工程表の概要

(1)目的

工程表は、「新たな情報通信技術戦略J(平成

22年5月11日高度情報通信ネットワーク社会

推進戦略本部決定)の実現に向けて、期限を区

切って、施策担当府省の具体的取組みを明記し

た。各府省連携が必要な施策においては、個々

の役割分担と達成すべき事項を明確化した。

(2)構造

「新たな情報通信技術戦略」に記載された具

体的取組みごとに、 30(次項参照)の工程表を

作成した。工程表は、重点施策の実現に向けて

求められる各府省の具体的取組みを年度展開と

して示すとともに、各府省連携の在り方を明確

に記述した。また、各府省の役割を明確化する

ため、工程表には、短期(2010年、 2011年)、

中期(2012年、 2013年)、長期(2014年以降)

ごとに求められる各府省の具体的な取組みを記

載した資料(1各府省の取組みJ)を添付した。

(3)具体的取組み名一覧

①国民本位の電子行政の実現

A情報通信技術を活用した行政刷新と見え

る化

(a)これまでの情報通信技術投資の総括とそ

れを教訓とした行政刷新

(b)行政サービスのオンライン利用に関する

計画の策定

(c)行政ポータルの抜本的改革と行政サービ

スへのアクセス向上

(d)国民 1D制度の導入と国民による行政監

視の仕組みの整備

(e)政府の情報システムの統合・集約化

(f)全国共通の電子行政サービスの実現

(g) 1国と地方の協議の場」の活用

Bオープンガバメント等の確立

(a)行政情報の公開、提供と国民の政策決定

への参加等の推進

(b)行政機関が保有する情報の活用

②地域の緋の再生

A医療分野の取組み

(a) 1ど乙でもMY病院」構想の実現

(b)シームレスな地域連携医療の実現

(c)レセプト情報等の活用による医療の効

率化

(d)医療情報データベースの活用による医薬

品等安全対策の推進

B高齢者等に対する取組み

(a)高齢者等に対する在宅医療 ・介護、見守

り支援等の推進

(b)高齢者、障がい者等に優しいハード・ソ

フトの開発・普及

(c)テレワークの推進

C教育分野の取組み

D地域主権と地域の安心安全の確立に向けた

取組み

(a)地域の活性化

(b)災害 ・犯罪 ・事故対策の推進



③新市場の創出と国際展開

A環境技術と情報通信技術の融合による低炭

素社会の実現

(a)スマートグリッドの推進と住宅やオフィ

スの低炭素化

(b)人 ・モノの移動のグリーン化の推進

(c)情報通信技術分野の環境負荷軽減

B我が国が強みを持つ情報通信技術関連の研

究開発等の推進

C若い世代の能力を活かした新事業の創出・

展開

(a)デジタルコンテンツ市場の飛躍的拡大

(b)空間位置情報サービスその他の電子情報

を活用した新市場の創出

(c)高度情報通信技術人材等の育成

Dクラウドコンビューテイングサービスの競

争力確保等

Eオールジャパンの体制整備による国際標準

の獲得・展開及び輸出・投資の促進

(a)アジア太平洋地域内の取組み

(b)国際物流における貨物動静共有ネッ ト

ワークの構築

(c)情報通信技術グローバルコンソーシアム

の組成支援

(d)情報通信技術による公共調達市場の拡大

丙

5.今後の実施・検討事項

(1)実施体制の確立

新たな情報通信技術戦略及び工程表の内容を

政治主導で実現に結び付けるため、企画委員会

を中心に、各府省の施策の進捗状況・検討状況

をフォロー ・評価し、 平成23年6月を目途に

工程表を修正するなど、 PDCAサイクルを年度

単位で着実に実施する。

また、新たな情報通信技術戦略を踏まえ、 ①

電子行政、②医療情報化、 ③ 1T Sについて、

企画委員会の下にタスクフオースを設置し、政

治主導で推進する。

(2)情報通信技術の利活用を阻む既存の制度

等の徹底的な洗い出し

企画委員会を中心に、行政刷新会議とも連携

しつつ、情報通信技術の利活用を阻む既存の制

度等の徹底的な洗い出しを行い、それらの抜本

的な見直しを図るため、「情報通信利活用促進

一括化法(仮称)Jを検討する。

また、見直しの必要に応じて、上記取組み等

の修正にも反映する。



1. r緑の分権改革」の推進

総務省地域力創造グループにおいては、地

域主権改革の一翼を担う取組みとして「緑の

分権改革」を推進しているところである。「緑

の分権改革」とは、それぞれの地域が、自然環

境、再生可能なクリーンエネルギー、食料、歴

史文化資産等の地域資源、の価値を把握すると

ともにこれらの地域資源を最大限活用する仕

組みを創り上げ、地域の活性化や紳の再生を

図るとともに人材や資金が地域から都市に流

出する現在の中央集権型の社会構造を「分散

自立 ・地産地消 ・低炭素型」の社会構造へと

転換し、「地域の自給力と創富力を高める」地

域主権型社会の確立を目指すものである。

「緑の分権改革」の推進は、総務省の政策を

総動員することにより持続的な経済成長を

実現するためのビジョンをまとめた「原口ビ

ジョンJ(平成21年 12月発表)及び「原口ビ

ジョンIIJ(平成22年4月発表)においても

重要な柱となる施策として位置づけられてい

る。また、こうした総務省の取組みを受け、政

府の「新成長戦略"--I元気な日本」復活のシナ

リオ"--J (平成22年6月18日閣議決定)にお

いても「緑の分権改革」の推進が盛り込まれた

ところである。

「緑の分権改革」の推進体制と しては、 平成

21年12月、総務大臣を本部長とする「緑の分

権改革推進本部」を設置し、省内関係部局が一

体となって推進する体制を整備したところで

ある。また、改革のモデルの構築やその実現の

ための必要な対応方策等についての検討を深

めるため、総務副大臣を座長とし、首長や学識

者等計18名の委員で構成される「緑の分権改

革推進会議」を平成22年4月に設置し、第l回

会合が平成22年4月28日に開催されたところ

総務省地域力創造グループ地域情報政策室

である。また、本会議の下に 「モデル構築分科

会」、「経済効果分析分科会」、 11C T利活用分

科会」、「クリーンエネルギー分科会」と 4つの

分科会を設置し、「緑の分権改革」の実現に向け

た専門的な検討が行われているところである。

1 C T利活用分科会においては、須藤修 ・東

京大学大学院情報学環教授を主査に迎え、 農林

水産業の活'性化や地域の6次産業化、観光振興

等について、 1C Tを活用した事業の方向性や

国の制度改革等による支援方策を検討するとと

もに、インターネットの利用環境、コンテンツ

の具体的な構成、高齢者の 1C Tリテラシ一等、

元気な地域づくりに必要となる 1C Tの環境整

備の在り方について検討が行われることとなっ

ている。1C T利活用分科会の第1回会合は平

成22年10月7日に開催され、後述する意見募

集の結果も踏まえ、緑の分権改革の推進におけ

る1C Tの利活用の在り方について議論がなさ

れたところである。

2.緑の分権改革の推進における ICT

利活用の在り方

緑の分権改革推進会議 ・1C T利活用分科会

の開催に先立ち、総務省地域情報政策室におい

ては、平成22年6月18日から同年7月9日ま

での問、「緑の分権改革」の推進における 1C T 

の利活用の在り方について広く意見募集を実

施したところである。具体的には、緑の分権改

革の推進のエンジンとなる地域資源の活用に

向け、以下の9分野における 1C Tの利活用の

在り方を意見募集の対象とし、地方公共団体、

企業、個人など、計27者からの意見提出があっ

たところである。

-農林水産業の活性化、 6次産業化

・観光の振興、移住交流の促進

・地産地消、食のブランド化



-歴史・伝統や文化の継承

-古民家やまち並み、棚田などの保全 ・継承

.財や資金の地域内循環

-地域活性化に携わる人材の育成、情報共有

・「緑の分権改革」 の広域連携(空間的制約の

緩和)

-その他本分科会において検討されるべきと

考える分野及び当該分野における 1C Tの

利活用の在り方

本意見募集に対する意見の提出にあたって

は、対象分野、 当該分野の地域における現状と

課題、 1C Tの利活用による課題解決の方向性

等を明記することとしており、本稿では、提出

された意見の一部を紹介することにする。

(1)林業の再生

岡山県西粟倉村(人口1.600人)においては、

林業の活性化に伴う若年人口増加、林産物売上

増による経済環境の向上、森林景観の保全等に

よる観光客の増加等を通じた地域社会の活性化

に取組んでいるところである。当地の主要産業

である林業の活性化に向け、西粟倉村では森林

組合と村民等の森林の土地所有者が長期集団施

業契約を締結し、所有者の単位を超えた広域の

森林管理による施業の高度化、効率化を図って

いる。具体的には、まず森林の所有者区画の判

別を確実に行うためにrucodeJを導入し、森林
組合における作業のシミュレーションの高度化

や正確な作業履歴の把握等を可能とするシステ

ムをG1 S (地理情報システム)を活用して構

築し、西粟倉村役場における所有者に対する精

算事務の省力化・明朗化のために施業記録や収

支を正確に把握するシステムを構築している。

これらのシステムは相互の連携が可能であるた

め、 森林組合と村役場の問での迅速な情報の共

有を実現するとともに、都市部をはじめとする

西粟倉村の外に居住する森林所有者に対しても

正確な状況を伝えることが可能となっている。

西粟倉村の取組みは、 1C Tの利活用による

林業活性化の一つのモデルケースとなり得るも

のであるが、このような事業を可能とするため

には、森林所有者の区画を分析 ・把握するため

の正確な地理情報が必要不可欠である。林業の

活性化は喫緊の課題の一つであり、本件におけ

るucodeの活用等、 1C Tの利活用に期待する

ところは大きい反面、西粟倉村においては地籍

調査が完全に行われており、地理情報の集約が

可能であったことには留意が必要である。

(2)クラウドコンビューテイング等の活用

今回の意見募集に対して提出された意見の中

には、地域における農林水産業や観光業に関す

るデータベースの整備の必要性についての意見

が複数見受けられた。具体的には、観光地にお

ける宿泊予約や道の駅における在庫管理等に関

するものが挙げられるが、こうしたデータベー

スの整備による高度な情報処理を通じたマーケ

ティング手法の導入は各地の地域活性化に向

けた取組みをより円滑なものとするものと期

待される。他方、都市部と異なり人口や財政の

規模が小さな地域において、こうした情報通信

基盤を自ら構築し、運用することは、資金や人

材確保の観点からも必ずしも容易ではなく、今

後は 1C T基盤を自ら構築せず、必要に応じて

情報処理のサービスを利用する形態でこれら

を調達する発想が求められるところである。現

に、株式会社セールスフォース ・ドットコムか

らは、地域活性化の取組みに対するクラウドコ

ンビューティング基盤の活用に向けた提案が

提出されている。同社から提出された意見の内

容は、個別具体的な事例ではなくむしろ一般的

なクラウドコンビューティングの活用に向けた

アイデアの提供にとどまるものであるが、同社

は既に公共分野においてもエコポイント制度の



運用等においてクラウドコンビューテイングの

活用実績を有しており、今後は、同社に限らず、

クラウドコンビューティング基盤や高度な情報

処理技術の活用による地域活性化のあり方に関

し、幅広く提案が行われることが期待されると

ころである。1C T利活用分科会においても、

クラウドコンビューティングやデジタルサイ

ネージ等の近年の 1C T分野の技術革新を取り

込むことによる高度な情報処理やソリューショ

ンの提供、あるいは各地域における事例やノウ

ハウ等の共有を可能とするための基盤構築やナ

レッジマネジメントの在り方についても検討を

深めていくことを予定している。

3. I C T利活用を通じた地域振興の

方向性

緑の分権改革推進会議 ・1C T利活用分科会

における検討を踏まえ、総務省地域情報政策室

においては、今後、(1)パイロット事業の実施

と(2)プラッ トフォーム機能の整備を進める

こととしてし、る。

( 1 )パイロット事業の実施については、緑の分

権改革の実現に向けた 1C Tの利活用の

在り方や 1C Tの利活用を通じた広域連

携の在り方について先導的な事業となる

取組みの公募を行うとともに、これらの事

業に対して総務省情報流通行政局が実施

している地域 1C T利活用広域連携事業

を通じた支援を予定しているところである。

今後は、パイロット事業の進捗に合わ

せ、 1C T利活用分科会においてもヒアリ

ングの実施等を通じてその評価を行い、緑

の分権改革の推進における 1C Tの利活

用の在り方についての検討を深めていく

予定である。

(2)プラットフォーム機能の整備については、

今後の 1C T利活用を通じた地域振興を

推進する観点から、例えばクラウドコン

ビューティング等の最新の 1C Tと地域

おこしの現場のマッチングや 1C Tの利

活用のための研修機会、 1C Tの利活用を

通じた地域振興の事例等の共有等のため

の「場」となるプラットフォームの構築が

求められているところである。1C T利活

用分科会においては、上述のパイロット事

業の進捗や地域における先進的な事例を

踏まえ、関係者 ・有識者からのヒアリング

等を通じ、地域における取組みの「横つな

ぎJ(=広域連携)や先行事例の活用 ・共

有、他省庁や団体における地域活性化関連

施策との連携等といった「プラットフォー

ム」に求められる要件や機能を明らかにす

るとともに、プラットフォーム機能の整備

の在り方について検討を深めていく予定で

ある。



盟一塁

| 縁側権政革推進会議ぬ構成 l 
節目分科会(吾号，1.揖第分科会)

【倹討事項の倒】

・緑の分権改革のモデルとなる取組の整理

.モデルとなる取組の実現のために必要な

ノウハウ及び必要な苅応方策の整理

主査 小田切徳美明治大学農学部毅侵

箆Z分科会(鍾清効果分析分科会)

【倹討事項の倒】

-地域におけるクリーンエネルギー、観光
資源の活用、地揚産自の地産地消・
ブランド化、文化の伝京・発信など緑の

分権改革の推進に伴い見込まれる苅果の
叙量化の横討

主査掘鑓勇夫青山学院大学院経済学部教J受

篇3分調会{ICT利活同分科会)

[倹討事項の例】

・農林水産業の活性化、 6次産業化、観光振興など
について、ICTを活用した事業の方向性や国の
制度改革等による支援方策の検討

-インターネットの利用環境、コンテンツの具体的
な構成、高齢者のICTリテラシーなど、元気な
地域づくりに必要となるICTの環境整備の在り方

主査須藤修東京大学教慢

篇4分科会
('11'ー〉工事，1.ギー利活問分科会)

【倹討事項の例]

-今後の市町村におけるクリーンエネルギー

の活用の検討に資することを目的とした、

その基礎となる賦寄量等の調査についての

統一的なガイドラインの検討

主査沼尾正靭科学技術娠興機僑
社会妓術開発センター領戚総括



| 利活用に局地域振興ぬ方向性 l 
『鍋白骨橿 1薗E草櫨遣会盤{骨組会)r=atttる櫨射事項
(1)元気な地I或づくり事業の在り方
①農林水産業の活性化、 ②6次産業化、 ③観光振興などについて、事業の方向性や園の制度
改革による支援方策に関する倹討を行う。
(2) ICTの環境整備の在り方
①インターネットの利用環境、 ②コンテンツの具体的な僑成、 ③高齢者のICTI)テラシーなど、
元気な地域づくりに必要となるICTの環境整備の在り方について検討を行

• H5I組の刻率化・ノウハウの共有化等
.各地のI也減資源を有効活用するため、
他省庁等の関連施策と連携

・先行事例を活用 (アドパイザーとして
助言)

バイロ.，ト.11(;)婁値

-推進会議での倹討結果を踏まえ、各地の特色を
生かす地域づくりのパイロット事業を実施

-地域ICT利活用広域連信事業による支援を実施

鍋雌づ〈灼ブ号、yトフォ-b({厄震の

.地域の取組を横つなぎ
-地域の産品の情報発信
・他の施策との連溌の窓口 等



地方公共団体向けの各種施策について

1 .超高速ネットワークインフラ整備に

ついて

我が国では、平成 13年 1月に高度情報通信

ネットワーク社会の形成に関する施策を迅速か

っ重点的に推進することを目的として、「高度

情報通信ネッ トワーク社会形成基本法」が施行

され、 「高度情報通信ネットワーク社会推進戦

略本部」において、 ie-Japan戦略」が策定され

た。同戦略では、特にインフラ面に焦点を当て、

「超高速ネットワークインフラ整備」として、ナ

ローバンドからブロードバンドへの移行を推進

してきた。

また、平成 15年7月には、 ie-Japan戦略IIJ

が策定され、インフラ面に関して次世代情報通

信基盤の整備としてブロードバンドの面的な拡

大を図ることとされた。

これに引き続き、平成 18年 1月に i1 T新

総務省情報流通行政局地域通信振興課

改革戦略」が策定され、平成22年度までに光

ファイパ等の整備を推進して、ブロードバン

ド・ゼロ地域を解消し、「いつでも、どこでも、

何でも、誰でもJブロードバンドを使えるデジ

タル ・ディバイドのない社会を実現することが

目標とされた。

さらに、総務省では、平成20年6月に「デジ

タル ・デ、ィパイド解消戦略」を取りまとめ、平

成22年度までに、ブロードバンド ・ゼロ地域

を解消するとともに、超高速ブロード、バンド(世I)

については世帯カバー率を90%以上とするこ

とを目標に掲げた。

平成22年3月末時点で、超高速ブロードバ

ンドの世帯カバー率については、 91.6%となっ

ており、同戦略の目標を既に達成している。ま

た、ブロードバンド(*注2)の世帯カバー率は99.1%

に達しており、平成23年3月末にはブロードバ

ンド ・ゼロ地域が解消される見込みである。

我が国のブ、ロードJミンドの整備状況

ブロードバンドの利用環境(推計)
(サービスエリアの世帯カバー率)

平成22年度末までに
達成の見込み

(平成19年3月末) (平成20年3月末) (平成21年3月末)

99.1% 
(5，239万世帯)
で利用可能

目標を達成

」一一ー申甲...-1

平成22年度目標
(平成23年3月末)

(注)サービスエリアの世帯カバー率l立、事業者情報等を基に一定の仮定を置いて推計したエリア内の利用可能世帯数を、
図書争調査及び各年度の住民基本台帳に基づく総世帯数で除することにより誤算。

(本注1) 超高速ブロードバンド :FTTH及び下り伝送速度30Mb P s以上のケーブル ・インターネット
(本注2) ブロードバンド.音楽データ等をスムーズにダウンロードできるインターネッ ト(A0 S L等を想定)



情報通信の現状の国際比較

O 地域バランスも考慮したICT先進7カ国(日本、米園、英国、韓国、シンガポール、デンマーク、
スウェーデン)を対象に、情報通信の「基盤Jr利活用」で独自に評価を実施。
O 日本は、世界最高水準のブロードバンドを整備しつつも、「利活用」に遅れがみられる。

「基盤」は世界最高水準だが、普及率等の菌で課題
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2.地域における ICT利活用の促進に

ついて

前述の各戦略に基づく施策を推進してきた結

果、超高速ネッ トワークインフラの整備につい

ては、我が国は世界最高レベルに達している。

しかしながら、情報通信技術(1 C T)の利

活用は先進諸国に比べ遅れ、国際競争力低下の

一因ともなっている。特に、今後の産業の生産

性向上には、 1C Tの利活用による業務プロセ

スの改革が不可欠となっている。

このような現状を踏まえ、総務省では、次の

5事業などを通じて、地域における 1C T利活

用の促進を図っている。

「利活用」は分野によるが、総合では5位と低調
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※各同のウヱプアンケート澗査によるもの(数値はいずれも利用率)

(出典)総務省rlCT関連動向の園瞭比較繍査J(平成21年)

(1)地域 ICT利活用モデル構築事業 (平成

19"'21年度)

総務省では、地域経済の活性化や少子高齢化

への対応などの地域が抱える諸課題について、

1 C Tの利活用を通じてその解決を促進するた

めのモデルを構築することを目的として、平成

19年度から 21年度まで「地域 1C T利活用モ

デル構築事業」を実施した。

本事業は、「安全 ・安心Jr遠隔医療Jr医療 ・
福祉JrコミュニティJr観光交流Jr地域産業」
等の分野において、地域課題の解決や住民の利

便性の向上に資する汎用的な 1C T利活用モデ

ルの構築を地方公共団体に委託するもので、委

託先の地方公共団体は、モデル構築に係る成果

報告書等を総務省に提出し、総務省は、その成



とと口 広: ( 

果物を他の地方公共団体に提供することによ

り、モデルの全国展開を図るものである。

3か年で、全国で73事業を実施し、例えば、

コミュニティ、観光交流、地域産業等の分野で

は、 1C Tを活用したシステムを導入すること

により、利用者のニーズとマッチした情報提供

等ができるようになり、顧客(リピーター)増、

特産品 ・地場産業の売上増や過疎化の歯止め

(U 1ターン者の増加)などの効果が現れてい

る。また、防災・防犯、医療・福祉等の分野では、

提供されるサービスの質が向上したり情報量が

増加したりすることなどにより、これらを利用

する住民の満足度が向上するとともに、システ

ムの導入によりサービス提供側の業務も効率化

されており、サービスの質的 ・量的向上を後押

ししている。

他方で、構築したモデルの中には、システム構

築後において、ランニングコストがかさみ、維持

管理や継続して運用するための経費捻出が課題

となる事例が散見された。初期費用の補助によ

るシステムの導入支援だけでなく、継続してシ

ステムが利用されるようにすることが 1C T利

活用促進の“カギ"であり、この点を補うような

事業体制の検討の必要性が改めて明らかとなっ

た。また、特に 1C T~こなじみの少ない高齢者等

は、使いこなせるようになるまでに時間がかか

り、システムを利用すること自体が億劫になっ

てしまうこともあるため、利用者がシステムを

継続的に活用できるように、ある程度のところ

まで、研修やスキルを持った者による指導などが

必要であることが浮き彫りになった。

(本ガイドブック所収の特集事例のうち、岩手

県遠野市、新潟県三条市、神奈川県厚木市、岡

山県新見市が活用)

(2)ユビキタスタウン構想推進事業 (平成21

年度)

また、総務省では、平成21年度第 l次補正予

算により、 1C Tの集中的な利活用によって、

安心・安全な街づくり (1ユピキタスタウンJ)

等を実現しようとする地方公共団体の取組みを

支援する「ユピキタスタウン構想推進事業」を

実施し、 249件の事業に対して交付金を交付し

ている。(本ガイドブック所収の特集事例のう

ち、福島県西会津町が活用)

(3) I CTふるさと元気事業 (平成21年度)

さらに、平成21年度第2次補正予算により、

「新しい公共」の担い手であるNPO(唱 3)も交

付対象に加え、退職後の高齢者、育児期の親、

ボランティア等を 11C T人材」として育成・

活用して、地域における雇用を創出させること

を目的として 11C Tふるさと元気事業」を実

施し、 59件の事業に対して交付金を交付して

いる。(本ガイドプ、ック所収の特集事例のうち、

岩手県遠野市が活用)

(4 )地域 ICT利活用広域連携事業 (平成22

年度)

平成22年度には、「地域 1C T利活用モデル

構築事業」で明らかとなった諸課題を踏まえ、

「地域 1C T利活用広域連携事業」を実施してい

る。本事業では、複数の地方公共団体、 NPO等

が広域において連携して、地域 1C T人材の効

果的な育成 ・活用とともに、公共分野における

効率的な 1C Tの導入 ・利活用を図る取組みを

委託事業として実施し、全国各地域における公

共サービスの向上とともに、 1C T利活用の促

進を図ることを目的としている。なお、 l次募

集の結果、 64案件を採択している。(本ガイド

ブ、ツク所収の特集事例のうち、岡山県新見市が

活用)

(ホ注3) N PO法人が主体となって事業を実施する場合は、地方公共団体の推薦を受けているζとを要件としている。
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(5 )地域雇用創造 ICT紳プ口ジ、エク卜(平成

22年度)

さらに、平成22年度経済危機対応・地域活性

化予備費老活用した経済対策の一環と して「地

域雇用創造 1C T紳プロジ、ェク ト」を実施し、

公共サービス分野(教育、福祉等)及び地場産業

分野(観光、地域特産品等)における 1C T利活

用の取組みを支援し、地域雇用の創出、地域人

材の有効活用を図ることとしている。

3.我が固における ICT利活用戦略に

ついて

平成22年6月18日に閣議決定された 「新成

長戦略~ ~元気な日本』 復活のシナリオ~J に

おいては、「科学 ・技術 ・情報通信立国戦略」を

7つの戦略分野の 1つに掲げるとともに、 「情

報通信技術の利活用の促進」を経済成長に特

に貢献度が高いと考えられる 21の国家戦略プ

ロジ、ェクトの 1つに位置付け、 1C Tを使いこ

なせる人材の育成などを強化して 1C Tの利活

用を徹底的に進め、国民生活の利便性を向上さ

せるとともに、生産性老向上させて国際競争力

の強化や新産業の創出に結びつけることとして

いる。

総務省としては、「新成長戦略」を始めとする

政府方針に基づいて、上記で紹介した5事業の

成果を効率的 ・効果的に日本全国へ普及させる

ことなどにより、 NPOを含む地域 1C T人材

の育成 ・活用に努めるとともに、複数地域の広

域連携によるスケールメリットを活かしつつ、

遠隔医療、児童 ・高齢者見守り、防災情報提供、

生涯学習支援、観光情報発信、交通 ・移動支援、

地場産業振興、地域間交涜など、あらゆる分野

での 1C Tの徹底的な利活用を推進していくこ

ととしている。



「教育の情報化ビジョン(骨子)Jについて

はじめに

社会の情報化の急速な進展に伴い、情報通信

技術を最大限活用した21世紀にふさわしい学

びと学校づくりが求められていることを受け、

文部科学省では、 「学校教育の情報化に関する

懇談会(以下、「懇談会」 という。)Jを設置し、 今

文部科学省生涯学習政策局

後の学校教育(初等中等教育段階)の情報化に

関する総合的な推進方策について検討を行って

きた。

本懇談会での議論、新成長戦略及び新たなJ情

報通信技術戦略等を踏まえ、平成22年 8月、

「教育の情報化ビジョン(骨子)Jをとりまとめ、

公表した。
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新たな情報通信技術戦略工程表教育分野の取組み

(平成22年6月22日 高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部決定)

「教育の情報化ビジョン(骨子)Jの概要

( 1 ) 21世紀にふさわしい学びと学校の創造

知識基盤社会が到来し、グ、ローパル化が進展

する中で、 21世紀を生きる子どもたちに求め

られる力をはぐくむため、情報通信技術を活用

し、 一人一人の子どもたちの能力や特性に応じ

た学びや、 子どもたち同士が教え合い学び合う

協働的な学びを創造することが重要である。

(2)情報活用能力の育成

-子どもたちの情報活用能力の育成に関して

は、情報教育の一層の充実が図られた新学習

指導要領の円滑かつ確実な実施が重要である

が、その際、例えば、文部科学省が作成した

「教育の情報化に関する手ヲIJにおいて示さ

れた、各学校段階において期待される情報活

用能力やこれを身に付けさせるための学習活

動の例等について学校現場ヘ一層の周知を図



るとともに、学校現場で展開された好事例等

の収集 ・提供に努めることや、子どもたちへ

の情報モラル教育の充実を図ること等が重要

である0

・各学校段階にわたる体系的な情報教育を一層

効果的に行う観点から、研究開発学校制度を

活用するなどにより、情報活用能力の育成の

ための教育課程について実証的に研究してい

くことも求められる。

(3 )学びの場における情報通信技術の活用

-指導者用デジタル教科書については、更に多

くの教科書発行者による開発を促進するとと

もに、学校設置者が容易に入手できるような

支援方策を検討する必要がある。

・学習者用デジタル教科書については、小・中・

高等学校や特別支援学校等の学校種 ・発達の

段階 ・教科に応じた教育効果や指導方法、必

要な機能の選定 ・抽出、規格、モデル的なコ

ンテンツの開発、供給 ・配信方法、子どもた

ちの健康への影響の有無やこれに配慮した仕

様及び活用方法、障害のある子どもたちにつ

いて障害の状態や特性 ・ニーズへの対応等に

ついて実証研究を十分に行うことが必要であ

る。

・デジタル教材については、各地域で作成され

た質の高いデジタル教材を一層効果的に収

集 ・提供するため、全国レベルでの集積 ・共

有化を検討するとともに、教育情報ナショナ

ルセンター (NICER)において、アクセス件

数順等複数の条件設定による掲載、専門家や

教員等による評価の紹介、優良な指導案や指

導事例の紹介等を実施していくことが重要で

ある。

. 1人l台の情報端末による学習を可能とする

ため、超高速の校内無線LAN環境を構築す

ることが必要である。

-電子黒板、プロジ、ェク夕、実物投影機、地上

デジタルテレビ等の提示用のデジタル機器が

早急にすべての教室で活用できるようになる

ことが重要である。

(4 )特別支援教育における情報通信技術の活用

.情報通信技術は、特別な支援を必要とする子

どもたちにとって、障害の状態や特性 ・ニー

ズ等に応じて活用することにより、各教科や

自立活動等の指導において、その効果を高め

ることができる点で極めて有用である。

-特別支援教育においては、一人一人の学習の

目標 ・状況等の教員間での共有や、学校と家

庭 ・地域や医療 ・福祉 ・保健 ・労働等の関係

機関との密な連携が求められ、その際には情

報通信技術を活用することが重要である。

(5 )校務の情報化の在り方

・学校における校務の情報化には、学籍・出欠・

成績等の管理、教員間の指導案 ・デジタル教

材 ・子どもたちの学習履歴その他様々な情報

の共有、学校ウェブサイ ト等による家庭 ・地

域との情報共有等が含まれる。

-必要な教育情報をデジタル化、データベース

化して共有するため、共有すべき教育情報の

項目、様式、データ形式等の標準化について

検討することも有効である。

・学校に対する行政調査のオンライン化や、校

務におけるクラウド ・コンビューティング技

術の活用を検討することも考えられる。

-韓国の例も参考にして、費用対効果、セキュ

リティのリスク等の全体的な最適化の観点、

地方自治体の要望等も把握 ・分析しつつ、中

長期的には、全国ベースの総合的な管理運営

体制の構築の可能性を検討することが考えら

れる。



(6 )教員への支援の在り方

-教員が子どもたち一人一人の能力や特性を把

握し、これらに応じた学習を産み出す役割が

一層期待される一方、 1C T活用指導力のあ

る教員は概ね平均 6~7 割であり、地域聞の

格差も顕著である。

-国と地方公共団体の役割分担を踏まえつつ、

国においては e-ラーニング研修等、 地方公

共団体においては教育委員会や教育センタ一

等における国が養成した研修指導者を活用し

た研修等や、大学等と連携した 1C T活用指

導力向上のための研修等の実施が考えられ

る0

・中央教育審議会における検討を踏まえつつ、

教員養成を行う大学や教職大学院等における

新たな教員養成カリキュラムの開発や効果的

な履修体制の構築等を図るとともに、大学の

教職課程等における情報端末 ・デジタル機器

やソフトウェアに触れる機会の充実を図るこ

とが必要である。

-教員養成学部と連携して教育実習等を行う附

属学校や、既に教育の情報化に先進的に取組

んでいる学校が牽引的な役割を果たすととも

に、 1C T活用指導力を十分考慮した採用が

期待される。

-教育の情報化の統括責任者である教育CIO

及び学校の管理職としての学校CIOの配置、

学習 ・情報センターとしての学校図書館の機

能強化、学校の管理職への研修が重要である0

• 1 C T支援員を配置し、 学校とのマッチン

グの円滑化や 1C T支援員同士の情報共有 ・

交換のための支援を行うことが考えられ、ま

た、安定的な雇用の保証等を行うことが重要

である。

九三
2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2020年度

ロードマップ
策定

初中等教育

段階の支銀

フォローアップの実施



(7)教育の情報化の着実な推進に向けて

-効果的な推進や地域間格差の解消に向けて、

地方交付税措置と併せ、一定程度使途を限

定した支援措置も検討するなど、ソフト ・

ヒューマン・ハードの総合的計画的推進を図

ることが重要である。

・様々 な学校種、子どもたちの発達の段階、教

科等を考慮しつつ、モデル地域 ・学校などで

総合的な実証研究を多角的な観点から実施す

ることが必要である。

-デジタル教材等の配信等のためのシステム、

校務の情報化に関する全国ベースの総合的な

管理運営体制の構築、学校C1 0や教員向け

の研修用コンテンツの提供、教員同士が自主

的に開発した教材等を通じて学び合う情報プ

ラットフォームや 1C T支援員相互の交流

のためのサイトの開設などを展開するため、

NICER に関する機能 ・体制の強化や、国立教

育政策研究所による教育の情報化に関する調

査研究の充実やその成果等の普及を図るとと

が重要である。

-産学官等連携による広範なネットワークの形

成、教育の情報化のための社会的機運の醸成

を図ることが重要である。

おわりに

現在、懇談会のもとに 3つのワーキンググ

lレープ(①教員支援ワーキンググループ、 ②情

報活用能力ワーキンググループ、 ③デジタル教

科書 ・教材、情報端末ワーキンググループ)を

設置して更なる検討を行っている。

今後は、「新たな情報通信技術戦略」工程表

を踏まえて必要な措置を講じるとともに、平成

22年度中に「教育の情報化ビジョン」を策定す

る予定である。

or学校教育の情報化に関する懇談会」の模様や資料及び「教育の情報化ビ、ジ、ヨン(骨子)J
(http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/22/08/1297089.htm ) 



経済産業省における 1Tを活用した
地域づくりの取組みについて

1 .過去の代表的取組み

地域活性化には、地場産業や地域産品を有効

に活用して地域の経済活動を拡大していくこと

が必要不可欠である。しかし、労働人口等の減

少や高齢化による地場産業の弱体化等により、

地域産品の販路開拓が非常に困難となり、また

地域産品の高い安全性や品質、付加価値といっ

たものが、商品価格に転嫁しづらい状況におか

実証モデル

経済産業省 商務情報政策局情報政策課

れている。

そこで、経済産業省では平成20年度、平成

21年度に、これまで地域で十分に導入されて

いない 1Tを活用することで、付加価値等の向

上や販売先チャネルの拡大を図ることを目的と

して、生産者情報 ・生産履歴の情報提供による

安全 ・安心の取組みゃ、配送の効率化、商業者

等の連携による販路拡大などを実現するビジネ

スモデルの実現在目指し、事業を実施した。

システム内容 実柾地場

農作物直売所における流通高度化
生産履歴管理と商品受発注機能を連携させた 北海道富山

農産物の流通システム 福島熊本

地域産品のプライベー卜ブランド化
フィールドセンサーの利用による生産状態、

兵庫徳島
品質情報の集積 ・情報提供システム

生産者起点の情報連携による地域産品の流通拡大
国際規格に準拠した、効率的な生産履歴情報の

管理 ・情報提供を実現するシステム
熊本

表，.I Tを活用した地域活性化支援事業のシステム織要

具体的には、表 lの通り、 3種類の実証モデ

ルから、それを実現するシステムを構築し、各

地域で実証実験を実施した。

(1)農産物直売所における流通高度化

本実証モデルでは、生産履歴、在庫管理と商

品の受発注が同時に行えるシステムを構築。道

の駅などの直売所や、ホテルの厨房などが農家

に直接注文できるようになることで、農家の新

たな販路開拓や、生産履歴の開示による安全 ・

安心のアピールによって商品価値の向上を可能

とするビジネスモデルを検証した。

北海道、福島、富山、熊本の4地域で展開し、

農家と、道の駅やホテル等の事業者を、結び付

け、実際に受発注した際のメリッ ト・ デメリッ

ト等を分析。メリッ トとしては、事業者側は、

品質は劣らないが形が規格品から外れてしま

う、いわゆるB級品が、直接農家とコンタク ト

できることにより安く新鮮なまま手に入ること

に魅力を感じており、農家については、丹精し

た農作物の評価が、消費者から直接聞けること

により、商品の改善やモチベーションの向上に

つながったと評価された。

本ビジネスモデルは、実証事業に参加した事

業者を中心にビジネス展開を開始している。

(2)地域産品のプライベー卜ブランド化

フィールドセンサーシステムにより、生育履

歴情報(温度、湿度、土壌温度、日照量等)を収

集し、生産者、卸事業者、小売事業者、消費者に

情報を提供するシステムを構築。生育履歴情報

をそれぞれの主体が確認することが可能とな

り、農産物の品質の維持、向上や、生産量の安

定により、農産品のフライベートブランド化を

図り、商品に付加価値を付与するビジネスモデ

ルを検証した。



生育履歴情報を参照することにより、生産

者、卸事業者、小売事業者による出荷タイミン

グの決定がスムーズになり、受発注予測や、配

列計画への活用など、発注の効率化に効果が

あった。また、消費者に対しては、生育履歴が

見える農産物としてフライベートブランド化す

ることにより、同種の農産物より単価を高く設

定しでも、売り上げが伸びるなどの効果が見ら

れた。

(3)生産者起点の情報連携による地域産品の

流通拡大

生産者自らが国際的な標準(GLOBALGAP) 

に対応した農産物の生産履歴情報を、タッチパ

ネル等を用いて農場で簡易に記録 ・管理すると

ともに、農産品の高い安全性や品質を担保する

情報の涜通、提供を実現するシステムを構築。

生産者自らが起点となり、国際標準に対応した

生産履歴情報を管理することにより、安全 ・安

-E咽現掴盟国冨理軍周囲冨冨21理liII・

.IT導入マッチング支援

・ITベンダ供給力強化支援
(ベンダ間違焼、 SNS等)

図1.地域情報関連施設体系イメージ図

心が担保された農作物の海外輸出や、自社農作

物のリスクマネジメントを実現するビジネスモ

デルを検証した。

専用のタッチパネルや入力システムを設置

することにより、圃場へ種子を蒔いた日付や、

農薬の種類、量等の記録を管理する生産管理業

務の効率化や、農作物の出荷管理業務の効率化

が図られ、特に出荷管理業務などでは20分か

かっていた業務が3分で終了するなど、大幅な

業務の効率化が図られた。

本ビジネスモデルに関しても、現在事業者が

ビジネスとして普及展開を図っている。

以上の通り、 1T技術の導入は、販売経路の

開拓、生産履歴等を表示し、安心 ・安全性を担

保することによる付加価値の創造、生産履歴情

報管理の効率化等、地域を活性化させるため有

用なツールとなることを実証した。今回実証し

たビジネスモデ、ルは、各事業者がビジネス化す
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-中小企業応媛センタ一事業



るなど、さらなる地域の活性化に効果を発揮し

ている。

2.現在の取組み

地域経済の活性化を図るためには、企業の大

層を占める中小企業の 1T経営の実践による生

産性の向上 ・競争力の強化が必要であり、 一方

で地域 1Tベンダの供給力強化が必要であると

考える。中小企業、地域 1Tベンダ、両者を仲

介する支援者が相互に協力しながら地域経済活

性化を目指す「地域イノベーションパートナー

シップ(RIPs)J構想(前ページ図 1参照)の下、

経済産業省、 地方経済産業局、中小企業庁、商

工団体、政府系金融機関等が連携を取りなが

ら支援策を講じている。具体的には、下記のと

おり。

(1 ) I T経営応援隊

r 1 T経営応援隊」 と称し、中小企業経営者
やC1 0 (情報統括責任者)向けに、 1T経営

実践を促進するための研修を商工団体等と連

携し、全国各地で約200回程度実施する予定

である。

(2)中小企業 IT経営力大賞

優れた 1T経営を実践し、他の中小企業に

とっても参考となる先進的な事例を表彰する制

地方経済産業局の取組

側断的分野

.IT利活用・入サポートコンザル、マッチンヲ・1τ経種団でち相聞窓口

.成o・E例眼鏡・.&・E鍵
・ ITベンダ圃客聾鍍レベルアップ田修 等

成畏産簸務

悟E侵111聞週

買綜11<'"灘間遭

図2.地方経済産業局の取組み
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度である。また、経営課題を 1Tによって解決

した中小企業の事例をポータルサイトにおいて

公表している。

(3 )全国 ITベンダ情報データベース

平成21年度に 1T関連の商品 ・サービスを

提供する中小 1Tベンダが約 1，000社登録され

ているデータベースを構築した。商品 ・サービ

スを求める中小企業(ITユーザ)や、それら

を紹介する仲介する支援者に利用を促し、ビジ

ネスマッチングを図る。

(4 )地方経済産業局の取組み(前ページ図2参照)

地域ごとに成長産業分野を選定し、それらと

1 T産業分野が連携を取る、あるいは 1Tが下

支えする事業を支援している。具体的には、中

小企業が 1T経営を実践するためのコンサル

ティングやセミナーの開催、成功事例の発掘等

を行っている。また、地域 1Tベンダ向けに営

業力 ・提案力を強化するセミナーを開催してい

る。さらに、両者のビジネスマッチング支援を

行っている。

(5)その他

・中小企業情報基盤強化税制:資本金 l億円

以下の中小企業が、生産性向上効果が高く、

高度なセキュリティの確保された 1T投資

を行った際、対象設備投資額の 7%の税額控

除または30%の特別償却を受けることがで

きる。

• 1 T活用促進資金(株式会社日本政策金融公

庫):中小企業における 1Tの普及及び変化

に関連した事業環境の変化に対応するため

に、中小企業が 1T投資を行う際に必要な設

備資金、長期運転資金について低利融資を受

けることができる。
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国土交通省における
取組みについて

はじめに

我が国は、内閣総理大臣を本部長とする高度

情報通信ネッ トワーク社会推進戦略本部OT
戦略本部)の下、各府省が連携して、情報通信

技術(1 C T)を活用した高度情報通信ネット

ワーク社会の形成を推進しており、平成22年

5月に「新たな情報通信技術戦略」が、同年6月

に「新たな情報通信技術戦略工程表」 が策定さ

れた。

国土交通省においては、とれら政府全体の戦

略 ・工程表に基づき、所管分野における 1C T 

関連施策を推進している。

1 .高度道路交通システム(I T 5)の推進

最先端の 1C Tを活用して人 ・道路 ・車を

一体のシステムとして構築する高度道路交通

システムCITS: Intelligent Transport Systems) 

は、高度な道路利用、ドライパーや歩行者の

安全性、輸送効率及び快適性の飛躍的向上の

実現、 また交通事故や渋滞、環境問題、 エネル

ギー問題等の様々な社会問題の解決を図り、

自動車産業、情報通信産業等の関連分野にお

ける新たな市場形成の創出につながっている。

(1)社会に浸透した ITSとその効果

①ETCの普及促進と効果

ETCは、今や日本全国の有料道路で利用

可能であり、車載器の新規セットアップ累計

台数は平成22年2月時点で約3，008万台で、

全国の高速道路での利用率は約83.9%となっ

ている。これにより高速道路の渋滞原因の約

3割を占めていた料金所渋滞がほぼ解消され、

CO2排出削減等、環境負荷の軽減にも寄与して

いる。さらに、 ETC専用 1Cであるスマート

1 Cの導入や、 ETC車両を対象と した料金

c':r活用
国土交通省総合政策局情報政策課

割引等、ETCを活用した施策が実施される

とともに、 有料道路以外においても駐車場で

の決済やフェリー乗船手続等への応用利用も可

能となるなど、 ETCを活用したサービスは広

がりと多様化を見せている。

② 道路交通情報提供の充実と効果

走行経路案内の高度化を目指した道路交通

情報通信システム(VICS: Vehicle Information 

and Communication System)対応の車載器

は、 平成21年12月末現在で約2，600万台が

出荷されている。VICSにより旅行時間や渋滞

状況、交通規制等の道路交通情報がリアルタ

イムに提供されることで、ドライバーの利便

性が向上し、走行燃費の改善がCO2排出削減

等環境負荷の軽減に寄与している。

(2)新たな ITSサービスの樹町開発・実証実験

① ITSスポッ トサービス(官1)の展開

平成23年1月から 3月にかけて全国の高速

道路上を中心にした 1T Sスポット約1，600

箇所の整備が段階的に完成し、 1T Sスポッ

トサービスが本格展開する。この 1T Sス

ポットサービスは、カーナビ ・ETCが進化

して一体化し、オールインワンで多様なサー

ビスを実現するもので、このオールインワン

のサービスに対応する通信手段として、道路

に設置された 11T Sスポッ ト」とクルマ側の

11 T Sスポッ ト対応力一ナビ」との間で高速・

大容量通信を行うことにより、広域な道路交

通情報や画像を提供し、決済 ・観光 ・物流な

ど様々なサービスを実現するものである。

具体的には、ダイナミ ックルー トガイダン

ス ・安全運転支援 ・ETCの3つの基本サー

ビスを実現し、さらに、サービスエリアや道の

駅などでのインターネッ ト接続により、地域

観光情報の提供やカーナビ地図の更新が受け

(ホ注 1)道路上での特定スポット内で高速 ・大容量な双方向通信を実現する無線通信技術
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られることとなる。また、決済・観光・物流など

のサービスについても、 官民連携による実証を進め

ている。

②先進安全自動車 (ASV)プ口ジ、エク卜の推進

1 C T技術等の先進技術を利用してドライバー

の安全運転を支援する先進安全自動車(ASV:

Advanced Safety Vehicle)の開発・ 実用化・普及

に取組むASV推進計画を推進している。

特に、インフラ協調による安全運転支援

システム(唱のについて、大規模実証実験CITS-

Safety2010)の結果を踏まえ、 産学官の協力によ

り実用化・普及に向けた検討を進めている。

2.地理空間情報を高度に活用する
社会の実現

1 CT基盤の急速な整備に伴う、地理情報システ

ム(GIS:Geographic Information System)の普及

を受け、地理空間情報(*注3)を高度に活用した経済

社会の実現を目指して、「地理空間情報活用推進基

本法」に基づく「地理空間情報活用推進基本計画」

を基に国土交通省では、基盤地図情報(・注4)を含む

地理空間情報の整備及び提供、地理情報標準の普

及に加え、コンピュータ上に構築する仮想的な国土

である「電子国土jの構築を推進している。

(1)地理空間情報の活用の推進

「地理空間情報活用推進基本計画」を受けて、

主題図(土地条件図等)、 電子国土基本図(地図情

報、オルソ画像、地名情報)、地形図、空中写真、

基準点及び「国土数値情報」等の地理空間情報の

整備を進めるとともに、インターネット等による提

供・供覧を実施している。加えて、 GPS連続観測

システムによるGPS観測データも提供している。ま

た、 国土変遷アーカイブ事業として、 国土地理院が

保有する旧版地図等のデジタル化・アーカイブ(保

存記録)化を行っている。

さらに、 IS019100シリーズ(*注5)の圏内標準化

手続を順次進めているほか、各府省が保有する地

理空間情報について一括検索ができる「地理情報ク

リアリング、ハウス」の充実やインターネット上で地理

空間情報を統合・共有できる「電子国土Webシステ

ムJの構築・普及を図るなど地理空間情報の活用を

総合的に推進している。

(2 )基盤地図情報の整備・提供の推進

大縮尺地図データの集約及び空中写真の撮影

により、 一定の品質を確保した基盤地図情報の整

備 ・更新を進め、 電子地図上の位置の基準として

インターネットによる提供を行っている。

3.電子政府の実現

政府において策定された「新たな情報通信技術戦

略」等を受け、国土交通省では、電子政府の実現に

向けた取組みを行っている。

中でも電子申請については、行政のサービスと効

率の向上を図るため、 重点的に利用拡大に取組んで

いる。特に、平成20年に、 国民に広く利用されてい

る手続きに重点化して策定された「オンライン利用

拡大行動計画」に基づき、さらなる利用率の向上を

図るため、引き続き利用促進に係る取組みを進めて

いくこととする。

(ホ注2)車両からは直接見えない範囲の交通事象に対処すべく、車両がインフラ機器(路側設備や他車両に搭載された機器や歩行者が携帯する機器も含む。)との
無線通信により情報を入手し、必要に応じて運転者に情報提供、注意喚起、笹報等を行うシステム

(事注3)空間上の特定の地点又は区域の位置を示す情報(当該情報に係る時点に関する情報を含む。)及びこの情報に関連づけられた情報

(本注4)地理空間情報のうち、電子地図上における地理空間情報の位箇を定めるための基準となる測量の基準点、海岸線、公共施設の境界線、行政区画その他の
国土交通省令で定めたものの位低情報(国土交通省令で定める基準に適合するものに限る。)であって電磁的方式により記録されたものをいう。

(ホ注5)ISOの地理情報に関する専門委員会(TC211)で決定した地理情報に関する技術要件の国際規絡。ζの規絡に準拠したデータを作成することで、異なる
GISシステムにおいても綴々なデータが相互に利活用できるようになる。



0自動車保有関係手続のワンストップサービ、ス化

自動車の検査・登録、保管場所証明、自動車諸

税の納付等の国及び地方の手続をまとめてパソコン

から行えるワンストップサービ、スを、新車の新規登

録について10都府県で稼働しており、関係府省及び

地方自治体と連携して推進している。

4.テレワークの推進

情報通信機器を活用した場所と時聞にとらわれ

ない柔軟な働き方であるテレワークは、職住近接

の実現による通勤負担の軽減や、仕事と家庭の調和

(ワーク ・ライフ ・バランス)の実現、 災害時等にお

ける事業継続性の確保などの効果が期待されてい

る。

政府の「新たな情報通信技術戦略」及び「工程表」

に基づき、国土交通省では大都市圏におけるテレ

ワークの普及・推進を図るため、企業等を対象とし

たセミナー等の開催、テレワーク人口実態の定量的

な把握、大都市圏におけるテレワーク導入効果、テ

レワークセンターの立地手法モデル構築等について

検討を行っている。

5. I CTを活用した歩行者移動支援の推進

少子高齢化社会に向けて、 1CT等を活用し、高

齢者や障がい者をはじめ、誰もが必要に応じ、移動

に関する情報を入手し、積極的に活動できる環境を

構築する歩行者の移動支援施策を推進している。

具体的には、地域の様々な課題に対応するため、

1 CT等を活用し、あらゆる歩行者が移動に関する

情報老人手できる環境の構築を目指した先進的な

取組みを支援するモビリティサポートモデル事業

や、段差の有無、幅員やスロープなどのバリア情報

を含んだ歩行空間ネットワークデータの整備を図る

など、 1CT等を活用した歩行者移動支援サービス

の普及・展開の促進をしている。

また、省内においてr1 C Tを活用した歩行者の移
動支援に関する勉強会」を設定し、技術的、制度的

な課題の分析や、移動支援施策の推進について検

討している。



安心・安全なりんごの里づくり

青森県板柳町は、りんごの無登録農薬問題を

機に、町が主体となって安心・安全なりんごの

生産に取組んできた。その方法としてトレーサ

ビリティ ・システムを導入し、リンゴ産地とし

ての信頼回復に努めてきた。その結果、消費者

の信頼を得ることができ、板柳町りんごのブラ

ンド、化にもつながっている。

1 .板柳町の概要

人口 15，453人(男:7，121人女:8，332人)

世帯数 5，402世帯(平成22年 12月31日現在)

面積 41.81kIfi 

担当課 板柳町経済課

TEL.O 172-73-2111 

板柳町トレーサピリティ ・システムHP

http://www.town.itayanagi.aomori.jp/ 

marukajiri/top.html 

青森県

秋田県

青森県板柳町

板柳町は青森県西部に広がる津軽平野の中心

部に位置し、西部を岩木川、東部を十川が流れ、

これらの水系による長年の堆積物によって、米

やりんごなどの農産物の生産に適した豊かな土

壌が広域にわたり形成されている。

板柳町では、明治9年に内務省勧業寮より苗

木の配布を受けて以降、 130年以上にわたり一

貫してりんご栽培が行われてきた。平成21年度

には作付面積が1，21Ohaで全国6位(町村では

全国l位)、生産量が年間約28，000トンと、 全国

有数のりんご産地である。同町には全国で唯一

のりんご専門市場である「津軽りんご市場」があ

り、板柳地域を中心とした津軽地域一円のりん

ごが取り扱われている。

板柳町では、町の活性化とイメージの向上

を目指して、平成元年には、りんご加工事業

(ジ、ユース ・ジャム等のりんご加工食品、りんご

草木染及びりんご樹皮加工品)をスタートし、こ

れらをIRingoworkブランド」と して全国展開し

てきた。

また、平成13年には、「日本一のりんごの里づ

くり」を目標に掲げた第四次板柳町長期振興計

画nりんご、の里」プラン2Uを策定し、自然、 文
化、教育や福祉など様々な分野において、りんご

の里としてふさわしい特徴あるまちづくりを進

めている。

2.トレーサビリティ・システム導入の

背景と取組内容

(1)システム導入の背景

ア.無登録農薬問題の発生

長期振興計画に基づき「りんごの里づくり日

本一」に町が一丸となり取組み始めた矢先の平

成14年8月、青森県内を中心として、農薬取締

法による登録がされていない販売禁止の農薬を

使用した、いわゆる「りんご無登録農薬問題」が



発生した。板柳町においても 14軒のりんご農家

が無登録農薬を使用していた。無登録農薬の影

響を受ける恐れがある周辺園地を含む約600ト

ン、約200万個のりんごが焼却処分され、板柳

町全体の損失は約9，000万円に上った。さらに、

当時、BSE問題や大手食品メーカーの食中毒問

題など食に対する信頼が揺らぐ事件が多発して

いたこともあり、全国的にりんごのイメージダ

ウンを招いてしまうこととなった。

板柳町では、正確な情報収集とその開示が、消

費者のりんごに対する不安払拭に不可欠である

と考え、 青森県内で唯一、町内の全園地のサンプ

リング調査を行い、 客観的な数値をもとに「安全

宣言」 を行った。このため、同町の安全宣言だけ

が大幅に遅れてしまい、青森県全体の安全宣言

を遅らせてしまう結果となった。しかし、大手百

貨屈などからはこのような板柳町の消費者に対

する真撃な姿勢が支持され、板柳町はその後も

安心 ・安全を最重点に考え、りんごの信頼回復

に向けた独自の対策を進めている。

イ.りんごまるかじり条例

町ではnりんごの里」プラン2Uの具体的取
組みのーっとして「りんごの里アンバサダー制

度」 を創設している。これは大学教授、銀行家、

シンクタンクなど様々な分野で活躍されている

人に「大使」に就任してもらい、町政に関する意

見や提案を求め、次の施策に活かしていくとい

う取組みである。

平成14年12月、その「大使」からの助言をも

とに、町では「りんごの生産における安全性の確

保と生産者情報の管理によるりんごの普及促進

を図る条例J(通称「りんごまるかじり条例J)を

制定した。この条例は、町全体が食の生産に対す

る高い意識を共有するとともに、安心 ・安全な

りんごを提供していくという強い意志を消費者

へ広く発信することにより、無登録農薬問題に

青森県板柳町

よるりんごのイメージダウンを克服することを

目的としたものである。

この条例に基づき、生産者、関係団体及び関係

業者で構成されるガイドライン委員会からの意

見を踏まえ、町では、平成15年3月に「板柳町り

んごまるかじりガイドライン」を策定した。当該

ガイドラインは、安全ガイドラインと生産者ガ

イドラインからなり、安全ガイドラインでは、生

産者による農薬や肥料の使用基準の徹底や、町

による農薬残留濃度検査の実施などの安全性の

確保に関わる事項について規定されている。ま

た、生産者ガイドラインでは、農家が栽培 ・防除

方法等を記録する日誌の記帳項目や、認証シー

ルの発行など、 生産情報の管理とその表示に関

わる事項について規定されている。なお、生産者

が条例の趣旨に賛同し、ガイドラインを遵守す

ることを誓約する場合には、町と協定書を締結

することとしている。

そして、この「板柳町りんごまるかじりガイド

ライン」を実効あるものとするため、 具体的な手

白段として構築されたのが、 トレーサビリティ ・

システムである。

(2)トレーサビリティ・システムの概要

板柳町のトレーサピリティ ・システム(官 1)は、

りんごの生産情報の管理及びその情報公開の一

連の工程に 1C Tを活用した全町的なシステム

であり、消費者がネッ ト上で容易に商品情報の

検索等をできるようにしたものである。

板柳町では、平成15年度、総務省の地域情報

化モデル事業交付金を活用し、システム開発を

行い、役場にサーバーと情報入力端末を設置し

た。その後のシステムの運用も町が主体となっ

て、農家等との共同により進めている。

①システム導入まで

農家にとっては、 トレーサピリティ ・システ

(本注 1)トレーサビリティCtraceab山ty)とはtrace(追跡)+ability (可能)の合成語で、「生産、加工および流通の特定の一つまたは複数の段階を通
じて、食品の移動を把握できることJ(国際的な政府問機関であるコーデックス委員会による定義〕と定義される。トレーサビリティ ・システ
ムとは、そのトレーサピリティのための、識日IJやデータの作成、データの蓄積 ・保管、データの照合等にわたる一連のしくみのこと。
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ムを導入することで、農家が栽培 ・防除方法等

を記録する日誌の記帳など負担が増加し、また、

シール発行等に係る経費も必要となることから、

導入に難色を示す生産者も多かった。町は、生産

者に対し延べ50回以上の説明会を開催し、シス

テムを導入すれば、万一、無登録農薬問題が再度

発生した場合に、無登録農薬を使用したりんご

を特定できるため、無登録農薬を使用していな

いりんごも含めた大規模な廃棄等のリスクを回

避できることなどについて、地道に説明するこ

とにより、生産者の理解を獲得していった。

②具体的な事業内容 (板柳町が導入したシステ

ム概要)

ア.追跡する製品の単位の設定

トレーサビリティ ・システムでは、同ーの条

件下で生産された商品ごとに追跡できるよう、

その追跡する単位(識別単位)を適切に設定する

必要がある。板柳町では、農薬の使用状況の管

理を重視しているため、りんごを識別する単位

を「同ーの農薬散布を行っている圃場ごと」と

している。同一の農薬散布を行って栽培したり

んごであれば、このようにまとめて一つの単位

として設定し、同じ情報を得られることにして

も、個々のりんごの農薬散布の情報を把握でき

るからである。板柳町のりんご栽培では、極早生

種、早生種、中生種、晩生種の大きく 4つに収穫

期が分けられ、品種が違ったり、圃場が離れてい

ても、その収穫期ごとに農薬散布の内容が基本

的に同ーとなる。そのため、この単位設定であれ

ば、生産者の労力を最小限にしながらも正確な

農薬散布の情報を把握できることとなる。同様

の理由から「共同防除組合」という形で複数の農

家が共同で農薬散布等の管理をしている場合で

は、その管理体制ごとの単位設定としている。

イ.生産者による日誌の記帳

協定を締結した生産者へは、町から識別単位

ごとに栽培日昔、と防除日誌の用紙が配布され、

希望枚数の 1Dシールが発行される。農産物の

トレーサピリティ ・システムでは、栽培日誌の

みの提出で情報管理を行うことが多い。しかし、

板柳町では無登録農薬問題があったことから、

栽培日誌の提出に加え、農薬の取り扱いについ

ては詳細の項目を記載した防除日誌の提出を農

家から求め、特に厳密に管理している。栽培日誌

と防除日誌の記帳項目は以下のとおりである。

[栽培日誌]

・生産者情報(生産者名、住所、電話番号、メー

ルアドレス)

・生産者コード、管理圃場コード、収穫期区分、

品種名

-作業工程(勇定、摘花、摘果、袋かけ、除袋、摘

葉、つるまわし)

.病害虫等発生状況

・施肥時期、資材名、施肥量等

[防除日誌]

-生産者情報(生産者名、住所、電話番号)

・生産者コード、管理圃場コード、共同防除組合

区分コード、収穫期区分、品種名

・散布時期、lOaあたりの散布量、薬剤名、

1000.e当たりの薬量

生産者が記帳した日誌の回収は、町内9か所

に設置された回収ボックスに投函する方式で行

われ、投函された日誌は毎日最低l回、町職員が

回収し、システムに手作業で入力している。
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ウ.町職員によるデータの読み込みと安全確認

板柳町のシステムでは、使用希釈や使用回数

等の農薬使用基準はデータベース化されており、

日誌のデータが入力されると、システムによっ

て自動的に農薬が適正に使用されているかが

チェックされ、安全確認の効率化と早期の情報

公開が可能となる仕組みになっている。もし基

準を超えた散布量や、散布時期や回数が適正で

ないデータが入力されると、エラーが表示され

る。農家に確認後、もし適正でないと判断された

場合は出荷ができないこととなる。

こうして安全性が確認されたりんごのみ、生

産者データはホームページで公開され、町はガ

イドラインを道守した上で栽培履歴を提出した

として生産者を「認証」するとともに、当該生産

者には「生産履歴カード」を発行している。

出荷する際は、生産者は出荷先と出荷数等を

記入した出荷カード(町が出荷状況を把握する

ためのカード)を町に提出し、先に発行された

1 Dシールを商品に貼付して出荷する。板柳町

の生産者のりんごの出荷先には、 JA、津軽り

んご市場、弘前市にある弘前中央青果、通信販

栽培日誌・紡除日誌の様式

売等での消費者への直接販売などがあるが、そ

のうちJAに出荷する場合は、町から発行され

た生産履歴カードを提示しなければ出荷できな

いという仕組みとし、 JAと連携してシステム

運用の徹底を図っている。なお、津軽りんご市

場と弘前中央青果は関連会社が経営しており、

板柳町とは別のトレーサピリティ ・システムを

導入しているが、この二つの市場においても防

除日誌の提出がなければ出荷できないことに

なっている。板柳町の農家は、直接販売以外は

J Aとこの2市場のいずれかに出荷しているた

め、直接販売を除いた板柳町の全てのりんごに

対してトレーサピリティ ・システムが機能して

いることになる。

平成21年度に町と協定を結んでいる農家

は、町の全りんご農家1.388戸中1.290戸とな

り、そのうち栽培日誌提出者は535戸(提出率

41.4 %)、防除日誌提出者は1.063戸(提出率

82.4%)となっている(唱2)。

さらに、町では、農薬残留検査を収束欝羽区分ごと

に抜き打ちで行い、安全性の向上を図っている。

C*注2)協定を結んでいても日誌を提出していない人がいる理由 JAや市場に出荷せず、直接販売などで販売している農家があるため。栽培日誌の提
出者が防除日昔、よりも少ない理由 '津軽りんご市場や弘前中央青果では、防除日誌のみの提出で出荷が可能であり、 この2つの市場のみに出荷
する股家は栽倍日誌を提出していないことがあるため。



工.消費者による情報の取得

消費者は、板柳町のホームページ上で、商品

に添付されている 1Dシールに記載された番号

を入力することにより、りんごの生産者情報(住

所、栽培面積、生産者や圃場の写真等)や防除履

歴(使用農薬の種類、使用量、使用時期)、出荷

先等の情報を閲覧できる。また、板柳町のシス

テムは、食品流通構造改善促進機構の「青果ネッ

トカタログ(SEICA)(唱3)Jと連携しており、そ

の1Dシールに記載しである番号はSEICAネッ

トのカタログ番号でもある。このため、消費者

職員の確認の様子

@柳町りんご生産腕力-t:

聾理香号: ω00Qf) 
住 所:犠柳町文字鍍柳宇土持239番地3

氏 名:板柳太郎

品寝室謀議税制に係る生蹴涯の
平成年月日 m寵薗

板柳町長舘岡一蝿E震調

生産履歴カード

は町のホームページからだけでなく、 全国的に

活用されているSEICAネットカタログのホーム

ページからも情報を閲覧できる。

さらに、 1Dシールにカタログ番号とともに

表記している二次元バーコード (QRコード)を

活用すれば、消費者はQRコード読み取り機能

の付いた携帯電話等から、アドレスやカタログ

番号を入力せずに、 容易に情報を閲覧すること

もできるようになっている。

消費者は、このシステムを活用して商品情報

を入手することにより、板柳町産りんごが適正

シールが貼られた出荷箱

(・注3)青果ネッ トカタログSEICA・・・あらゆる野菜、果物、米及びお茶などの出産物について、生産者等が情報をインターネット上に登録、公開す
ることで、その情報を疏通業者や消費者等が自由に検索 ・利用 ・閲覧することが出来る公的なデータベース。(財)食品担任通構造改善促進機構
と独立行政法人段業 ・ 食品産業技術総合研究機構、食品総合研究所及び，~林水産研究計算センター(農水省)が開発 ・ 運用している。
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板柳町ホームページの検索画面

な基準のもとに生産されていることや、どのよ

うな生産者が栽培したりんどなのかを確認でき

ることで、安心して食べることができるほか、気

にいったりんごの生産者に対して直接連絡をと

るなどして、特定の生産者のりんごを購入する

こと等も可能となっている。

3.事業の成果

板柳町トレーサビリティ ・システムの導入を

はじめとした、安心 ・安全なりんご生産にこだ

わった取組みを進めた結果、平成21年度に出

荷した板柳町のりんごは、 青森県全体の平均価

格を34%上回るプレミアム価格を獲得した。ま

た、システム導入後の平成17年度からの価格を

比較しても、板柳町のりんごは青森県全体の市

場価格より常に高い価格で取引きがされている。

「安心してまるかじりできるりんご」として、

消費者に受け入れられ、板柳町のりんごの付加

価値の拡大、ブランド化を実現した。

Fにcr:c福司司面下 広 ;"{'究明 "4

また、農家の間でも、自分が生産したりんごの

付加価値が高まれば高まるほど、安心 ・安全な

りんごの生産への意識も高まり、農薬の使用を

基準以下に抑えたり、 より環境に配慮した栽培

方法に取組む農家も増えているという。

りんご産地市場価格の推移 単位円/kg

¥¥  17年産 18年産 19年産 20年産 21年産

板柳町 211 221 211 159 193 

青森県 166 173 184 136 144 I 

(りんご指導要項及びJA津軽みらい板柳販売センター資料による)

4.課題と今後の展望

(1)課題

平成21年度の栽培日誌の提出率は4割程度と

伸び悩んでいる。その要因として、栽培と防除の

2種類の日誌を作成する生産者の負担が考えら

れた。また、町職員の手入力負担に対する改善も



(-華麗関

図る必要もあった。そこで、町は平成21年度に

システムを改修し、携帯電話メールによる栽培

日誌の提出を可能とした。前年度の提出実績を

もとに各作業時期に確認メールが生産者に送信

され、確認後返信するというシステムである。稼

働したのが平成22年度からで、まだ十分に普及

していないが、板柳町では今後、説明会やチラシ

の配布など一層の広報活動を行い、普及を図っ

ていくほか、防除日誌についても同様に提出可

能にしていきたいとしている。これにより、農家

の負担が軽減されるだけでなく、現在、町職員が

行っている各日誌の回収やデータの入力作業に

ついても、省力化が図られることが期待される。

また、前述したように、津軽りんご市場と弘前

中央青果においては、板柳町とは異なる トレー

サピリティ ・システムを導入しているため、生

産者が市場か町のどちらかに提出した日誌の情

報を、町職員が両方のシステムに入力している。

しかし、今後は作業の省力化や早期情報提供を

図るため、両システムの連携を強化する必要が

ある。

また、板柳町ではりんご生産農家の高齢化も

課題となっている。平成17年の板柳町における

農業就業人口のうち42.8%を65歳以上が占め

ている。そして今後ますますその高齢化に拍車

がかかることが見込まれている。そこで、町では

現在、高齢化する農業労働力に対応するため、り

んごのわい化栽培や無袋(むたい)栽培(唱4)等

の省力 ・低コスト栽培の普及を図っているが、

担い手育成事業等、今後さらなる対策が必要と

なっている。

(2)さらなるブランド力向上へ

板柳町では、今後板柳ブランドを確固たるも

のとするため、 トレーサビリティ ・システムを

継続的に活用し、より多くの消費者に安心 ・安

全な板柳のりんご、について知ってもらおうと、

ホームページ等での広報に力を入れていくこと

としている。

さらに、環境にやさしく安心 ・安全なりんご

の生産を推進するため、平成21年度より、これ

までの農薬の適正使用だけでなく、農薬や化学

肥料などをさらに低減したりんご生産に取組む

生産者を育成している。このほか、栽培過程で産

出される勇定枝や摘果りんご、落下りんご等の

未利用資源を堆肥化するととによる自然循環機

能を高めた環境保全型農業の推進、病害虫の発

生源となる放任園の早期解消と園地の適正管理

の指導徹底など、様々な取組みを実施し、安心 ・

安全のための取組みを強化していく考えだ。

板柳町でのトレーサピリティ ・システムの導

入の目的は、無登録農薬問題等が発生した場合

のリスクの回避が第ーにあったが、消費者に安

心・安全なりんごを届けるという目的達成のた

めに、システムの導入を含め、 全町を挙げて徹底

した取組みを行ってきた結果、消費者の信頼を

得て、板柳りんごのブランド化という成果まで

生み出している。板柳町では、今後も消費者の目

線に立ち、どのような消費者ニーズに対しても

いち早く対応して、板柳りんごのブランド力の

さらなる向上を目指していく考えである。

C*注4)わい化栽培とは、後ぎ木した穂、木の成長を押さえる性質を持った台木を利用して、わざと果樹の高さを低くし、組え付けの密度を高めて、作業の
省力化を図る栽培方法。無袋栽屠とは、りんごなどの果樹を、害虫や病原菌を防ぐための袋を掛けずに栽培すること。袋働けをした果実に比べ，外
観は劣るがビタミンCや糖分の含鼠が多く，貯蔵性にもすぐれる特徴を持つ。



青森県板柳町

りんご園地
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遠野型健康増進ネットワーク事業の推進
---ICTの活用と地域のマンパワーによる市民の健康づくり~

遠野市は、医師不足対策の一環として、健康

不安の払拭や疾病予防を実践するため、 |ζT

を活用した遠隔医療の取組み「遠野型健康増進

ネットワーク事業」を展開している。

高齢者をはじめ、市民参加者が定期的に集会

施設に集って、地域のコメデイカルと呼ばれる

看護師等のサポートのもと、健康状態を測定

し、テレビ電話を使用して、遠隔の専門医等に

よる健康指導を受けるというものである。

との取組みにより、市民の聞で、新たなコ

ミュ二ティが芽生え、「みんなで元気になろう」

という連帯意識と健康に対するモチベーション

が高まって、着実に市民の健康増進が図られて

いるという。

1 .遠野市の概要

人口 30，221人(男:14，479人女:15，742人)

世帯数 10，676世帯(平成22年 12月末日現在)

面積 825.62km2

担当課 遠野市健康福祉部市民医療整備室

TEL.O 198-62-5111 内線50

遠野市HP http://www.city.tono.iwate.jp/ 

岩手県 遠野市

岩手県のほぼ中央に位置している遠野市の

市制施行は 1954年。平成 17年 10月1日に旧

遠野市と旧宮守村が合併し、人口約3万人の

新「遠野市」が誕生した。市の広さは、東西に

38km，南北に 38kmで、面積は、県内で7番目

の825.62k請を有し、ほぼ佐渡島と同じ大きさ

である。

周囲を北に早池峰山、東に六角牛山、西に石

上山の遠野三山に囲まれた岡市は、豊かな自然

が広がる一方で、北上高地の中心部の盆地にあ

るため、一年を通じて寒暖の差が激しく、気温

の日較差 ・年較差が大きいといった自然環境が

厳しい土地でもある。

遠野市全景

また、日本民俗学の祖、柳田園男の「遠野物

語」の舞台であり、「民話のふるさと」としても

有名である。現在でも、昔風の家が残されてい

て、歴史ある寺社や日本の原風景を見ることが

できる。



山口の水車

こうした自然や文化が育まれている一方で、

確実に過疎化が進んでいる。人口の推移を見て

みると、遠野市の総人口は昭和36年の38，430

人(旧遠野市)をピークにして、減少の一途をた

どっていて、現在では、 30，221人CH22.12.31

現在)となっている。

高齢化の進展は、さらに深刻だ。全人口に占

める 65歳以上の人口の割合は、 20年前の平成

2年には、 17.6%であったものが、年々、上昇

し、現在 CH22.12.31)は33.4%にも達し、遠野

市では、 3人に 1人が65歳以上という本格的な

少子高齢社会を迎えている。

(参考)H21.1 0.1岩手県高齢者率 26.9% 

2.遠野型健康増進ネットワーク事業
実施の背景と取組み内容

(1)遠野市の医療の現状

過疎化、少子高齢化が進む地域では、生命に

関わる 「医療」が最も重要になってくる。医師

不足は、今や全国的な問題となっているが、厚

生労働省が全国の医療機関を対象に行った「必

要医師数実態調査」によると、岩手県は、現在

の医師数約 1，600人の1.4倍にあたる 2，240人

が必要とされ、全国一不足率が高い。

とと遠野市も医師不足は深刻だ。現状を見

岩手県遠野市

ると、

O産婦人科医の不足……平成 14年4月から県

立遠野病院から医師が異動したことにより、

市内で出産を取り扱う医療機関はない(開業

医1名はいるが、出産は取り扱っていなし寸

O小児科医の不足・・・・・・専門医は県立遠野病院に

1名

O循環器専門医の常勤医の不在 など

医師不足は慢性化し、健康や医療面での市民

の安心安全の保証は万全とは言い難く、典型的

な医療過疎の地域である。

市民が、産婦人科や循環器科医などの専門医

にかかるには、車で、峠を越え 1時間以上かけ

て、盛岡市、北上市など市外の病院に通わなけ

ればならない現状にある。

市民の健康や医療体制に対する不安は大き

く、市民の安心安全の確保のために、まさに

f寺ったなしの状況で、あった。

(2)これまでの経緯

医師不足は、全国規模で深刻化している問題

であり、医師の招へいは容易なことではない。

遠野市では、関係機関や医大等に対し、県立遠

野病院への医師の配置を打診しても、 「配置は

難しい」という回答であった。また、必要な専

門医の確保や訪問看護ができるスタッフの雇用

など、従来のやり方で対応することは、費用面

からも対応が困難であることが予想された。

そこで遠野市は、「医師だけに頼らず、自分た

ちの工夫でできることがある」との考えから、

平成 18年11月に「遠野型助産院ネットワーク

構想」を策定し、産婦人科医不足の対策として、

地域の助産師のマンパワーを活用した妊婦支援

を発想した。

そして、県立釜石病院の産婦人科の専門医か

ら、遠隔での妊婦健診を提案されたことをきっ

かけに、陣痛の長さや赤ちゃんの心音をモニタ



リングする機器で、持ち運びが可能な「モバイ

ルCT GJを活用し、遠隔の産婦人科医と地域

の助産師による遠隔妊婦健診が始まった。これ

は、助産師のサポートのもと、妊婦から遠隔地

の病院の医師へ、胎児の心拍数と妊婦の子宮の

張り具合を示す子宮収縮情報の2つのデータを

「モバイルCT GJにより送信し、胎児の発育等

の健診を受けるというものである。

これにより、遠野市に住む妊婦は、遠隔地に居

ながら、医師の定期的な健診が受けられるよう

になり、遠方への通院による、精神的、経済的負

担が大幅に軽減された。これが、遠野市における

1 C Tによる遠隔医療の起源である。

そして、助産師のマンパワーを活用した「遠

野型助産院ネッ トワーク構想」のもと、出産こ

そ取り扱わないが、モバイル遠隔健診や妊婦相

談、健康教育等の業務を行う、公設公営の遠野

市助産院「ねっと ・ゆりかご」を平成 19年12

月1日に開設し、現在も継続して妊婦支援に取

組んでいる。

遠野市では、こうした 1C Tを使った取組み

の成功を背景に、周産期医療の分野だけでな

く、高齢者医療の分野ヘ拡大を検討した。その

結果、総務省の地域 1C T利活用モデル構築事

業の採択を受け、平成20年12月からテレビ電

話を利用した「遠野型健康増進ネットワーク事

業」を開始し、保健と医療分野が連動した健康

づくりと予防医療の実証に取組んだ。

(3)事業の概要

「健康のままならいいが、何か大病でもした

らどうしていいかわからない」

専門医の不足は、市民に、特に高齢者に大き

な不安を与えていた。こうした健康不安の解

消、さらには、自発的な健康づくりの意欲の醸

成、病気にかかりにくい疾病予防の習慣づけ、

1 C Tによる健康づくりのネットワーク化の推

進がこの事業の狙いだ。

そして、本事業は、 医療機関のみで地域医療

環境の問題を解決することが困難な現状を踏ま

え、 医療機関の協力を得て、コメデイカルと呼

ばれる地域の看護師で構成される現地のスタッ

フが市民の健康づくりや疾病予防をサポート

し、市民自らが地域医療を支えていく仕組みを

つくる取組みでもある。

具体的な取組みは以下のとおりである。

①活動の体制

以下の3者の連携により、 実施している 0

・遠隔から参加している専門医:東京や岩手の

病院に勤務している循環器科の専門医。現在

3名。健康相談や生活指導を遠隔で実施(以

下、「ドクターコール」という)。参加者1人に

つき、年3回程度実施している。

・コールセンター:ドクターコールは回数が

少ないため、それを補完する役割として、健

康相談や生活指導等を遠隔で実施する機関。

(遠野市では、横浜市の業者に委託しており、

健康管理士が常駐している。)

・地元コメデイカル :現地のスタッフ。主に看

護師等で構成される。参加者とコミュニケー

ションを図り、適切なタイミングでドクター

コールやコールセンターにつなげ、現地で身

近な指導を行う。

②活動内容

参加者が、 15 人~20人程度でグループを

形成し、週 1回、定期的に最寄りの地区セン

ターやコミュニティセンターに集まり、血圧、

体重、体脂肪、心拍数などを測定する。また、

年3回程度、コメデ、イカルによる採血も実施

している。

地区センターやコミュニティセンターでは、

血圧や血液関係の数値等の健康データのシステ



ム入力、コールセンターやドクターとテレビ電

話による通信ができる環境を整備した。

乙乙で重要となるのが、 地元コメデイカルの

役割である。参加者が行う健康データのシステ

ム入力をはじめ、テレビ電話によるコールセン

ターの指導やドクターコールの実施をサポート

している。

医師の時間という限られた医療資源を有効

に使うため、コメデ、イカルという地域のマンパ

ワーを活用しながら、自治体が主体となって事

業を推進しているのが遠野市の特徴である。

-参加者は、 150人から始まり、現在約300人。

50歳以上の高齢者を対象に参加者を募り、

参加者の既往歴、医師にかかる頻度、食事や

生活習慣、常飲している薬などを把握。

※今年度は、対象者を40歳以上と し、活動実

施する施設を増やすことに伴い、参加者を

400人に拡大予定。

※参加者には、参加意欲と意識改善のきっか

けづくりに役立つように、システムに自動

入力できる歩数計を無償貸与している。

岩手県遠野市

-歩数計のデータも、血圧データや血液検査結

果等とともに、データ管理センター(遠野

健康福祉の里)サーバに蓄積し、毎週の血圧

データ等とともに一括管理する。

・コールセンターや遠隔のドクターとデータ共

有できるシステムとした。

-参加者l人につき、ドクターコールは、 年3

回程度となるが、 15分~20分受けることが

可能。

・コールセンターによる健康相談や食事指導な

どは、 1 か月に 2~3 回実施している。

③情報システムインフラ整備等

'NTTの光回線によるテレビ電話を使用する

とともに参加者の健康データを管理するシス

テムを構築し、遠野健康福祉の里(市民医療

整備室)内にサーバを設置。

・遠野市では、 NTTの光回線が架線されてい

る地域は、遠野駅を中心に半径5、6キロメー

トルしかないため、そのエリア内の地区セン

ターやコミュニティセンタ一等7カ所に光回

線を敷設し、テレビ電話によるコミュニケー
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ションができる環境を整備。

-テレビ電話や入力システムは、タッチパネル

や音声ガイダンス機能により、高齢者にも簡

単に操作ができるものを選択。

システム画面

-今年は、光回線のほか、遠野市全域を網羅し

ている遠野テレビのケーブルテレビ網を利

用し、インターネッ ト経由で当システムに

つなげられるよう変更した。その結果、遠隔

医療が可能となる地区センターやコミュニ

ティセンターを10か所増やし、合計で 17か

所とした。

-費用については、総務省の「地域 1C T利活

用モデル構築事業」の採択により、平成20年

度は、 4，733万円の委託費を受け事業実施(う

ち、システム開発で約2，344万円、人件費等

活動費1，572万円等)。平成21年度は、 3，432

万円の委託費を受け事業実施(うち、 リース

代や補修費等維持管理費約 1，047万円、活

動費約2，222万円等)。平成22年度は、総務

省r1 C Tふるさと元気事業」の採択により、
約8，438万円の交付金を受け事業を実施(う

ち、エリア拡大による機器 ・システム整備約

4，355万円、活動費約3，160万円、維持管理

費627万円等)

3.事業の成果

(1)安心感の醸成

参加している市民の声を聞くと、

「テレビ電話だと、多く時聞を取ってくれ

るので、先生から話が聞きやすいです。」

「検査数値が悪いと、指導を仰いで、すぐに

原因が分かるので、助かりますよ。」

「自分で自分の健康を守ろうという意識に

なるんです。J

など、非常に好評である。

また、コメデイカルの看護師も、次のように

話す。

「データをもとにしているので、 具体的に

食べ物の種類や量を指導できますし、 1人

に時間を多く取れるので、 参加者さんの悩

みなどを親身になって聞くことができま

す。」

さらに、参加している専門医は、遠隔医療の

効果をこう強調する。

「慢性疾患の治療の指導で、 薬を減らすな

ど、初期治療並みの健康改善効果が出てい

ます。」

「テレビ電話だと、日と目を合わせて対話

ができます。額縁効果と呼んでいますが、

これが非常に効果的です。市民の方の受け

止め方が全然違うんです。直接、病院の診

療室に来る患者さんより、医療的効果が出

ていると言っていいくらいです。」

事実、医師の指導やカウンセリングの時聞を

多く取れることは、参加者にはとても有益だ。

例えば、参加者、特に高齢者の方が体調を崩し

ている時は、良く話を聞くことによって、身体

的なものという より、家庭内のス トレスが原因

であると判明するなど、体調不良の本質を見極

めることができるという。

個人の蓄積されたデータをもとにすること



ドクターコールの様子

で、現在の体調にあった運動の指示や詳細な食

事のアドバイスなど、的確な指導を実施できる

のも大きなメリットである。こうしたことが、

参加者の「見守られている」という安心感につ

ながっている。

(2 )医療受診の意識改革

また、この取組みで、参加者の医療受診の在

り方も教育できるようになった。ちょっとした

怪我など、で、も大病院にかかったり、健康不安が

あると「大病院に行けばなんとかなる」といっ

た意識も、この活動を通じた指導により改善が

活動の様子

〈検査結果比較〉

リスク群 ~L 1回目
【高血圧群】 61人

【糖原病群】 ~L 54人
【高脂血症群】 44人

【肝機能異常群】 ---"一 66人

74.40% 

65.90% 

53.70% 

80.50% 
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図られた。このほか、病院のサロン化の防止な

どにも効果があった。

(3)新たなコミュニティの形成

参加者、専門医、 コメデイカルのいずれもが

大きな効果としてあげているのが、週l回集ま

る環境があることで、「みんなで元気になろう」

という意識が高くなっていることだ。互いに刺

激し合い、進んでウォーキングを行い、医師、

コメデ、イカルなどの指導を忠実に守る。そうし

た健康づくりをきっかけに新たなコミュニティ

ができている。

過剰なくらい個人情報保護が叫ばれている現

在、個人の健康データは、参加者なら誰でも見

られる環境になっているという。最初は、個人

情報を知られたくない、見られたくないという

人もいたが、続けていくうちに、お互いがお互

いの健康状態を気にかけ、恥ずかしがらずに意

見交換ができるようになっていったという。そ

こに形成されたコミュニティは、こうした高い

連帯意識に裏打ちされた強いものである。

(4)検査結果の改善

今は、ほとんどの参加者が、検査結果の数値

をもとに自分の健康状態を把握できるほど、ス

キルもあがっていて、健康づくりに対するモチ

ベーションも高い。

取組みの成果としては、事業開始当初と 1年

後を比べると、運動面で、歩行運動 ・筋肉率と

もすべて向上し、着実に健康増進へと向かつて

2回目 変化率

39人 47.60% ム36.1%

51人 62.20% ム5.1%

41人 50.00% ム6.8%

64人 78.00% ム3.0%
※2009年3月の事業開始当初から継続参加している82人を対象に、開始当初の l回目の検査とl年後
の2010年3月の検査結果を2回目として比較



-E歪酒圃静

いる(次ページ「取組みの効果」を参照)。毎日

のウォーキングが習慣づけられ、参加して 1年

間の通算で6，OOOkm歩いた人もいるほどだ。ま

た、足腰が思う ように動かず歩くことに苦痛を

感じていた人が、テレビ電話で遠隔の医師から

指導を受け、みんなに励まされ毎日少しずつ歩

行運動を続けた結果、健康に自信がつき、あき

らめていた夫婦旅行が実現した、などの報告も

あるという。

さらに、検査結果の数値を比較してみると、

すべてのリスク群にわたり、改善傾向が見られ

る。特に高血圧群では、 61人から 39人に減少

するなど、改善が顕著に表れている(前ページ

「検査結果比較」を参照)。糖尿病で3種類の薬

を服用していたが、 6か月で生活改善し、数値

もよくなったため、糖尿病薬を 1種類に減らし

たなどの事例も報告されている。

4.課題と今後の展望

(1)課題

遠野市の取組みについては、課題も少なく

ない。

一番の課題は、財源の問題である。平成20

年度から総務省の助成金(委託費や交付金)を

受けているが、それも今年度限りだ。来年度の

積算だと、 1 ，800万円~ 2，500万円事業費がか

かる見込みである。「すべて、市の財源で賄うの

も難しいと思う。継続的な取組みにするために

は、一定の受益者負担というものを考えていか

なければならない」と市の担当者は話す。今後

は、本事業の安定的な運営を目指し、参加者か

らの意見や提案等を踏まえつつ、確かな財源確

保の道筋をつけていかなければならない。

参加専門医の確保も難しい問題である。医師

法の第20条によると、対面診療が原則で、遠隔

医療は離島患者や在宅慢性疾患等、一部の診療

しか認められていない。本事業の遠隔医療は、

医師が関わっているにも関わらず、制度上、医

療とは認められず、診療報酬の対象外となって

いる。

「診療報酬がなければ、忙しい医師はなかな

か遠隔医療に参加できない。それでは、この取

組みは広がっていかない。」参加している専門

医はこう指摘する。

また、予防医療として医療費の抑制につなが

るという期待はあるが、まだ、 具体的な数値と

しては明確にあらわれるには至っていない。将

来的には、医療費負担の軽減による費用対効果

が見込めなければ、自立的 ・継続的な運営は困

難となる。

(2)今後に向けて

遠野市の取組みは、モデル事業として、実証

を重ねている段階である。参加者が、高いモチ

ベーションのもと、健康づくりと生活習慣病予

防を実践することで、全体の医療費の抑制が期

待できる。

また、地域で活動するコメデイカルの人材確

保も進める必要がある。遠野市では、引退した

看護師や保健師など、地域に潜在するマンパ

ワーに着目し、雇用を進め、人材育成と地域の

雇用創出につなげていく考えだ。

さらに、遠野市としては、地域の健康づくり

を一層推進するため、この取組みをきっかけに

形成された地域ごとのコミュニティを受け皿と

して、健康増進のみならず、認知症や介護予防、

高齢者の生きがいづくりなど、様々なメニュー

を提供し、地域のマンパワーを活用した協働型

による健康社会の環境づくりを進めていくこと

としている。

専門医が不足していても、 1C Tの利活用に

より医療を補完し、地域のマンパワーで市民の

健康を支える、前述した「ねっと ・ゆりかご」
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や「遠野型健康増進ネットワーク事業」の取組

みには、遠野市の「知恵と工夫を結集して、自

分たちの身の丈にあったことをやっていく」と

いう強い姿勢がうかがえる。

'‘・'
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毎日のウォーキングが定着し、当初の青色から赤色のグラフのように歩数・筋肉率が
伸びています。

2009年3月の事業開始当初から纏鰻参加している82人を対象に、開始当初の1回自の検査と
1年後の2010年3月の検査結果を2回目として比較した改善傾向の数値。



「在宅健康管理システム」
Tによる住民の健康管理・予防医療~

福島県西会津町は、昭和60年以降、 「健康」

をキーワードとしてまちづくりを行っており、

平成6年からは ICTを活用した 「在宅健康管

理システム」を導入し、住民の健康管理・予防

医療に取組んでいる。システムを利用する乙と

により、町民の健康に対する関心が高まり、自

分で健康管理ができるようになるなどの効果が

出ている。

1 .西会津町の概要

人口 7，764人(男 3，754人女 4，010人)

世帯数 2，848世帯(平成23年1月l日現在)

面積 298.13km2

担当課 西会津町健康福祉課

TEL.0241-45-4532 

福島県西会津町

西会津町は福島県北西部、新潟県との県境に

位置している。北に飯豊連峰、西に越後山脈を

眺め、総面積298.13km2のうち約86%を山林

が占める山間のまちであり、高級家具の材料と

なる「会津桐」の産地として有名である。また、

冬期間の平均降雪日数128日、平均最深積雪量

142cmと日本海性気候に属する福島県内有数の

豪雪地帯である。さらに、昭和60年に 11，249

人であった人口は、平成22年には7，897人に、

また、高齢化率も 18.72%(昭和60年10月)か

ら40.08%(平成22年10月末現在)となって

おり、過疎化 ・高齢化が急速に進行している。

昭和60年頃の西会津町は、平均寿命の短さや

脳卒中など脳血管疾患の発症率の高さなど、町

民の健康に関する課題を抱えていた。昭和60年

における町の平均寿命は、男性73.1歳(福島県

内90市町村中88位 ・全国平均74.8歳)、女性

80.0歳(福島県内90市町村中69位 ・全国平均

80.5歳)と、全国平均を下回り、県内市町村のな

かでも極めて低位にあった。また、脳血管疾患

の発症率も、 176.7(全国平均を 100とした場合

の指数・昭和60年)と非常に高い数値で、あった。

そしてこの状況を克服するため、西会津町は

「健康」をキーワードとしたまちづくりに取組み

始めることとなる。

2. r在宅健康管理システム」事業の
背景と取組み内容

(1) rトータルケアのまちづくり」の始動

昭和60年、西会津町は、成人病(生活習慣病)

予防、肺がん ・大腸がん等の早期発見及び治療

に取組み始め、平成4年、会津出身である故松

崎俊久教授(琉球大学前教授)の指導のもと、保

健、医療及び福祉を総合的に推進し健康なまち

を目指す「トータルケアのまちづくり」がスター

トした。



まずは、町民の健康状態と食生活の実態を科

学的データとして把握するため、「疫学調査」と

「栄養調査」を実施した。調査の結果、西会津町

においては、脳卒中、悪性新生物(特に胃がん)

による死亡、骨粗露症、腰曲りや膝関節変形等

による寝たきり者が多く、その原因は、塩分の

摂取量が多く、蛋白質の摂取量が少ないという

食習慣、及び冬期聞に運動量が少ないという生

活習慣であることが判明した。

そしてこの調査結果を受け、平成5年4月、

町は町民の健康意識の高揚を目指した「健康の

町」宣言を行い、健康をキーワードとしたまち

づくりが本格始動する。

その主な取組みは、以下の通りである。

0町民の健康増進のための人材確保と育成

・平成5年に管理栄養士を初めて採用

-地域において町民の食生活改善を進める

「食生活改善推進員J(町民によるボランティ

ア)の養成(平成5年 17人→平成22年56人)

.保健師の増員(平成5年5名→平成22年8名)

O平成5年に室内温水ブールを整備し、週l回

の高齢者水泳教室を開催

0各種検診の充実

・平成7年~骨粗懸症検診を開始

-基本健診と胃がん検診を同時に実施する総

合検診の実施

-働き盛り検診(土日検診)の実施

-総合健診と働き盛り検診では、対象年齢を

40歳から30歳へ引き下げ

0糖尿病予防教室の開催
0自動血圧計を町内全世帯ヘ1カ月貸与し、血圧

測定の普及を図る「家庭血圧測定事業」の実施

このように、西会津町は、町民の健康のため

に様々な施策を展開してきたが、中でも特に力

をいれて取組んできたのが、平成6年から始め

た「在宅健康管理システム」による町民の健康

管理である。

食生活改善推進員の活動風景

(2)在宅健康管理システムの導入の経緯

脳血管疾患等の重大な疾病を予防するために

は、保健師等の指導のもと、各人が自分の健康

状態を日常的に管理することが効果的である。

しかし、西会津町は、豪雪地帯であるとともに

町内の広範囲に集落が点在しており、遠方の集

落の住民は町の中心部まで自動車でも約 1時聞

かかる地理的環境にある。このため、保健師が

限られた時間で各家庭を訪問して指導を行うの

が精一杯であり、全域の町民に対して綿密な健

康指導を行うのは非常に困難で、あった。

このハンデ、を克服するため西会津町が着目し

たのが、距離の制約を受けない 1C Tのメリッ

トを活かした「在宅健康管理システム」であっ

た。このとき西会津町が導入した在宅健康管理

システム「うらら」は、岩手県釜石市の医療法人

楽山会・せいてつ記念病院が開発したものであ

り、医療機関による「在宅医療」のシステムとし

て用いられていたものであった。そのシステム

を西会津町においては、保健師の保健指導によ

る疾病の早期発見 ・予防という「予防医療」の

観点から導入することとした。



この「在宅健康管理システム」とは、利用者で

ある町民が、自宅に居ながらにして保健師の健

康指導を受けることができるものである。具体

的には、利用者が自宅に設置された機器を使用

して自ら血圧 ・脈拍及び心電図等を計測し、こ

の計測情報をNTT回線等により保健センター

へ送信すると、当該センターの保健師が利用者

の健康状態 ・病状等をチェック ・管理してくれ

るものである。

同町は、厚生省(現厚生労働省)が実施する

「地域保健推進特別事業(保健 ・医療 ・福祉連

携推進モデル事業)J助成を受け、全国の自治

体で初めて、在宅健康管理システムを導入した

のである。

「うらら」の端末機で血圧を測定する利用者

(3)在宅健康管理システムの運用について

西会津町の取組みは、「在宅健康管理システ

ム」を活用し、保健師が中心となって利用者の

健康管理に取組んでいるのが特徴である。シス

テムの機能としては、血圧、心拍数、心電図の測

定及び問診機能等があるが、この問診項目は全

部で25項目ある中から、各利用者の健康状態

に応じて5項目を保健センターが選択し、設定

している。例えば、血圧の高い方は、固まい、頭

痛、ふらつき等の項目が設定されている。利用

者はその問診項目に対して「はい」文は「いいえ」

のいずれかのボタンを押して送信するというシ

ンプルな仕組みとなっている。

また、システムが継続的に利用されることで

はじめて利用者の通常の状態が把握でき、病状

に変化が発生した際における早急な対応も可能

となる。このため、利用者が継続的に利用でき

るように、高齢者の方であっても端末の音声案

内や画面表示により簡単に操作できるようなシ

ステムに改善してきた。

システムの利用対象者は、重大な疾病の発生

を効果的に予防するため、リスクの高い方を重

点的にケアしようという観点から、以下の条件

の町民とし、自宅に設置する端末機(1台約30

万円相当)は町が無償で貸与している。

-特定健康診査等により循環器系に係る要指導

者文は要医療者と認められた人のうち、特定

保健指導が必要とされた人

・在宅要介護者の人のうち、特に循環器系に係

る保健指導が必要であると認められる人

-医師により循環器系に係る保健指導が必要で

あると認められた人

.その他利用希望者

「在宅健康管理システム」の流れは以下のとお

りとなる。

-利用者は、自宅に設置された端末機で、血圧、

心拍数、心電図を測定し、問診項目を入力す

る。体重、体温は別途測定したものを端末機

に入力する。(測定の回数は利用者の任意)

-その測定値は、システムにより、自動的に保

健センターのサーバーに送信、蓄積される0

・保健センターの保健師は、受信した全利用者

の情報を毎日最低1回確認する。

-受診した情報に異常等が確認された場合また

は問診等による自覚症状の訴えがあった場合

は、保健師は必要に応じて利用者のかかりつ

けの医師に電話等で相談し、指示を仰いだ上

で利用者に指導を行う。

※各利用者のかかりつけ医師とその連絡先は



システムに登録されている。

-利用者は保健師からの指導をもとに、自ら体

調管理のための運動の実施や食生活の改善等

を図る。

「在宅健康管理システム」の流れ

(4 )町内全域・全時間帯対応可能なシステムへ

①「在宅健康管理システム」導入当初の課題

当初の「在宅健康管理システム」はNTT電

話回線を利用するシステムであったが、この方

式では回線が使用中であるとデータ送信がで

きないため、各家庭で電話を使用している機会

が多い日中ではなく、回線が空く夜間にデータ

の送受信を行わざるをえないという課題があっ

た。利用対象者の状況変化ヘ早期に対応するた

めには、この課題を克服する必要があった。

②CATV回線の導入

この課題克服のため、西会津町が着目したの

がCATV回線の導入である。まず平成7年度

から8年度にかけて国土庁(当時)が実施する

-保健センターでは毎月 1回、各利用者のデー

タ一覧表(月間レポート)を作成し、利用者に

配布する。また、各利用者への健康アドバイ

スも行う。

「地域情報交流拠点施設整備モデル事業」の助成

を受け、同町5地区のうち町中心部の野沢地区、

尾野本地区、群岡地区の3地区に完全双方向性

CATVを整備した。平成9年には、農林水産

省が実施する「地域農業基盤確立農業構造改善

事業」の助成を受け、残る新郷地区及び奥川地

区の2地区についても CATVを整備し、町内

全域にわたる CATV総合情報ネッ トワーク

が完成した。同年、「西会津ケーブルテレビ放送

センター」が開局、同町のCATV加入世帯は

90%超となり、 CATV回線を利用した完全双

方向性の在宅健康管理システムが町内全域で利

用可能、全時間帯の対応が可能となったことで、

保健師が利用者の状況変化に早期に対応する環

境が整えられた。



(5)CATV光化~新「在宅健康管理システム」

の導入~

西会津町においては、平成20年度から 4ヶ

年計画でCATV網の光化事業を進めており、

これにより、従来導入してきた端末機の大半が

利用できないこととなった。

このため同町では、今後も在宅健康管理シス

テムを維持するため、平成21年、総務省が実施

する「地域情報通信技術利活用推進交付金」を活

用し、現行システムに代わる新規の在宅健康管

理システムを開発し、平成22年4月から新「在

宅健康管理システム」を導入した。この新システ

ムは、従来システムの改善点を細部に至るまで

検討し、西会津町仕様に開発したものである。

新システムの導入に併せて、システムの改善

も図られた。主な改善点は以下の項目である。

-メタボリツクシンドローム対策として万歩計

の値を入力項目に加えた(平成22年度から

新端末機で、心電図を測定する利用者

「メタボリツクシンドローム対策が必要であ

ると認められた人」も利用対象に追加)

-利用対象者の血圧データ推移をグラフ化でき

るなど、保健師が受信情報の分析を行いやす

い仕組みとすることにより、利用対象者の健

康状態をより判断しやすくした

-利用対象者t情報の確認を行った保健師の名前

「掛岨 JL一樹珠 山 1I、 1 崎獅

JJ信ヶ儲 Jし ず十覧 j 
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J最高創王 ・-
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保健センターの確認画面



受信したデータを確認する保健師

が登録されることとした(目的:各保健師が

より責任をもって確認作業に取組む体制とな

る)

-端末機の簡単な維持補修について、町の担当

者でも行うことができるような仕組みと した

(目的:保守管理費用の削減)

なお、現在、同町においては、新システム対応

端末機260台と新システムでも使用可能な旧シ

ステム端末機を併せて合計約400台を利用して

いるが、平成23年度中に光化事業が完了した

時点で、旧システムの端末機は全て使用不可能

となるため、現在、新システム端末機への移行

を図っているところである。

(6)ケーブルテレビ番組を活用した健康推進

また、西会津町においては、在宅健康管理シ

ステムの整備を目的としてCATVを導入して

きたが、町内全域に整備された情報インフラを

活用し、健康料理番組や高齢者向け運動指導番

組など健康福祉関係番組等の放映により、町民

の健康促進を行っている。

3.事業の成果

昭和60年、西会津町の平均寿命は男性73.1

歳、女性80.0歳と、全国平均に対し男性企1.7

ポイント、女性企0.5ポイントと極めて低い水

準であり、福島県内においても、岡県内90市町

村(当時)のうち男性88位、女性69位という状

況であった。平成17年現在においても全国平

均を下回ってはいるものの、男性企0.9ポイン

ト、女性企0.3ポイントとその格差は縮まって

きており、福島県内においては、 60市町村中、

男性26位、女'性29位の水準まで上昇してきで

いる。

また、平成6年に導入開始した「在宅健康管

理システム」については、現在、西会津町にお

いて運用中の在宅健康管理システム端末機は約



400台、利用者は約600名となり、全国トップ

クラスとなっている。また、毎日利用している

人は全利用者の37%であり、逓3回から 4回利

用している人は24%となっており、高い使用頻

度となっているほか、 10年以上使用している利

用者が約20%、7~ 10年が 18%と継続利用率

も高い。

平成 18年度に西会津町において実施した調

査(官1)によると、生活習慣病に係る医療費につ

いて、在宅健康管理システム利用者の方が非利

用者よりも一人当たり平均で年間 15，302円(年

間20.7%)少なく、 80歳以下の利用者について

は、在宅健康管理システムの利用年数が l年延

びると、生活習慣病の医療費が一人当たり年間

13，719円減少するという結果が得られている。

また、このシステムの継続的利用により、毎

日保健師が測定データを確認していることで、

利用者は見守られているという安心感を持つこ

とができるようになった。また、利用者一人ひ

とりが自らの健康に関する意識を高く持つよう

になってきたこと、医療機関を受診する際に月

間レポートを持参して報告し、治療に役立てら

れるようになったことなども在宅健康管理シス

テム導入の成果であると言える。さらに、利用

者の中には、心臓の持病を抱え、自宅で常に安

静にしていた方が、システムを利用することに

よって、毎日測定する数値を基に体調を把握し、

自分の判断で外出等の活動が行えるようになっ

たという例もある。

一方、保健師の健康指導に関しても、システ

ム導入前までは年に一度の検診時の値を中心

とした指導であったが、導入後は日々の計測数

値を基にした具体的な指導が行えるようになっ

た。また、測定データをもとにした簡易な指導

については訪問指導ではなく、電話対応も可能

となり、タイムリーな保健指導も可能となって

いる。

4.課題と今後の展望

前述したように、 西会津町では急激に過疎

化・高齢化が進行しており、それに伴って、健

康リスクを抱える住民も増加していくと考えら

れる。町では、在宅健康管理システムを一人で

も多くの利用者に継続して活用してもらえるよ

う、同システムによる健康管理のメリットや成

果のさらなる周知を図るとともに、利用者が自

分の健康を自身で管理できるように、システム

で測定したデータの活用方法等の説明会を開催

するなどして、在宅健康管理システムによる健

康管理への理解を深めてもらう考えである。

そのほかにも、高齢者の介護予防を推進する

ために、運動機能低下や軽度変形性膝関節症を

もっ高齢者を対象とした運動訓練や集団運動教

室の実施、ケーブルテレビでの運動指導番組の

放送等の介護予防事業をさらに拡大していくこ

ととしている。

これまで西会津町では、健康に関する様々な

施策に取組み、平均寿命等の数値にも反映され

る成果が出てきているが、今後はそれに加えて、

「長生きするだけではなくその質を高める」、つ

まり、高齢者が介護に頼らず、いつまでも健康

に自立して生活してもらうための取組みも強化

して、高齢化の中でも活力ある地域を維持して

いきたいと考えている。

西会津町は、平成6年に全国の自治体で初め

て「在宅健康管理システム」を導入し成果を挙

げていることから、とかくこのシステム自体の

みに注目が集まりがちになるかもしれない。し

かしながら、この在宅健康管理システムは、単

にシステムを導入すれば成果が現れるものでは

なく、システム運用における保健師の果たす役

割は大きい。西会津町においては、昭和60年か

ら一貫して「健康」をキーワードとした施策を

展開し、保健師、管理栄養士、食生活改善推進員

(・注 1)辻正次、明松祐司、鈴木亘、田岡文夫、長谷川高志:テレケアによる医療費削減効果:福島県西会津町の国保レセプト・データーに基づく調
査研究 2007.10)



及び、健康運動推進員等の人材育成も併せて行っ

てきた。このような人材が「健康」のまちづくり

を支えてきたことを見逃がすことはできないと

思われる。

資料:平均寿命の推移(厚生労働省「人口動態統計特殊報告」及び西会津町資料による)

年度 性別
西会津町 福島県 全国平均

A-B A-C 県内順位
(A) (B) (C) 

男 73.1 74.4 74.8 .1.3 .1.7 88位
昭和60年

女 80.0 80.4 80.5 企0.4 企0.5 69位

男 74.8 75.7 76.0 企0.9 企1.2 82位
平成2年

女 82.1 82.0 82.1 + 1.0 +0 35位

男 75.2 76.5 76.6 企1.3 企1.4 88位
平成7年

女 83.7 82.9 83.2 +0.8 +0.5 16位

男 77.6 77.2 77.7 +0.4 企0.1 22位
平成12年

女 84.1 84.1 84.6 士0 企0.5 50位

男 77.9 78.0 78.8 企0.1 企0.9 26位
平成17年

女 85.5 85.5 85.8 土0 企0.3 29位

(※福島県市町村数=昭和60年~平成 12年・ 90市町村、平成 17年以降:60市町村)



ICTの活用によるやさしい「まちなか」の創造
~商応街の活性化を目指して~

古くから「金物のまち」として知られる三条

市。まちなか (中心市街地)の商店街では、少子

高齢化による人口減や郊外型の大型庖の進出等

の影響により、シャッターを下ろした庖が目立つ

ようになり、かつての賑わいが失われている。

そとで、商庖街の有志が「さんじようご用聞

き笑庖街」を結成。三条市との連携のもと、ホー

ムページ上に電子商庖街を開庖、宅配サービスも

展開し、商庖街の活性化を目指しつつ、日常の

買い物が困難になっている高齢者や子育て世代

の買い物の足となるやさしい取組みを進めている。

1 .三条市の概要

人口 104.388人明:50.785人女:53.603人)

世帯数 34，408世帯(平成22年12月末日現在3

面積 432.01km2

担当課 三条市総務部情報政策課

TEL.0256-34-5511内線365

三条市HP http://www.city.sanjo.niigataJp 

さんじようご用聞き笑庖街HP

http://www.sanjo-machinaka.com/mall/ 

必

新潟県 三条市

平成17年5月1日に旧三条市 ・栄町 ・下田

村の3市町村が合併し誕生した「三条市」。新潟

県のほぼ中央に位置し、江戸時代より和釘、刃

物などの金属製品を生産しており、全国的にも

「金物のまち三条」として知られ、様々な金属加

工業をベースにした地場産業が根付いているま

ちである。また、市域には、清涜 ・五十嵐川が

横断して流れ、北西部には日本一の大河 ・信濃

川の沖積平野が広がり、豊富な水と肥沃な土地

の思恵を受けて稲作や桃、梨などの果樹栽培も

盛んである。

三条市内を流れる信濃川

東京から上越新幹線でわずか2時間、高速道

も関東、北陸、東北方面とつながり、新潟空港

からも約1時間と、交通の利便性も高い。

東三条駅、北三条駅、 三条駅で固まれた地区

に中心市街地が形成され、その郊外に、国道8

号線が南北に、それと交差するように、国道

289号線が東西に走っており、それら主要道路

沿線には、広い駐車場を擁する郊外型の大規模

店舗が連なって立地している。それとは対照的

に、市中心部の商店街では、空き庖舗やシャッ

ターを下ろした商店が目立つている。

三条市には、中央商店街、 ーノ木戸商庖街、

昭栄通り商庖街、四日町商庖街、東三条商庖街

栃木県 | の5つの商庖街があるが、いずれの商店街も賑

わいが失われ、衰退が進んでいるという。



三条市の商庖街の様子

2.優しい「まちなか」創造事業実施の
背景と取組み内容

(1)まちなか (中心市街地)の状況

かつて、 5つの商庖街は、地元の人をはじめ、

近隣から多くの人が集まり、大変な賑わいを見

せていた。これらの中心市街地には、地元の百

貨店をはじめ、大規模な商業庖舗が3庖舗進出

し、商庖街も相乗効果により売り上げを伸ば

し、 三条市のまちなか(中心市街地)は大きな

発展を遂げた。

しかし、その後、マイカーの普及や郊外への

住宅地の拡大により、市中心部では、人口の減

少と同時に高齢化が進行し、郊外部に人口が疏

出するという空洞化が進んでいった。乙れと並

行して、大型庄の郊外展開が加速し、消費者の

ライフスタイルの変化も相まって、郊外屈での

買い物が主流となり、まちなか(中心市街地)

への客足が遠のいた。

(参考)

・まちなかの過去10年の人口減少率:16.5% 

(三条市全体では3.5%)

.まちなかの高齢化率 :31.3%

(三条市全体では24.2%)

この影響を大きく受けたのが、まちなか(中

心市街地)の大規模庖舗である。平成13年から

新潟県三条市

平成14年の聞に、経営難から、 3庖舗すべてま

ちなか(中心市街地)から姿を消した。商店街

にとって集客力の高い大規模庖舗の撤退 ・倒産

は大きな痛手となるものであり、売り上げの減

少に拍車をかけた。

その後も、商庖街の売り上げの減少は続く。

市の商業統計調査によると、平成9年から平

成19年の 10年間で、小売屈は、1.531庖から

1，190庖へと341庖舗の減少、年間販売額は約

1.293億円から約1，030億円と260億円減少し

ている。

(2) r買い物難民」の問題

一方、まちなか(中心市街地)で高齢化が進

み、小売庖舗が減っていくと、新たな問題も生

じてくる。移動手段を持たない高齢者が日々の

買い物にも苦労する、いわゆる「買い物難民」

の問題である。経済産業省は、「買い物難民」が

全国で600万人に上ると推計した報告書を発

表した。この問題は、高齢者の買い物回数が減

ることにより、欠食率が高まり、健康面で悪影

響が及ぶとの指摘もある。

三条市の高齢者からも、「重いものを買うと

持ち運びが大変Jr近くに庖がない」などの声が
多く聞かれるという。まちなか(中心市街地)

の高齢化や商庖街の表退を背景に「買い物難民」

が顕在化しており、まちなか(中心市街地)の

高齢者の間で生活に対する不安の拡大が懸念さ

れている。

(3)事業実施までの経緯

こうしたことを背景に、商庖街の活性化を図

ると同時に、外出が難しい高齢者や子育て世帯

の買い物の利便性の向上を図るため、 1C Tを

活用した電子商庖街を軸とした優しい「まちな

か」創造事業構想が浮上した。

平成19年度に、民間各種団体有志が懇談会



を立ち上げ、平成20年度に、 三条市優しい「ま

ちなか」創造協議会を設置し、サービス提供方

法等の各種具体的な検討を始めた。また、市で

は、対象地域内の高齢者世帯や子育て世帯な

どに対し、「買い物や暮らしなどに関するアン

ケート調査」を実施した。

調査結果の主なものは以下のとおりである0

. I有料の商品宅配サービスが開始された場合、

利用を希望するか」調査を実施したところ、

約半数が「利用したいJI条件によっては利用

したい」と回答。

-特に子育て世帯では、 6割近くの回答者が肯

定的な意見を寄せる結果となった。

・「現在、健康状態は良好だが、近い将来、買い

物に行けなくなった場合が心配」との意見も

多数聞かれ、高齢者が将来を懸念している状

況がうかがえた。

その後、商店街の衰退に強い危機感を抱いて

いる有志により「さんじょうど用聞き笑店街」

が結成され、サービスの運用者(業務委託者)

に決定。平成21年4月15日から 「電子商店街」

と「商品宅配サービス」を合わせたサービスが

始まった。

(4 )システムの概要

システムについては、総務省「地域 1C T利

活用モデル構築事業」の採択を受け、平成20年

12月から開発に着手した。ショッピングモー

ル用のフリーソフトを、複数庖舗を縦断して商

品の検索を可能にしたり、異なる庖舗の商品を

lつの買い物かごに入れられるなど、消費者の

使い勝手を考えて、カスタマイズし、「電子商庖

街」のシステムを開発した。サーバーは市で管

理して、端末やプリンターは、運営を委託して

いる「さんじょうど用聞き笑庖街」事務局に無

償で貸与し、中央商庖街内の事務所に設置して

いる。また、参加庖からも各庖所有端末でアク

セスできる。

主な費用については、以下のとおりである0

・平成20年度は、システム開発費や会議費な

ど、事業費として約2.020万円。うち約1.930

万円が国からの助成、約90万円が市の財源。

・平成21年度は、システム機能強化や試験運用

などを約 1，400万円で実施。財源はすべて国

からの助成。

-平成22年度からは、市の単独事業(全額、市

の財源)として実施。維持管理費は、サーバー

と端末、プリンタ一等の機器のリース料で、

経費は年約90万円。

(5 )本事業の特徴とサービスの概要

当初は、 19庖舗が「ご用聞き笑庖街」に加入

し、本サービスは始まった。

ネッ ト上の庖舗とすることで、これまで言わ

れてきた、商盾街の庖舗は、「駐車場がないJI何

を売っているのかわからないJI屈に入りにく

い」などの批判や問題が一気に解決されること

となるのも 1C Tならではのメリットだ。そし

て何より、各商屈がホームページにより、屈の

商品や商庖主からのメッセージを継続的に情報

発信できるという点が一番のメリットとして挙

げられる。

また、このサービスの大きな特徴は、通常の

ネットショッピングは、庖舗ごとの注文や決済

となるのに対し、本サービスは、どの庖の商品

でも一括で注文 ・宅配が可能で、まとめて代金

を支払える仕組みとしたことである。これは、

消費者の利便性を一番に考えた結果だ。

そのほか、大手のネットショップには見当た

らない強みとして、少量でも対応できるという

点がある。例えば、大手なら野菜などを lパッ

クで販売するが、本サービスでは、 l本、 1個か

らでも注文が可能である。余計な買い物をさせ



ないという消費者の立場にたった取組みを徹底

できるのも特徴の一つである。

サービス概要は以下のとおりである。

O参加庖舗数と取扱商品

・平成22年11月現在で、 21庖舗が参加

・取扱商品は、生鮮食品、食品、惣菜、果物、

米、酒類、飲料、肥料、農薬、雑貨、金物類、

呉服、衣料品、化粧品、寝具、生花など、約

3，000点。

0注文について

・さんじょうど用聞き笑庖街のホームペー

ジから、商品や庖舗、商品名で検索等を行

い、希望する商品を選択し注文する。

-パソコンが使えない高齢者等に配慮し、

登録会員に商品カタログを配布して、電

話や FAXによる注文を、平日(月~金)

の10: 00 ~ 1 7 : 00までの聞に「ご用聞

き笑庖街」事務局で受け付ける。(その際

は、事務局で、注文をシステムへ代理入力
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する。)

・注文が入るごとに、システムから、各商庖

ヘメールが自動配信される。

-事務局が 17: 00で締め切って、注文を

確定させる。その際も、注文が入った商庖

へ最終の注文状況のメールが自動配信さ

れる。

-各商屈が個別 1Dにより、ホームページへ

アクセスすることで、各商庖の注文状況と

配達者による集荷時聞を確認できる。その

ほか、注文を受けた商品の納品書と領収書

が出力される。また、漏れを防ぐため、事

務局から FAXでも注文状況を知らせる。

注文を受けた各商店は、翌日の集荷時間ま

でに商品を揃える。

0宅配について

・宅配者はさんじょうど用聞き笑屈街の会員

がローテーションを組んで実施している。

(現在6名で対応)

宅配サービスの流れ
サービスの流れ概要

曾到臨時間:平日10:∞-17:∞
定休日土目、祝日、お盆、

年末年始

さんじよう
ご用聞き笑庖街
(事務局)

①情報発信、②利用者から事務局へ発注{Tel，Fax等)、③事務局から商店等へ発注、
④宅配者は商脂を回り集荷、⑤配達し商品代金と宅配料受領、⑥代金支払



-宅配は、注文を受けた翌日(火~土)の午

後2時から6時の間で実施する。

・宅配料は、 1回300円(何倍でも、何品注

文しても同料金)

-宅配者が、配達日(注文を受けた翌日)の

午後1時から2時の間に、注文を受けた商

屈を回って、商品と納品書を受け取る。

・宅配者は、商品の引き渡しの際に、代金と

宅配料老受領し、利用者(お客)に納品書

と領収書を渡す。

-代金は、宅配者から事務局が収集し、 1か

月ごとに各庖舗に支払う。

0宅配エリア

・当初、中心市街地の5つの商庖衝を含め

た高齢化率の高い地区 (43行政区、 7，600

世帯)で実施し、平成21年5月13日から

エリア在、 86行政区、 19，000世帯に拡大

した。

3.これまでの成果

(1)利用状況と効果

平成21年4月から運用が始まった「ご用聞

き笑庖街」であるが、利用状況を見てみると、

登録会員数が248人、今までの利用件数が268

件、月平均だと約 13件と、利用が進んでいると

言い難し、。

しかしながら、ご用聞き笑庖街会長の丸山俊

雄氏は、副次的な効果と して、「今まで、商庖街

同士では、交流がなかったが、この取組みを通

じて、商店街のつながりが強くなっている。」と

強調する。

ネッ ト上では、一つの庖舗として商品を販売

するため、集荷 ・納品 ・請求方法の統一の徹底

をはじめ、統一感がとれた各商屈のホームペー

ジの作成や季節ごとの商品掲載のリニューアル

など、商庖ごとで協力しあいながら実施してい

る。こうしたことから、商店街の間で協力体制

が生まれ、今も交流を深めている。

商庖街同士のつながりが強くなったことで、

情報交換がスムーズとなり、売り出しゃイベン

トなど、商庖街活性化の仕掛けを共同で考え、

実施できる体制につながっている。

(2)地域住民との交流

宅配の時には、利用者と雑談や世間話で話が

弾んだりして、いろいろな情報交換ができるよ

うになった。中には、ご用聞き笑庖街の取組み

が気になって、商屈に足を運んでくれる人もい

るなど、この取組みが利用者とのコミュニケー

ションや交流のきっかけになっている。地域の

方との交流が深まれば、商庖街やその商店に

とって信用・信頼を得ることにつながっていく。

一方、外出が難しい高齢者にとっても、簡単

な連絡で商品を届けてくれるやさしい商店街が

近くにあるということは、心強い限りだ。「宅配

時に、お年寄りの方がとても喜んでくれる。」と

いう。買い物がしやすくなることはもちろん、

配達員との交流を楽しみにしている高齢者が増

え、リピーターも増えている。

宅配サービス



4.課題とこれからの展望

(1)課題

大きな課題としては、利用の伸び悩みに伴

い、運営をまかなうだけの収入が見込めないこ

とだ。採算ベースに乗らなければ、新規参加屈

が増えないことはもとより、参加庄の事業継続

意欲の維持も難しくなり、当サービスの継続的

な運営の障害になってくる。また、利用が増え

なければ、地域の方との交流も進まない。

三条市においても、システム機器の無償貸与

や「ご用聞き笑庖街」への運営費補助など、支

援策を講じており、独立採算の運営には至って

いない状況である。

(2)今後の取組みについて

①利用の拡大に向けて

今後は、本サービスの登録者や利用者をいか

に増やしていくかということが重要となって

くる。

高齢者は、買い物を自分の地域ですることが

多い。商庖街がその需要をしっかり取り込むた
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めにも、「ご用聞き」を積極的に行うなど、常連

の利用者を増やすことにつながる取組みを進め

ることも必要となる。

その他にも、市民に対し、利便性や有効性を

強く打ち出した各種PRを継続的かつ重点的に

実施する必要がある。特に、前述したアンケー

ト調査の結果によると、 子育て世帯も大きな市

場と考えられるため、市広報やホームページに

よる PR、対象世帯へのチラシ配布など、商店

街と市が連携し、積極的に PRを実施していく

考えだ。

②見守り支援との連携

現在、 三条市と市社会福祉協議会が実施して

いる高齢者見守りサービスとの連携も進めてい

る。ご用聞き笑庖街の宅配者が「見守り訪問人」

となり、数名の高齢者の見守りを行っている

が、今後は、高齢者の安心・安全のため、見守

りの件数をさらに拡大して、地域の重要な構成

員として地域活動を進めて、「ご用聞き笑庖街」

では、人と人とのふれあいを大切にする商庖衝

を目指したいとしている。



地域ポータルサイト「マイタウンクラブ」が
高める「地域力」

神奈川県のほぼ中央に位置し、首都圏におけ

る流通・業務の中核を担う厚木市は、過去25

年聞にわたる情報化の取組みの成果を背景に、

「地域経済の活性化JI生涯学習の充実JI地域コ

ミュニティの再生」を目指して、地域ポータル

サイ卜「マイタウンクラブ」を運営し、地域力

の向上に取組んでいる。

1 .厚木市の概要

人口 225，194人(男:117，491人女:107，703人)

世帯数 94，951世帯(平成23年1月1日推計)

面積 93.83knl

担当課 厚木市政策部情報政策課情報政策係

TEL.046-225-2459 

厚木市HP

http://www.city.atsugi.kanagawa.jp/ 

マイタウンクラブHP

http://www.mytownclub.com/ 

神奈川県厚木市

厚木市は、神奈川県のほぼ中央に位置する。

東京都心から約50kmという交通の便利さや、

企業・大学などの集積を背景に、首都圏の疏通・

業務機能の一翼を担っている。昼間人口比率も

高く(114.72%)、鉄道乗降人数は 1日あたり

約144，000人、東名高速道路厚木インターを利

用する車両台数は 1日あたり 7万台を超えるな

ど、県央の拠点都市として発展している。
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厚木市 (上空から)

厚木市では、近年、市郊外への大規模小売届

舗の出庖や、首都圏への購買力の流出傾向など

により、小売業の年間販売額が減少している

(平成16年度:2，924億円→平成19年度:2，832

億円)。また、 長期不況の影響による地域経済の

停滞をはじめ、生涯学習機会に対する市民ニー

ズへの対応(平成17年度講座申込数:20，584 

件→平成18年度講座申込数:23，351件)、地

域コミュニティの再生など、抱えている課題は

決して少なくない。

そこで、厚木市は、平成21年3月に策定した

「第9次総合計画」において、将来のまちの姿を

「元気あふれる創造性豊かな協働 ・交流都市

あつぎ」と定めるとともに、「未来を担う人を育

てる」、「持続ある都市の発展を進める」、「地域

力を高める」という、 三つの重点戦略を打ち出

した。これは、少子・高齢化の進展に伴う人口

の減少や、環境問題の深刻化、経済・産業構造

の変化、さらには地方分権の進展など、市を取



り巻く社会 ・経済情勢の変化に迅速に対応し、

中心市街地の活性化や治安対策などの新たな施

策により、参加と協働による市民本位のまちづ

くりを進めようとする基本姿勢を表したものと

いえる。

その一環として、厚木市は、過去25年来取組

んできた情報化の実績をもとに、特に「地域力

を高める」ための重点施策として、 1C Tを活

用した地域活性化の取組みを進めている。

2.厚木市ポータルサイト「マイタウンクラブ〉

の背景と取組み内容

(1)これまでの経緯

厚木市による本格的な情報化の取組みは、昭

和61年、旧郵政省による地域情報化のための

助成措置により、電話回線を通じて文字 ・画

像 ・簡易動画を送受信できる「キャプテンシス

テム」を市内各所の民間商業施設や公共施設に

整備し、市政の情報などを提供したことに始ま

る。平成の初めには、スポーツ施設予約システ

ムや、図書館情報システムが導入された。また、

インターネットやモバイル端末の急速な普及に

対応するため、平成8年に厚木市公式サイトを

開設、平成 11年にはスポーツ施設予約システ

ムをWeb対応化するなど、情報化の取組みを

先取り的に行ってきた。特に、平成10年に策定

された「第8次総合計画」では、情報化の推進

が明確に記されている。

平成 13年、厚木市は、地域の情報化をさらに

進めるべく、有識者による「厚木市 1T戦略会

議」を設置した。翌平成14年、「厚木市 1T戦

略会議」は、平成 19年度までの5年聞に、市民

が1C Tを積極的に利活用し、その恩恵を幅広

く受けることが出来るまちを実現するため、厚

木市に対し、 71の施策からなる「厚木市 1T基

本戦略」を提言した。これに基づき、平成15年、

神奈川県厚木市

厚木市は、上記基本戦略で提言された事業のう

ち、短期的に実施すべきとする50事業を選び、

消防通信指令システムの整備などを行った。

その中でも、とりわけ特色のある取組みとし

て挙げられるのが、汎用型インターネッ トサー

ビス「マイタウンクラブ」の開発と供用である。

(2)厚木市ポータルサイ卜「マイタウンクラブ、j

の発足と経過

近年、住民意識の多様化や核家族化の進行

に伴い、いわゆる「顔の見えない隣人関係」と

言われるように、地域コミュニティのあり方

が大きく変わりつつある。その結果、地域にお

ける見守り機能などが低下したことで、孤独

死やネグレクト、 DVといった問題が起こっ

ているという指摘もある。そこで、地域の情報

を住民が共有することによって「地域の紳」を

再生し、自治会などの地縁組織やボランティ

ア団体、 PTA、生涯学習サークルといった組

織の活動を活性化する取組みなどにより、よ

り強い地域コミュニティをつくっていく必要

性も指摘されている。

厚木市においても、団塊世代の大量退職や少

子高齢化などに連動して、住民意識が多様化

し、地域コミュニティの機能が低下することが

懸念された。そこで、平成 16年10月、厚木市

はこれまでの地域情報化の取組みの経験を活

かし、厚木市および周辺地域の住民を主な利用

者とする会員制サイ ト「マイタウンクラブ」を

開発し、一般向けの供用を始めた。サイト開発

の目的は、既存の施設予約システムの更新に加

え、 Webによる市民向けの行政サービスを質 ・

量の両面で充実させることにより、「現実社会

における地域コミュニティの活性化支援」のた

めのツールとして、住民に広く活用してもらう

ことにあった。

「マイタウンクラブ」の開設にあたり、厚木市



は、市立図書館の利用カードを「マイタウンパ

スポート」という共通 1Dカードに統合し、市

立図書館の利用者が自動的に「マイタウンクラ

ブ」を利用出来る仕組みを採用した。これは、

市民に対し、多岐にわたる行政サービスを複合

的に利用出来るメリッ トを広く周知し、サイト

の利用率を高めるための工夫でもあった。開発

当初の 「マイタウンクラブ」で利用出来る行政

サービスは、市立図書館の蔵書検索 ・予約や、

市内の公民館やスポーツ施設などの公共施設

の利用予約、市が主催する講座やイベントの検

索 ・予約などで、あった。なお、「マイタウンパス

ポートJの発行にあたっては、申し込みに際し

て身分証明書の提示が必要となるなど、厳格な

会員制が採られている。このことから、利用者

間の トラブルなど、利用規約に違反するような

事例の発生は、予防されている。

しかし、開発当初の「マイタウンクラブ」は、

その機能が行政サービスと地域情報の提供に集

中していたこともあり、地域コミュニティを形
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マイタウンクラブ トップページ画面

成する住民同士のつながりの強化や住民同士の

活動を促す機能や仕組みについては、十分に機

能を果たしているとは言い難い状況であった。

そこで、 厚木市は、 「マイタウンクラブ」の全面

リニューアルに着手した。その目的は、 「地域経

済の活性化」、 「生涯学習の促進 ・充実」、「地域

コミュニティの再生」 を図ることにより、地域

同士の連携を促し、地域力を高めることにあっ

た。平成 19年、総務省の 「地域 1C T利活用モ

デル構築事業」に採択されたことをきっかけに、

平成20年、「マイタウンクラブJは、地域情報

の提供や、会員聞の双方向型コミュニケーショ

ンの場を提供する 「地域SN S Jを備えた、地

域密着型の総合ポータルサイ トへとリニューア

ルされた。

(3) iマイタウンクラブ、」のリニューアル

「マイタウンクラブ」のリニューアルにあた

り、平成 19年7月、 学識経験者、民間事業者、

周辺自治体、公募市民によって構成される 「厚

木市地域連携ポータルサイト運営協議会J(以

下「協議会」という。)が設置された。協議会は、

「マイタウンクラブ」を、地域の情報を集める

「まちづくり運動」として位置付け、システムの

設計から開発 ・供用までの一連の開発プロセス

において、さまざまな提言を行った。その一例

に、 「誰でも簡単に利用できるサービスJという

コンセプトや、ユーザー重視の立場から、視認

性と操作性を高める乙とを第一の要件とするこ

となどがある。

「マイタウンクラブ」のリニューアルは、既存

のデータ基盤を活かし、利用出来る機能を追加

する形で行われた。地域SNS機能に加え、 .

民間事業者などの主催する教室 ・講座への申

込み、 ・サークル ・ボランティアなどの地域コ

ミュニティ団体が主催するイベントの情報提

供など、さまざまなサービスが拡充された。リ



ニューアル後の登録者数は 10万人を超え、現

在も順調に増加している。以下に、リニューア

ルに伴って追加されたサービスや取組みについ

て、特徴的なものを幾つかご紹介する。

①民間事業者に関する情報提供

厚木市とその周辺の自治体の企業や庖舗の

サービス、 クーポン、求人などの情報を掲示し、

これをリアルタイムに更新出来るシステムが備

えられた。乙のシステムは、地域SNSとも連

動している。これまで埋もれていた魅力的な地

域情報を、 住民が簡単に手に入れられるように

なり、将来的には地域経済の活性化につながる

ことも期待されている。

厚木市は、こうした民間事業者などの情報

について、 「厚木市広告掲載要綱」を準用し、バ

ナ一広告などと同様の有料広告として位置付

け、掲載料を徴収している。月々の掲載料の単

価は500円であり、厚木市の歳入になっている。
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民間事業者に関する情報の例

②「あつぎ地域SN SJの開設

平成20年、地域SNSである「あつぎ地域

S N S Jが開設された。趣味や活動、職業を基

にした会員聞のつながりを促進するコミュニ

ティ型のWebサイト 1S N S Jの利用者が飛躍

的に増加していた時期であったことから、導入

されたものである。

神奈川県厚木市

「あつぎ地域SN SJの主な機能は、以下のと

おりである。

0プロフィール表示:利用者の自己紹介 ・写真

の表示

。ブログ機能:日記や時評などをSNS内に投

稿出来、他の利用者からの閲覧が可能

0コミュニティ機能:ある物事に対する興味を

共有する利用者同士が、情報を交換し合うこ

とが可能

0ダイレクトメール機能:利用者同士による直

接のメッセージのやり取りが可能

01あつぎNANDA? J:利用者同士の問答に

より、疑問を解決。問答の集積により、「知恵

袋」的なデータベースが自動的に出来上がる

また、 厚木市は、 SNSの開発にあたり、視認

性や操作性を重視し、機能の絞り込みを行うこ

とにより、誰にも使いやすい、シンプルなSNS

を構築している。
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あつぎ地域SNS トップページ画面

①横断検索機能の実装

「マイタウンクラブ」には、地域SN Sや市

の公式サイ トとも連動した検索機能が備えら

れている。これは、市民アンケートの結果、自

分が入手したいと思う情報が見つけにくい、と

いった声が寄せられたことから、改良された

ものである。「マイタウンクラブ」から、特定の



キーワードを入力して検索を行った場合、厚

木市公式サイトを含めた行政情報や民間事業

者などからの発信情報、地域SNS上の情報な

ど、多方面に跨る情報を、一度に拾い出すこと

が出来る。
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横断検索機能のデモ画面

④「マイタウンサポーターズクラブ」の活動に

よるコミュニティづくりの支援

平成 19年12月、 「マイタウンクラブ」のリ

ニューアルにあたり、団塊世代の退職者や主婦

らを中心に、サイトの運営や利用者のサポー

トを行うボランティア組織「マイタウンサポー

サポーターズクラブの活動の様子

ターズクラブJ(平成22年度会員数 :82人)が

発足した。

サボーターの主な活動内容は、次の3つで

ある。

aまちかどレポート:Iあつぎのおいしい、た

のしい、すばらしい」をテーマに、地域のイ

ベントや庖舗を取材し、記事にして「あつぎ

地域5N SJに投稿する。

bネットコミュニティサポー卜:安心安全な利

用環境を実現するため、サイト内のパトロー

ルや利用者へのサポート活動などを行う。

cコンテンツ制作サポー卜:庖舗や地域の教室

などを紹介する「お庖・サービス情報」のホー

ムページの制作を代行する。

「マイタウンクラブ」のリニューアルにあた

り、厚木市は職員を 19か所に派遣し、延べ38

回に及ぶ住民向けの操作研修を行った。「マイ

タウンサポーターズクラブ」は、こうした操作

研修のアシスタント講師を務めるなど、行政と

密な協働体制を築いている。



(4 )責任ある事業展開の実現

平成20年、「マイタウンクラブ」の事業意義

を検証するため、 有識者、大学教員、民間事業

者によって、 第三者評価委員会が設置された。

新しいサービスの肉容

'厚木市、愛川町、清川村の庖舗や

サービスの情報を提供

民聞が主催する教室・講座の情報

を行政情報と一体的に提供

マイ世ウンクラブ登録者を対象とした

地域SNSサービス

神奈川県厚木市

評価委員会は、行政に対し、常に責任ある事業

の運営を求めるためのチェック機能を果たす役

割を負っている。

| 第三抑 | 
委員会

責任必る事業展開を図るため.
事業相指標に対する成果・効果

について.公正な評恒を実施.

大学教員 有醐者民間事賞者

の3人で組撤.(20回年¥Jl-)

4・・・・・・・・・...........
事量の評価

C笥~，匂柳川C】跡" 。匂 《臥割陶開時・晦~関内刈l 悶."，陶凶町、.. 

厚木市地域連携ポータルサイト構築事業ネットワークイメージ国

の植鍾温信シス手ム盤会開
行政と畏聞の情報を一括して入手できる.

住民(サービス利用者)

参加.申込み‘賜
入‘情報発信



3. rマイタウンクラブ、」の成果

項 目 内 骨回目 種別 件数 備考

基本情報 登録者人数 個人 113，697イ牛

団体 6，597イ牛

アクセス件数 (全ページ) 年間 2，417，082 イ牛
一一一

図書検索 予約件数 年間 335，764イ牛 予約全体の8割

公共施設予約 利用件数 年間 156，755イ牛 予約のほぼ100%

講座・イベン卜 登録件数 年間 1，095件
ー一一一ー

公募・募集 登録件数 年間 83件

地域コミュ二ティ 登録件数 年間 2，148件

お庖・サービス情報 掲載件数 有料 200件 月額500円

無料 240件

地域SNS 登録件数 2，830件
ー一一一』 ーーーー ー-T一ーーーーーーー一一ーーーーー

コミュ二ティ数 257件四ーー ・

街頭型端末 設置台数 有料 42台

広告料収入 バナ一広告 1，728，000円

お庖・サービス情報 1，123，500円

表:rマイタウンクラブ」の運用実績主要数値 (平成21年度実績)※出典:厚木市資料による

上掲の表に示したとおり、「マイタウンクラ

ブ」は、平成21年度実績において、 10万件を大

きく超える利用者を集めており、年間のアクセ

ス件数は241万件以上にのぼる。また、「マイ

タウンクラブ」からの図書検索 ・予約件数は約

33万件と、厚木市立図書館の図書予約件数の

8割を占めており、公共施設予約については、

ほぼ100%が「マイタウンクラブ」に拠るもの

である。また、広告料収入は300万円に迫って

いる。このように、「マイタウンクラブ」は、行:

政の業務負担を軽減し、市の歳入を増加させる

などの着実な成果を上げていると言える。

さらに、下記のように、「マイタウンクラブ」

の開発 ・供用の目的である「現実社会における

地域コミュニティの活性化」においても、着実

に成果が上がりつつある。

-地域と連携したまちづくり運動の推進

厚木市は、市内にキャンパスを置く三つの大

学と、「マイタウンクラブ」に関連する協働事業

を実施している。神奈川工科大学との協働によ

る顧客満足度調査、東京工芸大学との協働によ

るWebデザイン制作、湘北短期大学との協働

によるコンテンツ制作などの事業が、それに該

当する。また、市内の各保育所のクラス毎に、

地域SNS上にコミュニティを開設し、 普段は

保護者があまり自にすることの出来ないよう

な、子供の活動の様子を記事掲載して、保護者

に伝える取組みも行われている。

.rあつぎ地域SN SJで拡がる地域の連携
「あつぎ地域SN SJの利用者からは、「共通

の趣味を持つ仲間がたくさん見つかるJrいろ
いろな年代の方と交涜できるJr地域に埋もれ
ていた情報が見つかる」といった声とともに、

「行政が運営している点に安心感がある」といっ

た声が寄せられるなど、概ね住民の満足度は高

い。また、地域SNSを介して、いわゆる「オフ



会」と呼ばれる、現実社会でのコミュニティ活

動の機運も高まっており、地域SNS上での呼

びかけに応じて、住民が自発的に地域を清掃す

るなどの活動が行われている。

4. rマイタウンクラブ、」の課題と今後の

展望

順調と思われる「マイタウンクラブ」の運営

であるが、解決すべき課題を抱えていないわ

けではなし、。当初の計画では、「マイタウンク

ラブ」の運営資金はすべて、バナ一広告収入と

民間事業者情報掲載料収入で賄われる見込み

であったが、 実際の収入額は、想定収入額を下

回った状態が続いている。また、行政がポータ

ルサイトを運営していることから、世代聞にお

ける住民の情報格差に対し、常に配慮しなけれ

ばならない責務も生じている。

こうした課題を解決するための方策の一例

として、 厚木市は、 「マイタウンクラブ」への民

間事業者情報の登録について、利用できるサー

ビスに制限を設けた上で、無料掲載枠を追加し

た。また、携帯電話などのモバイル端末からの

閲覧環境を改良し、操作性 ・利便性を高めた。

こうした対策を実施した背景には、サイトの価

値を高め、将来的な広告収入の増加を図る狙い

もある。その他にも、引き続き、市職員による

住民向けの出張派遣研修を実施しているほか、

各種イベント開催時におけるプロモーション活

動や、紙媒体による周知活動を行っている。

厚木市は、「マイタウンクラブ」の運営によ

り、地域コミュニティの活性化という点ではー

神奈川県厚木市

定の成果が見られるものの、地域経済の活性化

や生涯学習機会の充実という点ではさらなる

努力が必要な状況である、との見解を示してい

る。その上で、「マイタウンクラブ」の運営目的

である 「地域経済の活性化」、 「生涯学習機会の

充実」及び「地域コミュニティの再生」について、

最大限の成果を達するべく、地域SNSを中心

とした各システムの連携を活かしながら、シス

テム全体の改修及び運営方法の見直し ・検討を

進め、改善策を継続的に講じていくことにして

いる。その目的は、 110万件を越すデータベー

ス」や「複数サービスをワンストップで提供可

能」といったサイト自体の強みを活かし、利便

性を高めることにより、「マイタウンクラブ」

を、利用者にとって本当に価値のあるサイトへ

と育てていくことにある。

現在、厚木市は、市民向けの一層のサービス

周知と利用率の向上を図るべく、複数の媒体

を用いたプロモーションを実施するとともに、

TwitterやiPadのような、新たなサービスやデ

ジタル機器との連携の可能性を模索し始めて

いる。2(1)で述べたとおり、厚木市には、過

去25年間にわたる情報化の実績がある。行政

が常に高い意識と能力をもって主導的な役割を

果たし、産学官の協力体制を築き上げ、地域課

題の発見から解決までの一連のプロセスに関わ

り続けてきたことが、現在の成果をもたらした

といえよう。1C Tの活用により、どうすれば、

市民生活が便利に、あるいは快適になったと実

感してもらえるサービスを提供出来るか。厚木

市の挑戦は、今後も続いていく。



ートフォンを活用した地域振興事業
・スマートフォンフロジェクト/関ケ原町セカイカメラ事業「史跡散歩:J)

岐阜県関ケ原町

岐阜県では、スマートフォン市場が拡大して

いることに着目し、スマー卜フォン用アプリの

開発に携わるベンチャー企業等に魅力ある開発

環境を提供するとともに、関ケ原町等と協働し

「セ力イカメラ」を活用した地域振興策を実施

している。

1 .岐阜県の概要

人口 2，079，959人(平成22年12月1日現在)

面積 10，621.17kn1
担当課 岐阜県商工労働部情報産業課

TEL.058-272-8375 

岐阜県HP
http://www.pref.gifu.lgjp/ 
ソフ トピアジャパンHP
http://www.softopia.or.jp/ 

関ケ原町の概要

人口 8，282人(平成23年1月1日現在)

面積 49.29kn1
担当課 関ケ原町地域振興課

TEL.0584-43-1112 

関ケ原町HP
http://www.town.sekigahara.gifujp 

岐阜県は日本のほぼ中央に位置し、県内の関

市には、日本の人口重心(ひとりひとりが同じ

重さを持つとしたときに日本全体の人口を一点

で支える点)があり、面積は約 10，621knIで、周

囲を 7つの県に固まれた数少ない内陸県のー

っとなっている。岐車県北部の飛騨地域は、御

獄山、乗鞍岳、奥穂高岳など、標高3，000mを

超える山々が連なっており、海抜Omの平野か

ら3000mを超える飛騨山脈など標高の差が激

しいため、岐阜市の年間平年気温が 15.50C、北

部の高山市の平年気温は 10.60Cというように、

気候も地域によって大きく差がある。l年を通

じて、地域の自然条件に応じたさまざまな農産

物の生産が行われている一方、古くからものづ

くりがさかんで、特に製造業は中心的な産業と

なっている。全産業の事業所のうち製造業の割

合はおよそ15%と高くなっており、岐阜県内に

はファッション、陶磁器、家具・木工、刃物、紙、

プラスチック、食品などの特色ある地場産業が

発展している。

また、関ケ原町は、岐阜県の南西端、滋賀県

との県境にそびえる伊吹山の南東麓に位置す

る町で、南北を山岳に固まれている交通の要衝

であり、古代には三関の一つ不破闘があった。

また、徳川家康の覇権を決定付けた戦いである

関ケ原の戦いが行われた地でもある。

2. GIFU・iPhoneプロジ、エク卜の背景と
取組み内容

(1)ソフトピアジャパン

岐車県では東西のネッ トワークインフラの結

節点がある大垣市の産業振興エリアを中心に、

高度情報化社会に適用できる 1T立県を目的と

して「岐車県ソフ トピアジ、ャパン構想調査報告

書」 を昭和62年に作成し、平成2年には「ソフ

トピアジャパンマスタープラン」を策定した。



それらの報告書、プランに基づき平成8年に整

備された 1T複合施設が「ソフ トピアジャパン」

である。

「ソフトピアジャパン」は、ソフトピアジャ

パンセンタービル、 大垣市情報工房/アネック

ス、 ドリームコア、ワークショップ24で構成さ

れており、 1T関連企業 ・コンテンツビジネス

の一大集積地の形成を目指して、 1T人材の育

成やベンチャー企業の育成をはじめ、研究開発

支援、技術支援など、の支援を行っている。

ソフトピアジ、ャパン関連施設

ソフトピア関連施設

ドリームコア

大垣市総合体育館

，.: 

- 民間企業

'多

議
現
ヨ

岐車県関ケ原町

(2) GIFU・iPhoneプロジ、エクト

iPhoneアプリは、ショ ッピングやゲーム、

タウン情報、旅行情報はもとより、ビジネ

ス、教育など幅広い分野で開発が進んでお

り、 AppStore(米国アップル社が運営する、

iPhone • iPodtouch . iPad向けアプリのダウン

ロードサービス)に公開されたiPhoneアプリの

数は35万本以上、ダウンロードされたのは累

計 100億四以上になる。開発者はiOSCiPhone • 

iPodtouch・iPad用の基本オペレーテイングシ

ステム)デベロッパスタンダードプログラムに

参加することにより、 iPhoneアプリを製作・公

開することができる。デベロッパスタンダード

プログラムへ参加するための僅かな負担(年間

10，800円)だけで、大きな市場を相手に出来る

ことから、ベンチャー企業が進出しやすい環境

となっている。

岐阜県では、 iPhoneの市場が拡大しているこ

とに着目し、 iPhoneアプリの開発に早くから取

組んできた岐車県立国際情報科学芸術アカデ

ミ-(IAMAS)赤松正行教授の協力の下、 iGIFU.

iPhoneプロジ、ェクト」と称し、ベンチャーを中

心とした企業の集積と新たな 1T技術や交疏に

よる新商品開発、経営基盤の確立、 iPhoneを活

用した地域振興策を実施している。

岐車県の実施している iGIFU・iPhoneプロ

ジ、ェクト」の具体的な取組みとしては、

①技術開発室の提供

平成21年7月に「ソフトピアジャパン」内に

プロジェクト拠点「ドリームコア・コレクティ

ブ」を開設し、平成21年9月に「ドリームコアJ

内に iiPhoneフロア」を設置しiPhoneのソフト

開発に係わるベンチャー企業にその開発環境等

を提供した。



②iPhone塾の開催

3カ月を l区切りとしてiPhoneアプリ開発、

研究者によるセミナーによる基礎講座を実施、

また、パソコン初心者講座や小中高生対象講

座、写真加工デザイン講座なども併せて実施

③モバイルカフェの開催

iPhoneアプリ開発者、研究者、地元企業、学

生等による交流を通じ、より魅力のあるアプリ

の開発、異業種間のネットワーク作りを図るた

め毎週 1回ドリームコアにて実施

④iPhoneを活用した地域振興支援

「セカイカメラ」で閲覧可能な位置情報を付

加した観光情報等のエアタグの整備を実施

また、 整備したエアタグを活用したイベント

等の実施等がある。

3. GIFU・iPhoneプロジ、エク卜の成果

(1 ) iPhoneアプリ開発技術の集積

技術開発室の提供を行ったことにより、新

たなベンチャー企業がドリームコアへ入居し、

iPhoneアプリ開発技術の集積が図られた。

( 2) GIFU・iPhoneプロジェク卜発のiPhone

アプリの開発、新たなベンチャー企業の起業

liPhone塾」は平成21年度中に28講座を開

講、首都圏を始めとする県外の方も含め延べ

594人の方が受講した。liPhone塾」の参加者

の中から新たにベンチャー企業を起業する者も

出てきており、 iPhone関連の人材の育成が着実

に進んでいる。

(3)モバイルカフェの異業種間ネッ卜ワーク

による関連高品の開発

モバイルカフェでの異業種間交流をきっ

かけに、アプリ開発のためのデザインノート

IPadNoteJや、自動車などの金属部品の切削

加工技術を生かしたアルミ製のiPad置き台

IPadBaseJ liPadスタンド」、伝統工芸「飛騨さ

しこ」を使ったiPhoneケースといった関連商品

が新たに誕生している。また、モバイルカフェ

から出たアイデ、ィア ・意見を積極的に製品化

していくことを目的とした li・laboJを平成22

年8月より実施、異業種 ・異分野交涜を更に促

進し、モノづくり企業の新商品の開発 ・販売と

いった新規事業の展開が期待される。

4.セカイカメラによる観光振興

(1)セ力イカメラについて

岐車県では、ドリームコア入居企業であった

「頓知 ・(株)Cとんちどっと)Jが開発したアプ

リ「セカイカメラ」を商店街振興、観光振興等

に活用するためアプリ開発の初期段階から意見

交換を行い、公共ニーズ、アプリの活用方法を

含め二人三脚でアプリの開発を行った。

下セカイカメラ」とは、「拡張現実 CAugmented

Reality=AR 現実環境にコンビュータを用いて

情報を付加提示する技術、および情報を付加提

示された環境そのものを指す言葉)Jと呼ばれ

る技術を用いたスマートフォンアプリである。

スマートフォンの全地球測位システム(上空に

ある数個の衛星からの信号をGPS受信機で受



け取り、受信者が自身の現在位置を知るシステ

ム)機能により位置情報を取得し、カメラを通

して見る現実の景色に 「エアタグ」と言われる

吹き出しのようなデジタル付塞を重ね表示す

る。一般ユーザーはエアタグを自由に設置する

ことができ、さまざまな情報の共有化が可能で

ある。

①「セ力イカメラ」を起動しないで見える風景

=実際に見える風景と同じ

②セ力イカメラを起動すると画面に工アタグが

出現する。

③エアタグを画面上で触れる事により、それら

の詳細情報が表示される。

岐阜県関ケ原町

(2)岐車県、関ケ原町の取組み

岐阜県では、「セカイカメラ」を活用した地域

振興策を高山市、関ケ原町、養老町を中心に展

開している。

なかでも、関ケ原町では「セカイカメラを活

用した史跡案内」として、関ケ原古戦場の歴史

情報や観光情報を中心に史跡地、観光施設、公

共施設など 120箇所にエアタグを設置すると

ともに、エアタグの位置を示したガイドマップ

を作成し、広く観光客配布を行い利用の促進を

図っている。観光客は、「セカイカメラJ;を活用

することで、様々な情報を得ることが可能と

なった。

観光客が関ケ原の史跡地等で「セカイカメラ」

を起動すると画面上に様々なエアタグが現れ

る。国史跡指定地の紹介、関連武将の紹介、陣

旗、イベントの紹介等エアタグの情報は多岐に

わたっている。

関ケ原の古戦場は260.000rriに及ぶ国史跡

となっており、文化財保護法による規制の対象

となっており、案内看板等の設置に当たっては

許可が必要となっている。しかし、セカイカメ

ラによるエアタグなら、当然許可は不要であ

り、また、看板の設置費用もかからないなど、

関ケ原町にとってのメリットも大きい。さらに

は、 Webベースの管理用ソフトによりエアタグ

のデータを一元管理することが出来ることか

ら、多言語化、情報更新が容易となっている。

また、セカイカメラのフィルター機能を使うこ

とにより、一般ユーザーの投稿から選別するこ

とができ、公共エアタグによる信頼性の高い情

報を発信することが出来る。

今後は、史跡等の情報だけでなく、エアタグ

を使用したクイズや宝探しなど、観光客の回遊

性を向上させる仕組み、動画や音声をエアタグ

に付加する事で関ケ原合戦が体感できるような

仕組みについても検討が行われている。



関ケ原の知名度も手伝い、全国的に多くの新

聞、テレビ、雑誌にも取り上げられており、他

の施策と複合的に事業を実施したところ観光客

も増加傾向にある。

5.課題と今後の展望

(1) GIFU・iPhoneプロジ、エク卜の今後

平成22年に入り、米グーグルCGoogle)が開

発した小型端末向けoS I Android Cアンドロ
イド)Jを搭載した携帯電話のシェアがiPhone

CiOS)のシェアを逆転し、スマートフォン用OS

市場に新たな展開が見えた。

特に米グーグル社が無償で提供する小型端

末向けoS I AndroidJは、スマート フォンや
インターネッ ト端末などを主なターゲッ トと

して開発されている。しかし、カーナビや情報

家電などの組込みOSとしても活用されてい

ることから、今後、携帯アプリの開発だけでな

く、ものづくり産業等への活用も期待されて

」とができます.
りますので、是非iI拘晴での史跡散策を

"'4醐

いる。IAndroidJは今後様々な分野で市場が拡

大する可能性老秘めていることから、 1T関

連企業や製造業をはじめとするものづくり企

業の競争力の向上やビジネスチャンスの拡大

を目指したプロジ、ェク トでの活用が期待され

ている。このような IAndroidJのほか、ビジネ

スでの利活用が見込まれる IWindowsPhoneJ

など、 1T関連企業等は発売前の機種も含め

た今後のスマートフォン市場の変化への対応

が必要となっている。

このような変化へ対応するため、岐阜県で

はIGIFU・iPhoneプロジェクト」、 IGIFU.

Androidプロジ、ェクト」、IGIFU・WindowsPhone

プロジ、ェク ト」など、スマートフォンアプリの

開発拠点化を図ろうとする取組みを IGIFU・ス

マートフォンプロジ、ェクト」として新たに実施

している。

平成22年度には、新たに「緊急雇用創出事

業臨時特例基金事業(地域人材育成事業)Jを

活用し「岐阜県版iPhoneアプリ開発事業JC通



称:IGifu iPhone CampJ)老実施し、岐車県の観

光、物産、イベント情報などを包括的に提供す

る岐阜県独自のiPhoneアプリを開発すること

としている。これと並行して、同基金を活用し

I Android利活用促進人材育成事業Jを実施し、

地域で求められているAndroid開発人材を育成

している。これらにより、未就業者の就業促進、

県内企業等の技術力、新たなビジネス創出力の

高度化を併せて行っている。

岐阜県の取組みは、ベンチャー支援と新た

なものづくりの支援といった面を持っており、

「他にも先んじて行政として、このような取組

みが出来たのは、情報科学芸術大学院大学 ・国

際情報科学芸術アカデミ-(IAMAS)の赤松正

行教授の存在によるところが非常に大きいJ(中

島守岐車県商工労働部総括管理監)とのことで

ある。赤松教授は初代iPhoneが発売されたと

同時にアプリの開発を行い、自らの経験を元に

IAMASでiPhone勉強会を開催したことにより、

「セカイカメラ」等の世界的にヒットしたアプ

リが岐阜県から発信された。スマートフォンを

通して人と人が繋がり、新たな地場産業として

のソフト開発が岐車県では進められている。

(2)セ力イカメラの今後

これまで、セカイカメラの利用できる携帯電

話端末はiPhoneだけであったが、平成22年夏

にAndroid版のセカイカメラが発表されたこと

岐阜県関ケ原町

に伴い、利用できるユーザーが飛躍的に増え、

さらなる活用が可能となる。岐車県ではこうし

たことを受け、更なるセカイカメラの活用方法

を検討している。県では、平成24年に実施予

定の「ぎふ清流国体・ぎふ清流大会」のPRを

実施するため、各競技会場となる全ての市町村

本庁舎に、競技内容や競技会場等情報の整備を

行った。今後はさらに競技ルール、選手紹介、

応援メッセージ、といった情報エアタグも登録し

経費をかけること無く両大会を盛り上げる方法

を検討している。また、既存の看板に変わるイ

ンフラとして、セカイカメラの活用についても

検討されている。県では子育て世帯の支援事業

として「ぎ、ふっこカードJ(カードを掲示するこ

とによって様々なサービスが受けられるカー

ド)を子育て世帯に配布しているが、サービス

を受けられる岐車市内の 「参加庖舗情報」につ

いてセカイカメラにより確認することが可能と

なっており、最終的には全県下で3500件の情

報を掲載する予定である。また、今後は「授乳

室JIおむつ交換台JI子ども用トイレ」の表示等

など、子育て世帯に向けたセカイカメラの活用

方法についても検討を行っている。

今後も引き続き、県施策 ・地域と連携し、施

策の全国PRと県来訪者及び県内利用者の利便

性向上を図るための情報を提供していく考えで

ある。



笑顔でつなぐ「新見あんしんねっと事業」

岡山県の北西部に位置する新見市は広大な行

政面積を有しており、また、医療機関が市の中

心部にあるため、通院による診療には地理的に

限界がある。増加する山間地域の在宅療養者へ

対応すべく、平成20年の情報基盤整備事業 (ラ

スト ・ワンマイル事業)を契機として、光ファ

イバによるテレビ電話を活用した遠隔地医療

「新見あんしんねっと」を実践している。

1 .新見市の概要

人 口 34，146人(平成22年11月末日現在)

面積 793.27kn1

担当課 新見市福祉部市民課地域医療係

TEL.0867 -72-6130 

新見市役所HP

http://www.city.niimi.okayamajp/ 

新見医師会HP

http://www.okayama.med.or.jp/niimi/ 

広島県

岡山県新見市

平成 17年に旧新見市と阿哲郡大佐町 ・神郷

町 ・哲多町 ・哲西町の 1市4町が合併し新設さ

れた新見市は、総面積793.27凶、岡山県全体

の約 11.2%を占めており、東京23区のおよそ

1.27倍に当たる面積となっている。岡山県の

北西部、 三大河川の一つである高梁川の源涜域

に位置し、北は、大佐山など標高 1，000m級の

山々が鳥取県との県境を形成し、西には広島県

との県境を接している。中国山地の背梁地帯に

属するため森林が86.5%を占め、急峻で傾斜地

が多い中山間地域となっている。

新見市では平成 13年に総務省の広域地域情

報通信ネッ トワーク基盤整備事業(新見あんし

ん広域ネッ ト)を実施し、市全域の公共施設聞

を光ファイバネッ トワークで接続し行政施設、

教育機関等の情報環境の充実を図った。これら

のインフラを活用し、平成 14年6月に実施さ

れた新見市長選において全国で初めての電子投

票を実施するなど、急速に発展する情報化技術

を積極的に取り入れ、これまでに様々な事業の

情報化に取組んできた自治体である。

2. r新見市あんしんねっとJ事業の背景と
取組みについて

(1)新見あんしんねっと事業実施までの経緯

新見市では、高齢化率35.1%、全世帯におけ

る高齢者のみの独居世帯の割合が7.32%(共に

平成22年11月末日現在)となっているが、中

山間地であるがゆえの地理的問題(広い行政面

積、医療機関が市の中心部に集中)を抱えてい

る。通院に 1時間以上かかる地域もあることか

ら、高齢者の通院対策が地域課題となっていた。

そんな中、平成 14年 11月「全国マルチメ

デ、ィア祭2002inおかやま」において遠隔医療

講演を新見医師会が依頼をされたのを受けて、

TV電話の会場内実証実験が行われた。このこ

とがきっかけとなって、平成 16年から新見医



師会 ・新見市 ・通信業者 ・新見公立短期大学の

産 ・官 ・学で「在宅医療支援システム研究会」

を設立し、平成20年4月から計画していた通

信事業者の最寄の加入者局からユーザの建物ま

でのネットワーク接続を整備する事業(以下、

ラスト ・ワンマイル事業という)の医療介護へ

の応用、 医療機関と在宅との遠隔医療を対象と

した研究を開始した。その後、調査、研究成果

の裏付けのため、新見公立短期大学が、患者 ・

家族を対象としたアンケート調査を実施 ・分析

したところ、 1C Tを活用した遠隔医療の必要

性 ・有用性が高いという結果が出たことから、

新見あんしん広域ネット(ラスト ・ワンマイル

事業の前身事業、公共施設聞における光ファイ

バネットワークによるブロードバンド接続)に

よる通信予備実験を行った。その後、通信機器

等の改良を経て平成 16年9月に携帯型通信端

末機器「医心伝信 1J (以下通信端末)の試作機

が完成した。

平成16年11月より寝たきり患者5名の在宅

療養者宅(実証実験協力者)に訪問看護師が通

信端末を持って訪問し、担当医師と訪問看護師

新見市における遠隔医療のとりくみ

遠隔医療の広i或化
新見市以外の地i或

/ 

岡山県新見市

の通信実証実験を3医療機関で実施した。実証

実験、通信端末の改良等を繰り返し、平成18年

に在宅酸素を利用する療養患者、 19年には在

宅リハビリテーション支援を必要とする対象者

に対しての遠隔医療の有用性の検証を行うとと

もに、平成20年4月より始まる特定検診保健

指導を考慮した生活習慣病指導についても検証

を行った。また、並行して、医師対患者の実施

検証だけでなく、医師対入院患者家族(療養者

の状況説明)、医師対介護施設入所者担当者(退

院時の状況説明会議)などについても実証実験

を行い、 1C Tによる遠隔医療の有用性の検証

を進めた。

(2)新見あんしんねっと事業(地域 ICT利活

用モデル構築事業)の実施について

また、平成20年4月に都市部との情報格差

の解消、地上デジタル放送開始に伴う難視聴地

域対策に対応するため、ラス ト・ ワンマイル事

業の運用を開始した。中山間地域において、こ

こまで大規模な高速通信網(光ファイバ)整備

がされるのは全国初であり、この基盤整備に伴

市内病院 ・医院 ・移療所
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い新見市全家庭(約 13.000世帯)の軒下まで光

ファイパ網が整備され、高速通信サービスが使

用可能となった。

ラスト・ワンマイル事業により市内全戸に敷

設された光ファイバネットワークを活用し、 遠

隔地での医師、コ・メデイカル(医師以外の医

療従事者。看護師、介護福祉士、理学療法士、作

業療法士、言語聴覚士等)、患者及びその家族そ

れぞれをテレビ電話で繋ぎ、双方向の医療相談

やコミュニケーションについて、その有用性、

課題等を検証することとなった。このため、総

務省のモデル事業(地域 1C T利活用モデル構

築事業)の採択 (2カ年)を受け、「新見あんし

んねっと事業J(テレビ電話を活用した遠隔医

療システムの構築)を行った。

その具体的な取組みについては、次のとおり

である。

①新見市内の病院、診療所及び介護施設へのテ

レビ電話「万事万端」の整備。

実証実験において遠隔医療を行う際の問題

点、と して、他科にまたがる診療や医師のスケ

ジ、ュール調整、専門性の高い診療の必要性など

があり、一部の医師のみで遠隔医療を実用的な

もの』こするには限界がある。遠隔医療には多く

の医師の参加が必要であることから、新見市内

の医療機関(病院4ケ所・診療所16ケ所)、介

護施設05ケ所)にテレビ電話を設置し、市全

体で遠隔医療の体制を整えた。

②在宅療養者等貸出用テレビ電話「万事万端」

の整備。

重症患者の急性期の対応(含む夜間対応)を

目的として、 重症患者宅へ貸出用テレビ電話の

整備を行った。

テレビ電話「万事万端」

③訪問介護の際に使用するテレビ電話付き診療

支援端末「医心伝信」の整備、改良の実施。

訪問看護師が携帯し、在宅療養患者のテレビ

電話診察を実現するテレビ電話付き診療支援

端末は遠隔医療において重要な役割を担って

いる。より多くの在宅療養患者に対応するため

設置台数を確保するとともに、更なる携帯性

の向上、より精度の高い診療を行うための、解

像度の高い外付けカメラの接続などの改良を

行った。

テレビ電話付き診療支援端末「医心伝信」

④医師・コ・メデ、イカルが参加し、双方の意見

交換を目的としたSNsrSNS新見あんし

んねっと」の構築。

セキュリティを考慮し、利用者を医師、コ・

メデ、イカル関係者に限定した SN Sを構築す

ることにより、医師、コ・メデイカルの双方が

SNSを通して意見交換を行うことが可能と



なる。また、診療時、撮影した映像等をアップ

ロードすることにより、患者、疾患の状況等の

共有が可能となる。

⑤医師、コ・メデイカル等のスケジ、ユール調整

用のシステム「遠隔医療スケジ、ユール管理シ

ステム」の構築。

遠隔医療については、医師を初め同時に複数

の医療関係者が係わることになることから、そ

の調整を一元化するためのシステムの構築を

行った。

また、 ①~⑤の取組みと並行して、医療機関

と専門病院、医療機関と介護施設、医師とコ・

メデ、イカルのそれぞれについて計417回の通

信実験、検証を行った。

新見市における遠隔在宅医療支援システム

は、訪問看護師の持ち運ぶテレビ電話付き診療

支援端末、医師側のテレビ電話、その聞を結ぶ

通信回線によって構成されている。

実際の診療の流れについては次のとおりで

ある。

ア)訪問看護師は在宅療養者宅にテレビ電話付

き診療支援端末を持ち訪問する。

イ)訪問看護師による在宅療養者の観察 ・ケア

の後、 テレビ電話付き診療支援端末をセッ卜

し、医師との回線を接続する。

ウ)在宅療養者の様子などを外部カメラ等を活

用し医師へ伝え診療を行う。

※新見あんしんねっと事業(地域 1C T利活用

モデル構築事業 ・地域 1C T利活用広域連携

事業)については、 実証実験を目的としたモ

デル事業であることからインターネッ ト接続

料等の利用者負担については徴収していない。

(3)新見あんしんねっと事業 (地域 ICT利活

用広域連携事業)の実施について

平成20・21年度の総務省のモデル事業(地

岡山県新見市

域1C T利活用モデル構築事業)の実証実験後、

他地域(近隣の高梁、真庭、倉敷、岡山)との広

域連携による遠隔医療有用性の実証のため、平

成22年に地域 1C T利活用広域連携事業(総

務省モデル事業)の採択を受け、広域連携によ

る遠隔医療の検証を実施している。

その具体的な取組みについては、次のとおり

である。

①地域 1C T利活用モデル構築事業で整備した

テレビ電話付き診療支援端末について、更な

る改良(患部観察、 レントゲン写真、心電図

確認のための外部カメラの接続等)を行った。

このことにより、 より精度の高い診察が可能

となった。

②地域 1C T利活用モデル構築事業において、

構築したシステムを改良し、新見市と同様の

課題を抱える高梁市において実証実験を実施

した。このことにより、遠隔医療の有用性に

ついて更なる実証が図られ、また、広域で事

業を実施することによるスケールメ リットが

発生し、導入コストの低減等が図られると考

えられる。

③テレビ電話を活用し、異なる地域の医師の連

携を図った。異なる地域聞の交涜を行うこと

により、スキル ・ノウハウ等の向上を図るこ

とができ、また連携によって、地域医療の向

上が図られる。

3.新見あんしんねっと事業の効果

(1)在宅現場等における効果

訪問看護の現場において、その場で判断する

ことが難しい場面であっても、テレビ電話を通

して、視覚的 ・聴覚的に現状を伝えることが出

来るため迅速 ・確実な対応が可能となった。

また、これまで往診に当てていた移動時聞を

他の患者の診察に充てることが可能となり、患



者の受診機会の向上など、医師・患者、双方にとっ

てメリットの高いことが実証された。事実、 2カ

月で約 15% (190件)の診療所の受け入れ外来

患者数が増加という結果も報告されている。

(2)在宅療養者における効果

遠隔医療において、在宅療養者に対する診察と

指示、家族からの相談や医師のアドバイスに取れ

る診療時間はごくわずかであるが、映像を用いた

診療を行うことにより、日常生活において留意す

べき生活指導も含め適切に診察することが可能と

なった。

山間地で生活している高齢者にとって、容易に

病院等に受診できる環境に無い場合など、テレビ

電話による遠隔医療を実施することにより、常に

医療機関、コ ・メデイカルと繋がっているという

安心感を持って生活をすることが可能となる。

平成21年度実証実験の協力者へのアンケート

において、多くの療養者が継続して遠隔医療の受

診を希望しており「通院が困難な状況であり、在

宅で症状を観てもらい主治医より治療の方針を

示してもらえるので助かるJI往診と同様の診察

をテレビ電話でしてもらえるし安心できる」など

の意見が聞かれた。遠隔医療は効率を求めた医療

ととらえられがちであるが、テレビ電話を活用し

新見あんしんねっとlこよる地域医療支援

た遠隔医療は、相手の顔が感じられ、それが在宅

療養者の安心感に繋がっている。

そして、乙の新見市の取組みの中で、最も重要

な役割を果たしているのが、地域のかかりつけ医

である。テレビ電話による遠隔医療を実施するこ

とにより、日頃から患者の体質や病歴、健康状態

を把握し、診療行為のほか健康管理上のアドバイ

スなども実施するなど、常に在宅療養者を支える

立場となっている。利用者の声を聞いても「いつ

も同じ医師に診てもらえるので信頼関係が生ま

れ、意志の疎通がはかりやすいJI体質やよくかか

る病気だけでなく、 J性格や気質も分かった上で治

療してもらえる」など、利用者にとっても、かか

りつけ医による遠隔医療のメリットは大きい。

(3 )医療連携における効果

医師、コ ・メデイカルが参加し、双方の意見交

換を目的とした IS N S新見あんしんねっと」を

活用し、診察内容や療養者との対応方法などにつ

いて、意見交換をすることにより、医師、コ ・メ

デイカル間の一層の連携が図られている。併せ

て、患者対応の課題や対処方法などのデータを蓄

積し、情報を共有することにより、医師、コ ・メ

デイカルのスキルの向上が図られた。

また、 IS N S新見あんしんねっと」を活用し、



病院等が患者に関する情報を共有することによっ

て、診断結果の判明時間が実証実験前と比べ1時

間程度短縮したという結果も出ており、早期の診

断による治療計画の円滑化が図られている。

このように、医師が必要に応じて遠隔医療シス

テム(テレビ電話等)を活用することで、さまざ

まな観点から患者を診断することができ、限られ

た医師やコ ・メデイカル等の人的資源を効果的 ・

有効的に活用することが可能となった。

4.課題と今後の展望

今回、新見市では平成20・21年度に「地域

1 C T利活用モデル事業構築事業」平成22年

度には「地域 1C T利活用広域連携事業」を実

施するなかで、次のような遠隔医療の抱える課

題が明らかになった。

(1)医師への負担について

医師が遠隔医療を行う場合、自分が勤務する病

院以外の事例についても対応する必要があるた

め、取り扱うケースの数が増え、医師一人ひとり

の負担が増えていくことが予想される。このこと

から、医師の負担を減らし、サポー トする仕組み

づくりが必要であるとともに、医師のモチベー

ションが下がらないようにすることが必要との乙

とであった。

(2)診療報酬請求について

遠隔医療については、医師法20条により診療

報酬請求が出来ない(電話再診については認めら

れているが、今回実証実験を行ったモデル事業に

ついては原則診療報酬請求を行っていなし、)。今

後、モデル事業での実証を繰り返し、有用性の証

明を行い診療報酬請求できるよう厚生労働省等

への働きかけの必要があるとのことであった。

(3)遠隔地医療に係る費用について

在宅療養者等貸出用テレビ電話については、重

岡山県新見市

症患者に対して有用性が高いことが認められる

が、ラス ト・ ワンマイル事業のインターネット加

入率については、平成21年度末までで約30%に

止まっている。また、在宅療養者の負担する通信

費(インターネット接続料)については約4，800

円/月と年金受給者が中心の療養世帯にとっては

かなりの負担である。 また、 医療機関によっては、

セキュリティの問題により専用回線を引き込む必

要もある。

遠隔医療を実施するにあたっては、接続に係

る補助、専用回線の引き込みに係る費用の助成

等、今後、検討が必要となってくるということで

あった。

(4 )今後の展望

テレビ電話による遠隔医療を普及させるには、

携帯電話と同様にいつでも、どこでも、すぐに、

簡単に使えるよう更なるシステムの改良が必要で

あり、現状のモデル事業や補助金に頼る運用では

長期的な運用が難しいことから、広域での実施に

よるスケールメリットを活かした運用、それらに

係る費用の担保が必要となってくるということで

あった。
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rRuby City MATSUEプロジ工クト」の
進

山陰の水都・松江市は、産学官の連携によ

り、世界的に高い評価を受けている国産プログ

ラム言語'RubYJを活用し、新産業の創出に取

組んでいる。そのきっかけは、松江市に居住す

る'RubYJの開発者・まつもとゆきひろ氏の存

在だった。松江駅前にある拠点交流施設「松江

オープンソースラボ」には、日夜、技術者や企

業担当者、学生等が集い、情報の交換や、新規

ビジネスの創出の可能性を探求している。

1 .松江市の概要

人口 192，294人

(男 :92，109人、女 :100，185人)

世帯数 78，649世帯(平成22年12月31日推計)

面積 530.27附

担当課 松江市産業経済部企業支援課

TEL.0852-55-5518 

松江市HP

http://www.city.matsue.shimanejp/index.html 

酬刀じ
D 
D 

竹島

岡山県

広島県

島根県松江市

松江市は、山陰地方の経済 ・文化の中心地の

一つである。就業人口の7割が第3次産業に従

事しており、多くの行政機関や全国企業の支店

が集積している。市街地が宍道湖と中海を結ぶ

大橋川を挟むように拡がっていることから、水

都と呼ばれている。歴史資源や温泉等にも恵ま

れており、山陰地方を代表する観光都市として

も知られている。

松江市は、平成19年9月に策定された 「総合

計画」において、将来の都市像を 「水と緑、 歴史

と教育を大切にし伸びゆく 国際文化観光都市 ・

松江」と定めるとともに、 「市民と行政がまちづ

くりの目標を共有することJI市民の視点に立っ

た成果重視の行政経営を推進することJ1協働

と参画の意識の醸成と市民主役の新たな地域づ

くりを推進すること」という、まちづくりにお

ける 3つの基本姿勢を示した。これは、少子 ・

高齢化の進展に伴い、 平成17年に市の人口が

減少に転じたことや、経済のグローバル化に伴

う産業構造の変化、また、 情報化社会の進展、

地方分権の推進など、社会 ・経済環境の変化に

迅速に対応し、参加と協働による市民本位のま

ちづくりを進めようとする、市の姿勢の表れで

ある。

この総合計画において、松江市は、 「情報産業

分野では、RubyC唱 1)を核と して、ソフ トウェ

ア等に関する研究 ・開発 ・交流活動を支援し、

地域産業の振興を図りJ1活力ある産業と魅力

ある観光で豊かな都市をつくるJ(11松江市総合

計画』より引用)ことを、 産業振興分野におけ

る基本目標に定めている。松江市は、 Rubyをは

じめとするオープンソースソフ トウェア (以下

10 S S Jという。)C官 2)に着目し、これを利活

用した新産業の創出により、地域活性化に取組

んでいる。

C*注 1)松本行弘氏が開発した、プログラミング言語(コンピュータに対して情報を処理するための指示を記述するための人工言語)01993年に開発|苅
始。現在では、圏内の大手インターネッ トショッピングサイ トの開発に用いられていることでも知られる。

注2)ソフ トウェアのうち、開発者が、著作権の主張や特許の申諮、機密情報の秘匿等を行うことなく、 Web等にプログラムの設計図を公開すること
により、利用者に対し、利用の自由 ・修正 ・絞製 ・再配布を認めているもの。
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2. rRuby City MATSUEプロジェクト」

の背景と取組み内容

(1)松江市における 「地域資源」としての

Rubyの発見

地域の活性化には、企業誘致が重要となる。

乙れは、企業誘致の実現により、 ・安定した財

政基盤の確立、 ・地域雇用の創出、 ・関連産業

クラスターの形成、 ・地域消費の喚起など、地

域経済に対する総合的な波及効果の創出が期待

されるためである。しかし、松江市では、大規

模な企業誘致は、 ・ワンストップ ・サービスに

よる支援体制の構築、 ・優遇税制の導入、 ・新

たな立地基盤 ・インフラの整備、 ・巨額の誘致

助成金の支出といった措置が、自治体の事務負

担を増加させ、その財政を圧迫しかねないと懸

念した。

そこで、松江市は、大規模な企業誘致の推進

による産業振興施策には自ずと限界があると考

え、行政負担を最低限に抑えつつ、既存の地域

島根県松江市

資源を発展的かつ効果的に活用して地域経済の

振興を図るという基本方針のもとに、産業振興

施策を進めることとした。

かねてから、松江市では、民間レベルでの

o s sの利活用に関する取組みが行われてい
た。その晴矢は、平成8年、市内に住むLioux

(・注3)の利用者による、日本初の、日本語によ

るLioux利用者向けのポータルサイ ト開発で

ある。このポータルサイトの保守管理は、平

成9年に松江市内に設立されたソフトウェ

ア ・システム開発にかかる研究所(平成 13

年に株式会社化)へと引き継がれた。その後、

この研究所は、Lioux等のos sに関する技
術を用い、企業 ・組織向けのシステム構築へ

と事業の領域を拡げるとともに、まつもと氏

をRubyの開発専従フエローとして招鴨し、

開発力強化の取組みを進めていた。そして、

平成16年、デンマークの技術者がRuby00 

Rails (*注 4)を発表したことにより、世界各国

の情報技術者から、まつもと氏に対する高い

(*注3)コンピュータの各種機能を稼働 ・制御するための基本ソフトウェア「オペレーティングシステム(0S)Jのひとつ。 1991年、フィンランドの情
報技術者であるリーナス ・トーパルズ(LinusTorvalds)が開発。OSSとして公開されている。日本でも、大学等の研究機関における共有端末
システムの榊築などに広く用いられている。

(ホ注4)2004年、デンマークの情報技術者によって開発された、 Rubyを利用したフレームワーク(プログラミング言語を用いて記述された、 OSへの
アプリケーションの実装ツール)。インターネッ ト上のサイトやアプリケーションの開発に際し、情報技術者の労力の軽減を目的として利用さ
れる。Rubyの持つ文法上の簡便さという特性に着目して開発され、その操作性と簡便性から、多くの情報技術者によって利用されている。



評価と、大きな注目が集まることになった。

これと時をほぼ同じくして、松江市は、地域

資源を最大限に利活用した産業振興施策を立

案すべく、地域産業の実態と行政に対するニー

ズを把握するため、地元企業への訪問 ・ヒアリ

ング調査を始めた。その過程で、 ・Rubyの開

発者 ・まつもとゆきひろ氏が、松江市に在住し

ていること、 ・まつもと氏の勤務する研究所

が、 OSSを用いたシステム開発によって高い

評価を受け、急成長を遂げていること、 ・Ruby

on Railsの開発により、世界中の情報技術者が、

Rubyとその開発者・まつもと氏を高く評価し、

その動向に注目が集まっていることなどがわ

かった。

これを受け、松江市は、 Ruby在、その市場競

争力において世界に対抗し得る、他に類例のな

い独自の地域資源であると考え、 OSSを利活

用した情報産業の創出による地域活性化をは

かることとした。そして、まつもと氏をはじめ

Ruby開発者 ・まつもとゆきひろ氏

とする、松江地域在住の情報技術者が持つ知的

財産や技術開発力を地域資源ととらえ、他地域

にはない、新たな地域ブランドを創生すること

とした。この新たな産業振興施策はiRubyCity 

MATSUEプロジェクト」と名付けられ、 iRuby

の街 ・松江」の本格的なプロモーションや、拠

点施設の整備が行われることとなった。

(2)松江オープンソースラボの開設と、しまね

055協議会の発足

松江市は、平成18年にiRubyCity MATSUE 

プロジェクト」のパイロット ・プロジェクト

として、 JR松江駅前に 「松江オープンソー

スラボ(松江市開発交流プラザ)Jを開設した。

この施設は、情報技術者や研究者、企業担当

者、学生等、 OSSの利活用 ・開発に携わる人

材の交流拠点として整備された。主な利用用

途は、 OSSに関連する会議や講演会、商談等

の開催であり、開館時間中は誰でも自由に利

用できる。また、施設には 15台の貸出用パソ

コンも備えられており、 OSSに関連する研

修会の実施にも対応出来る。

こうした行政側の取組みに並行して、同年、

松江オープンソースラボ



「しまねOSS協議会」が発足した。かねてか

ら、松江市では i1 C Tによる地域産業の振興」

を研究テーマとする島根大学の研究者等を中心

に、地元の情報技術者や企業担当者等によって

サークル的なコミュニティが形成され、 OSS

を活用した地域振興に関する活発な議論が交わ

されていた。「しまねOSS協議会」は、地元の

情報系企業や大学関係者が、行政との連携の下

に技術開発力の向上や市場競争力の獲得をはか

り、販路拡大に繋げることを目指すべく、こう

したコミュニティを母胎に、発展的に改組 ・発

足したものである。

「しまねOSS協議会」は、開設されたばかり

の「松江オープンソースラボ」を活動の拠点と

した。これを契機として、産学官の連携のもと、

県内外の情報技術者同士の交流・情報の交換や、

RubyやOSSの活用事例研究 ・技術開発、新

規ビジネスの創出 ・マッチング等の活動が、活

ミ

※朱文字は打活用等を示す。

島根県松江市

発に行われることになった。

( 3) iRuby City MATSUE 

取組み内容

プロジ、エク卜」の

①松江市の基本姿勢と取組み

松江市が実施する iRubyCity MATSUEプロ

ジェク ト」の事業の核は、「松江オープンソース

ラボ」の運営である。プロジェクトの推進にあ

たり、平成22年度に松江市が配分した予算は、

約1，300万円強である。このうち、 4害iJ弱にあ

たる 500万円が、「松江オープンソースラボ」

の運営予算に充てられている。

松江市の予算がこの規模で済んでいる理由

は、「松江オープンソースラボ」の運営目的が活

動拠点の設置であることによる。「松江オープ

ンソースラボ」は、 ・地元企業や情報技術者、

研究者 ・学生等が自由閥達な議論を交わし、自

圃

松江市産業経務部 松江オープンソースラボ周辺WDl I

Ruby City MATSUE プロジェクトのイメージ



発的に活動するコミュニティの形成を促すため

の「市民活動拠点」、 .創発的なピ、ジネスチャン

ス・新技術の開発を促すために、民間事業者が

自由に交流することが出来る「マッチング拠点」

に、それぞれ位置付けられている。

松江市は、これからの地域産業の振興・活性

化に求められる行政の役割は、民間同士の対

話 ・協働の促進と、新規ビジネスの創出等を模

索する「場」を保障することにあると考えてい

る。行政負担を最低限に抑えつつ、既存の地域

資源を発展的かつ効果的に活用し、地域経済の

振興を図ろうとする松江市の姿勢が、最もよく

反映されている。

その一方で、松江市は、地域の将来を担う人

材にRubyを知ってもらうための取組みとし

て、中学生向けのRuby教室を開催している。

また、 Ruby技術者認定資格の取得に係る費用

の助成や、市内に新規進出した企業に対する賃

料の助成を行うなど、具体的な助成事業も行っ

ている。

②「しまねoss協議会」の取組み
「しまねos s協議会」は、平成 18年より、
毎月 1回程度、「オープンソースサロン」と題

し、「松江オープンソースラボ」を会場として、

o s sの利用者や関心層を対象とした勉強会

中学生Ruby教室

を開催している。その内容は、プログラミング

などの専門技術から、 ossの利活用や普及啓
発まで、多岐にわたる。講師には、島根県内外

の経営者や情報技術者、有識者等が招かれてお

り、開催回数は、平成22年12月末時点で、延

べ56回に及んでいる。

③民間企業等による取組み

松江市では、 fMatsue.rbJや「山陰ITPro勉

強会」等、市内在住の情報技術者の主催による、

Rubyやossに関する自発的な勉強会が実施
されている。このうち、 fMatsue.rbJは、島根県

を活動の中心とする情報技術者によるフォーラ

ム「松江Ruby会議」を開催しており、平成21

年度には約70名が参加した。

「オープンソースサロン」の桜子

④地元の大学・高等専門学校の取組み

松江市内にある国立大学法人島根大学 ・松江

工業高等専門学校は、松江市から年間100万円

の助成を受け、 Rubyによるプログラミングを

学ぶ講座を開設している。

島根大学は、平成22年度、 3年生 ・4年生

の共通教養科目における選択講座として、年度

後期に週 1回・2時限、合計 14回の講座を開

設している。講座は、まつもとゆきひろ氏をは

じめとする、国内の大学 ・企業に所属する研究

者 ・専門家による講義や、プログラミング実習



によって構成されている。

また、松江工業高等専門学校は、平成22年

度、 5年生に対する集中講義として、年2回・

延べ15時限の講座を開設している。講座は、ま

つもと氏が所属する研究所のスタッフが担当

し、 実践的なプログラミング実習が行われてい

る。これらの講座には、優秀な情報技術者を、

地域産業の担い手として育成しようとする狙い

がある。

なお、島根大学は、平成21年度、まつもと氏

を任期付きの客員教授として迎え、「オープン

ソースの安定化・高度化、開発の生産性の計測」

をテーマとした研究を実施した。

⑤島根県による支援の取組み

島根県は、平成20年、庁内に情報産業振興室

を設置し、情報産業振興に本格的に着手した。

平成22年度には、人材育成 ・技術開発 ・ビジ

ネス創出の3つの観点から、財団法人しまね産

業振興財団等と連携して、「しまね 1T産業振

興事業」 を運営している。

事業の内容は多岐にわたる。具体例として

は、Linuxによるサーバー構築やRubyの速習・

営業スキルの向上等、対象者の習熟度や専門領

野に応じた講座 ・研修会や、 4泊5日の集中講

義形式による、大学生・高等専門学校生 ・高校

生などを対象とした rRuby合宿」の実施などが

挙げられる。

また、県内の中小企業が、高い情報技術を有

するアドバイザー(財団法人しまね産業振興

財団に登録されているもの)を招聴し、 Ruby

やossを利活用した技術開発等に関するコ
ンサルテイングを受けようとする場合に、こ

れに係る費用の一部を助成している。

その他、島根県内の事業所を対象とした、新

規ビジネスモデルの実証事業に対する助成 ・新

技術の研究開発に対する助成を実施しているほ

島根県松江市

か、島根県内の市町村や公益法人を対象に、そ

の事業の用途に資するシステムをRubyを用い

て開発する場合にも、その費用の一部を助成し

ている。

⑤産学官の連携による取組み

松江市内の情報系企業では、 Rubyを用いた

プログラミングに習熟した情報技術者が増加

し、コンテンツの制作開発能力も向上してい

る。こうした背景もあり、松江市内の官公庁や

有力企業の中には、ホームページのリニューア

ルを行うに当たり、そのプログラミング言語と

してRubyを選択する事例が増えている。この

取組みは「地産地商」と呼ばれ、地元の官公庁・

有力企業が率先して地域資源を導入するとい

う、官民挙げての支援体制が構築されている。

また、平成20年からは、松江市と「しまね

oss協議会」の共催により、全国のoss関
係者の情報交換 ・ビジネスマッチングの場と

して、「オープンソースカンファレンス」も開

催されている。

その他、経済産業省中国経済産業局、島根県、

松江市の連携により、情報系企業や研究機関等

を含めた産学官の連携のもと、「ちゅうごく地

域Rubyビジネスフォーラム」が組織されてい

る。ここでは、年2回程度のフォーラムの開催

や、人材育成・開発環境整備 ・情報発信の3っ
からなるワーキンググループでの議論を通し

て、中園地方を、 Rubyを活用した情報産業の拠

点にしようとする構想を実現するための取組み

が進められている。

さらに、特筆すべき事業として、次の2つが

挙げられる。



領寵認鷹野

.rオープンソースビジネスプランコンテスト」
の開催

松江市と「しまねoss協議会」は、平成20
年度から、「松江オーフ ンソース活用ビジネス

プランコンテスト実行委員会」を組織し、年 l

回、「オープンソースビジネスプランコンテス

ト」を開催している。その目的は、 os sを活
用した新規ビジネスの創出の可能性老探ること

目

「ビジネスプランコンテスト」発表の様子

• rRubyWorld ConferenceJの開催
島根県や松江市、地元企業や政府機関、教

育機関によって組織された実行委員会組織

により、平成21年度から、 rRubyWorld

ConferenceJと題した国際会議が開催されてい

る。その目的は、 Ruby市場の全世界的な拡大

と、新規ビジネスの創出の可能性を探ることに

ある。

にある。

平成20年度にはビジネス活用部門に 11件、

学生部門に 12件の応募があり、平成21年度に

はビジネス活用部門に 8件、 学生部門に 17件

の応募があった。内容については、地域課題の

ソリューションにかかる提案の応募が多数を占

めている。

この会議では、 Rubyに関する技術動向や、ビ

ジネスにおける応用事例、 Rubyの国際標準化

に向けた取組みなどの情報の発信や、各種研究

報告が行われている。平成22年度には、 2日間

の開催期間中、世界各国から延べ 1，108名の情

報技術者・経営者 ・研究者が参加した。



3. rRuby City MATSUEプロジェクト」が

もたらした効果

iRuby City MATSUEプロジ、ェク ト」は、松江

市及び島根県全体における情報産業の振興にお

いて、 着実に成果を挙げつつある。平成22年

度に、 社団法人島根県情報産業協会 ・しまねソ

フト産業ビジネス研究会が実施した調査に基づ

き、以下に、 具体的な指標を示すこととする。

〈調査概要〉

島根県松江市

調査の結果によれば、 iRubyCity MATSUEプ

ロジ、エク ト」の開始以降、 島根県全体や松江市

のみの場合においても、情報系企業の売上高と

従業員数が、順調に増加していることがわか

る。特に、いわゆるリーマン ・ショ ックに端を

発する世界経済の停滞の最中にあって、 平成

21年度の売上高 ・従業者数が僅かながらも増

加していることは、 島根県 ・松江市による情報

産業振興施策の成果であろう。

1 .島根県内の情報系企業の売上高合計 (単位:百万円)

島根県全体

内松江市

平成18年度

10.452 

6.800 

平成19年度(前年比)平成20年度(前年比)平成21年度(前年比)

12.060 (+15%) 

8.099 (+ 19%) 

13.241 (+10%) 

9.330 (+15%) 

13.543 (+2%) 

9.635 (+3%) 

2.島根県内の情報系企業の従業員数合計 (単位:人)

島根県全体

内松江市

平成18年度 平成19年度(前年比)平成20年度(前年比)平成21年度(前年比)

869 

582 

935(+8%) 

640 (+10%) 

1.024 (+ 10%) 

706 (+10%) 

1.055 (+3%) 

731(+4%) 

調査対象 島根県内の情報系企業 62社 (有効回答数:49社)※出典 「平成22年度ソフト系IT関連従事者数アンケ ト調査報告書(第2回)J

EE 



また、全国の情報系企業にrRubyのまち ・松

江」のイメージが浸透しつつあることもあり、

松江市への情報系企業の立地も相次いでいる。

松江市によれば、 rRubyCity MATSUEプロジ、エ

クト」の開始以降、平成22年12月1日現在ま

でに松江市に立地した企業29社のうち、実に

17社が情報系企業である。このように、松江市

には、情報系企業の産業集積が着実に構築され

つつある。

平成21年、 rRubyCity MATSUEプロジェク

ト」による地域活性化の成果を評価する声が高

まったことを受け、松江市は、まつもと氏を、

産業振興・地域活性化への多大な貢献を理由に、

名誉市民として顕彰した。

4. rRuby City MATSUEプロジェクトJ

の課題と今後の展望

(1)プロジ、エクトの今後の課題

現在、情報系企業の9割が、東京に集積して

いると言われている。地方の情報系企業にとっ

て、慢性的な下請け構造や官公需による実証実

験 ・補助制度に依存する体質を脱却し、独自の

開発技術などを獲得して企業価値の代替不可能

性老高めていくことは、市場での競争を勝ち抜

くための大きな武器となる。また、こうした企

業の存在は、地域の他の企業にとっても刺激と

なり、多くのビジネスアイデアやビジネスチャ

ンスが創発的に生み出されるきっかけとなる可

能性もある。地域の官公庁や企業が率先して、

地域で培われた技術を積極的に導入しているこ

と、また、行政が支援制度を講じて人材育成や

活動支援を実施していることには、そうした狙

いもある。

その一方で、情報産業分野は、技術革新と転換

の速度が目まぐるしい世界でもある。連日、世界

各国の情報技術者によって数多くのOSSが開

発・改良され、市場に公開されている。OSS

は、利用者聞における開発コードの共有によっ

て改良される特性を有するがゆえに、統一規格

を持たない場合には多種多様な改良版が氾濫し、

市場に混乱が誘発される危険性がある。Rubyも

その例外ではないことから、平成20年以降、市

場における混乱の抑制と、なお一層のRubyの普

及 ・利用促進を図るべく、独立行政法人情報処

理推進機構の主導により、標準仕様の策定が進

められている。

また、クラウドコンビューテイング(官5)の

研究・普及が全世界的に進められているなかで、

まつもと氏は ~Rubyはクラウド対応にまだ課

題がある.n(山陰中央新報、平成22年 1月4日

付)と語っている。Rubyon Railsの発表により、

Rubyは全世界から高い評価を獲得したものの、

クラウドコンビューティングの発展と普及への

対応が遅れれば、市場におけるRubyの地位が

揺らぐ可能性がある。rRubyCity MATSUEプロ

ジ、ェクト」の成否は、 今後、地域の持つ技術開

発力が、世界市場の要求をどれだけ持続的に満

たしていけるかにかかっている。

(2)プ口ジ、エクトの今後の展望

現在、圏内では、知的財産を利活用した地域

活性化の取組みが数多く行われている。製造業

や重化学工業を産業の基盤としてきた都市の

中には、その産業構造のリノベーションを図る

べく、中核となる研究開発 ・交流拠点を整備す

るとともに、知的財産や開放特許の活用を奨励

し、中小企業への技術支援やビジネスマッチン

グを実施しているものがある。また、製造業を

産業基盤としてきた地域では、基礎研究から商

品生産に至る一連の生産プロセスについて、地

域内で循環させる構造を確立するべく、多業種

の企業からなる産業クラスターの構築を目指す

動きもみられる。これらの取組みは、地域経営

C*注5)利用者が料金を支払い、段低限の接続環境を介して、インターネット上で利用したいソフトウェアやデータを操作 ・管理するサービスを受ける
という、新たなコンピュータの利用形態。既に、 一部のコンピュータ ・ウィルス対策ソフトなどを通して、 一般への普及が進んでいる。



の視点に立ち、自律的かつ持続可能な経済圏域

の構築を目指すものである。

これに対し、松江市のIRubyCity MATSUE 

プロジ、ェク ト」は、その前提として、大規模な

製造基盤や産業集積の存在を必要と していない

点に特色がある。情報系企業は、 Ruby等、誰も

が無償で利用可能なOSS等を駆使し、システ

ム構築やWeb制作・維持管理で収入を得ると

いうビジネスモデルを有しており、その利益率

も極めて高いものである。それゆえ、松江市の

取組みは、他地域への導入に関しても、比較的

に障壁の低い産業振興施策であると考えられる

が、一方では、まつもと氏のような「鍵」となる

人物の存在が、松江市の成功をもたらしている

側面も見逃せない。

松江市においては、情報系企業同士が、情報

の交換や新規ビジネスの創出の可能性を討議

し、研究の成果をシンポジウムで発表する等、

絶えずコラボレーションの可能性を模索してい

る。「松江オープンソースラボ」には、日夜、情

報技術者や企業担当者、学生等が集い、情報の

交換や、新規ビジネスの創出の可能性を探求し

ている。今後の'RubyCity MATSUEプロジェ

クト」の動向は、日本の産業界の将来を占う上

でも、極めて重要なものであるといえよう。

園E



高齢者のデジタルデバイド解消と1C Tの活用
~葉っぱビ、ジネスを通して~

徳島県のほぼ中央に位置し、四方を山に固ま

れた典型的な中山間地域の上勝町は、昭和56

年の異常寒波により当時基幹産業だったみか

ん栽培に壊滅的な打撃を受けた。それに代わる

新たな産業として、 ICTを活用した 「彩ネッ

トワークシステム」を構築し、日本料理を美し

く飾る「つまもの (葉っぱ)Jを「彩(いろどり)J

の名称で販売している。

1 .上勝町の概要

人口 1，949人(平成22年12月1日現在)

面積 109.68kID

担当課 上勝町産業課

TEL.0885-46-0 111 

上勝町役場HP

http://www.kamikatsujp/ 

株式会社いろどり HP

http://www.irodori.cojp/ 

広島県 岡山県

徳島県上勝町

上勝町は、四国山脈の東端に位置し、北西

部は雲早山 (1495m)、高丸山(1439m)、旭ケ

丸(1019m)等の連山がそびえ、南部は 400m

~ 1000m級の山々に固まれた急峻なV字谷

に固まれている。町の総面積は 109.68師、内

88.5%が山林となっており、町の東を涜れる勝

浦川流域にごくわずかな平坦部がある。耕地は

この平坦部と山腹急傾斜面を利用した階段状に

点在し、大小55の集落もこの耕地を中心に散

在している典型的な中山間地域である。自然を

生かした昔ながらの生活習慣や観光スポッ トが

数多く存在し、全国棚田百選に選ばれた「樫原

の棚田」を筆頭に殿川内渓谷、高丸山のブナ林

などに訪れる観光客も数多く、これら日本の農

山村の景観 ・文化を守る活動として「日本で最

も美しい村連合」に加入している。

人口約2000人と四国で最も人口の少ない町

で、高齢化率約50%。鉄道も無く、バス交通に

頼る中山間地域にもかかわらず、 Iターン・U

ターン人口は約200名に及んでおり、町の約 l

割がIターン・Uターン者となっている。これ

らIターン・Uターン人口が多い要因として、

5つの第3セクターによる雇用機会の創出、地

域密着型インターンシップの実施などにより、

Iターン・Uターン者を受入れる体制をつくっ

ていることが考えられる。(図 1) 

また、今回紹介する 1C Tを活かした地域

振興策のほか、 1Q運動会(自ら考え自ら行う

地域づくり)などの地域コミュニティ再生策、

地球規模の環境保全も視野に入れた、「上勝ゴ

ミゼロ宣言(平成 15年9月 ゴミを34分類

する仕組みをつくり、平成32年までにゴミを

100%リサイクルする)Jなどの特徴的な取組み

を全国に先駆け実施している。



徳

上勝町の5つの第3セクター

-農産物 (つまもの〕の販売等に関する業務

・情報通信システムのソフトウェ?の開発 ・販売等

;株式ilバイオ I -語床椎主主の生産 ・販売・権道人工ホダ生産販売

混乱きゅうI-都市農村交流センター ・月ヶ谷温泉「月の宿J等の公共施設の管理運営

-園土調査、一般測量、設計コンサルタント業務

-木材の加工販売、建築工事の請負鍾ぴiこ企画訟計

2.上勝町における彩事業(葉っぱビジネ
ス)の背景と取組み内容

(1)彩事業実施までの経緯

上勝町の主たる産業は農業と林業である。昭

和30年以降、木材と温州みかんの産地として

発展してきたが、昭和 40年~50年代の高度

経済成長に伴い、木材は外材の輸入が増え、温

州みかんも輸入の自由化により採算が合わな

くなっていた。そんな折、昭和56年2月、町を

襲ったマイナス 13度の局地的な異常寒波によ

り、ほとんどのみかんが枯死し農業は大打撃を

受けた。

この災害を契機に、上勝町では農業振興計画

を策定し、農協 ・町 ・普及所で組織する農業技

術者会と農家が一体となって災害後の農作物の

転換を図るべく、町の標高差を利用した野菜栽

培を新たに導入した。

当時、農協の営農指導員として赴任していた

横石知二氏が中心となって、ホウレン草、タラ、

分け葱栽培などの軽量野菜を中心に栽培品目

〈図1)

を増やし、農作物の転換を図ることに成功し

た。また、季節的要因の少ない菌床しいたけ

栽培を新たに実施し、農家の売り上げは順調

に伸びていった。しかし、山間地でまとまっ

た耕地を確保することができず、段々畑や棚

田での耕作が中心となっているため機械化が

難しく、これらの農作業の中心は若い男性で

ある。横石氏は、町民の収入を安定させるた

めには、女性や高齢者でもできる仕事を検討

する必要があると考えた。当時、女性の地位

は低く、自分で定期的に収入を得られるよう

な仕事はほとんどなく、人の田畑や山の作業

を手伝って手間賃を貰うぐらいがせいぜいで

あった。

そんな中、たまたま立ち寄った出張先の大

阪のすし屋で若い女性客が料理に添えられ

た葉つばを見て「きれい、持って帰ろう」と

いうのを聞いた。横石氏は、自分の住んでい

る地域にある「何でもない葉っぱ」が、人に

よっては「きれい」だと思わず持って帰りた

くなるようなものであることに気づいたの

E園



固

である。これをきっかけとして、この葉つばを

「つまもの(日本料理に季節感を演出するカキ、

もみじ、南天などの葉)Jとして市場に流通させ

ることができるのではないかと考え、「上勝の

葉っぱ」を「彩(いろどり)Jというブランドで

流通させることを地域の高齢者と一緒に検討

した。

昭和61年の事業実施当初は、山にある「葉っ

ぱ」をそのままパックに詰めて市場へ卸してい

たが、売り上げは伸びなかった。「彩(いろど

り)Jのレベルアップを図るため、プロの料理人

を招いて「つまもの」の勉強会等を実施し、出

荷する商品の企画や生産方法等の工夫を行っ

た。新たな商品開発やビジネスモデルの構築、

1 C Tの整備を並行して行った結果、当初 100

万円程度だった売り上げが、現在では約2億

700万円330種類以上の商材を供給するまで

に成長した。上勝町の「つまもの」全体の市場

におけるシェアは8割を超え、彩事業に係わる

生産者も 194名となっており、現在では町の中

心的産業となっている。

(2) I C Tの活用とビジネスモデルの構築

昭和61年より始まった「彩事業(葉っぱビジ

ネス)Jであるが、最初は市場の取引結果である

市況を防災広報無線で放送し、その市況をもと

に農協へ個々の農家が商品(葉っぱ)を納品して

いた。平成4年に防災無線FAXが全国に先駆

け導入されたことに伴って、各生産者へ市況報

告、特別注文の対応については、防災無線FAX

により行うこととなった。

その後、平成 10年に通商産業省(現経済産

業省)から 11つまもの」産地連携による「彩」情

報ネッ トワークの開発実証普及事業JC1億600

万円)の助成を受け、高齢者でも扱いやすい高

齢者専用パソコンの開発および情報ネットワー

クの実証実験を行った。彩事業の主力生産者は

高齢者であることから、「高齢者にどうしたら

パソコンを使ってもらえるか」という点を考慮

し、横石氏、地元通信業者が協働し入力デバイ

スを含めーから検討を行った。

①高齢者でも扱いやすい入力デバイスの導入

彩システムにおいて、キーボードから文字を

入力する必要はないことから、数字のテンキー

のみを抜き出したキーボードを特注。また、マ

ウスは高齢者にとって使いずらいことから、操

作のしやすいトラックボール(マウスの大型版)

を採用した。

トラックボール

②高齢者にも分かりやすいシステムの構築

ア)電源を入れログインすると自動的にイン

トラネットに接続し、情報ページが立ち

上がる等、パソコンを使用したことが無

くても直感的に操作ができるようシステ

ムを工夫した。(テレビと同じように電

源を入れればすぐに使える工夫)

イ)カーソルのある部分の色を変え入力箇所

がどこにあるか分かりやすくした。

ウ)システム上に表示される画面の文字 ・ボ

タンを大きくし、また、分かりづらいカ

タカナ語を排した。



③パソコンに触れてもらう工夫

イントラネット上に、町のニュースやお得な

情報等を毎日更新し、 高齢者がパソコンに触れ

る機会を増やすように工夫した。

④生産者を対象とした講習会の実施

パソコンの基本的な操作、彩システムで提供

される情報が何を意味しているのか、その情報

から何が分かるかを理解してもらえるよう頻繁

に講習会を実施した。

ISDN公衆網を利用したイントラネットを構

築し、日常の出荷等のデータ管理については、

当時コンビニエンスストアなどで利用されて

いた POSシステム(唱1)(バーコード)を参考

にし、 「株式会社いろどり」が毎日のデータ管理

(市況・出荷・個人売上)、市場の先読み等、パ

ソコンを活用し、 生産者に情報を伝える仕組

みを構築した。

生産者

徳島県ど掛町

具体的な彩事業の出荷までの流れについて

は、次のとおりである。(図2)

ア)全国の市場から JA東とくしま上勝支所
ヘ注文(唱2)

イ)注文を「彩ネットワークシステム」の同

報FAXで生産農家ヘ一斉送信

ウ)注文に応じる生産者は農協へ電話で連絡し

先着順で受注者が決定

エ)受注者は注文された商品(唱2)、通常商品

在 (世 3)を箱詰めし生産者情報の入った

バーコードを貼付し、農協へ生産者自ら

が納品

オ)農協でバーコードを読み取り各市場ヘ出荷

カ)出荷状況が「彩ネットワークシステム」

サーバーにアップされ、管理 ・共有

キ)各市場において競りにかけられ、価格が

「彩ネットワークシステム」にアップさ

れ管理・共有されることにより個人の売

り上げ管理、市況分析等に活用

・事用パソコンにより.市況の瞳翻・出問先の砲翻
圃呂田出陣
防貨開国FAXで寵急注宜畳置
ー・ 早い暫脳ちにより緊急注文田豊注樋剥在確保

インターネットによる情細発園

時面による聞畠情縄国齢

市温関係者・ 消費者

(図2)

性J)官是認l認をHiJお騒J私淑刊誌23jP22官森清、ご昇格都品j也、主モ惣奥野J5232EA主22
るようになる。

C*注2)緊急商品、価格が安定しており比較的高値で取引されるため生産者の人気が高い
σ注3)通常商品については各生産者が市況を判断し出荷
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直接受ける体制としたものである。民間業者は

賃貸料を町に納め、町ではその料金を電柱の使

用料と電気代および保守点検費用に充ててい

る。IRU方式によるサービス提供は、行政によ

る直接運営よりも維持管理の面で有利であり、

利用者は少ない負担で高速常時接続環境とする

ことが可能となる。

3.彩事業における成果

(1)競争原理による彩ブランドの向上

彩事業の特筆すべきポイン トとして 「競争」

原理をビジネススキームに取り入れたことが挙

げられる。彩ネットワークシステムでは、株式

会社いろどりの提供する販売動向予測、過去の

出荷数量と単価比較、各生産農家の出荷状況や

市場価格、月の売上金額、自分の順位などの情

報がリアルタイムにパソコンで表示される。生

産農家は画面に表示される自分の順位を上げる

ため、販売動向や過去の出荷数量を分析し、生

産計画を立て出荷を行う。最初はパソコンを触

平成 17年には隣町の勝浦町とともに、総務

省の「地域情報通信ネッ トワーク基盤整備事業

費補助金「加入者系光ファイパ網設備事業JJを

活用し、町全域に光ファイバ網を敷設し、イン

トラネッ トからインターネット網を介しての市

況情報提供システムへとシステムを更新するこ

とにより、情報のより一層の高速化を図った。

情報の高速化により、扱える情報が飛躍的に

増え動画配信等にも対応できるようになった。

上勝町 ・勝浦町では、との光ファイバ敷設に

あたってはIRU方式(IndefeasibleRightofUse; 

関係当事者すべての合意がない限り、破棄 ・終

了させることができない回線使用権)による

サービス提供を実施した(図3)。これは、従来、

行政自ら、あるいは第三セクタ一等が光ファイ

パを敷設し、光ファイバの運営 ・維持管理を行

い住民にサービスを提供していたのを、敷設の

みを行政が行い、その光ファイバの使用権につ

いて、民間事業者(株式会社NTT西日本を代

表幹事とする共同体、プロポーザ、ルにより選

定)に開放し、民間事業者のサービスを住民が



ろうとしなかった高齢者も自分の売り上げに直

結する内容がパソコンに表示されると、頻繁に

「彩ネッ トワークシステム」にアクセスするよ

うになり、このことは、高齢者がパソコンを使

い始める動機にもなった。

「情報の見える化」をすることによって、消

費者が欲しい時に欲しいタイミングで欲しい

商品を提供できる体制(自然な生産調整)を確

立することにより、町全体が儲かる仕組みがで

きた。また、生産者聞に 「競争」をさせることに

よって商品価値を上げるための栽培技術の向上

も図られた。個の力を引き出し、公正な「競争」

の原理をビジネススキームの中に入れることに

よって商品クオリティの向上が図られ、市場か

ら「彩ブランド」の評価は上がり、 「彩ブランド

の向上」という共通の目的により地域が一体と

なった。

この彩事業のビジネススキームは現在「葉っ

ぱ」だけではなく、他の栽培物(香酸柑橘類)に

も応用され、成果を上げている。

(2)移住・交流人口の増加

「葉っぱビジネスの町Jr高齢者がパソコンを
活用している町」としてマスコミやWeb、ブロ

¥¥¥¥  |ターン者数

平成 17年
県 内

県外司

平成 18年
県内

県外 3 

平成 19年
県 内

県 外 3 

平成20年
県 内 4 

県外 8 

平成21年
県 内 11 

県 外 9 

合計 |タン計

小計

3 

3 

12 

20 

39 

表 1 上勝町における|ターン・Uターン者数の推移

グ等で取り上げられることが多くなり、それら

の情報発信の効果によってIターンやUターン

する若者が大幅に増加した(図4)。また、 r1 Q 
運動会Jr上勝ゴミゼロ宣言」 などの特徴的な取
組みを実施したこともあいまって、全国から年

間4，500人、町の人口の倍以上の視察者が訪れ

るようになった。また、平成 17年から21年ま

での5年間で51名のIターン、 Uターンを受入

れている (表1)。

移住・交流人口のl¥'!l加のスキーム

(図4)

(3)地域コミュニティ力の向上

上勝町は 1C Tを活用したことにより「人」

と「人」のつながりがさらに強くなった。

Uターン者数 小計 合計

県内 6 

県外
7 8 

県内 2 

県 外
2 5 

県内
4 

県外

県内 2 

県 外
2 14 

県内

県外
O 20 

Uターン計 12 51 

' 



彩農家同士は「彩ネッ トワークシステム」の

情報が、共通の話題となり同じ情報を同じタイ

ミングで共有することが可能となった。新しく

研修生が彩事業に関わる際には、彩ネットワー

クシステムに紹介動画をアップする。彩農家の

高齢者はシステムを通して研修生を知ることに

なる。このことによって、彩農家が研修生の受

け入れをスムーズに行えるだけでなく、研修生

の動画が共通の話題となる事によって彩農家同

士、彩農家と研修生といった形で交流が図られ

ることとなった。

また、 Iターン、 Uターン者は、地域の魅力を

ブログという形で発信している。当初Iターン、

Uターン者のブログは外部向け(移住希望者等)

の情報発信となると思われていたが、実際には

Iターン、 Uターン者と町内の既存コミュニティ

の共通する話題として、地域をつなぐ重要な役

割を担った。

個々で発信されていた情報が 1C Tを活用す

ることによって共有 ・交流のツールとなって、

地域のコミュニティ力の向上が図られた(図5)。

上勝町におけるICTがつなぐ紳

4.彩事業の抱える課題と今後の展望

(1)情報格差問題

平成17年の光ファイバの敷設により都市部

との情報格差は是正され、 全世帯の約86%が

超高速インターネット、 1P.電話、ケーブルテ

レビサービスを利用している。しかし、高齢者

の多い上勝町ではブロードバンドを活用したイ

ンターネッ トやパソコンの利活用については検

討する余地が多い。彩事業に従事している生産

者も例外ではなく、今後は更なるコンビュータ

についての知識および利用能力の向上が必要と

なっている。

平成 19年 11月にマイクロソフト株式会社

とr1 C Tを利活用した地域振興に関する覚
書」を過疎地で初めて締結した。マイクロソフ

ト株式会社の協力の下、 1C Tリーダーの育

成、自立的な地域 1C T利活用形態の構築を図

るべく「上勝町 1C T戦略検討委員会」を設置

し、 1C Tによる地域課題の解決を目的とし

て、町内外団体との共同による体制づくりを

移住希望者

鰹25弘信グ
上勝町ヘ定住

ιJ、ーィ
G田 D ) 
Eヨ 伝 説 彩システム )

同
国
、

川何
回

〈園5)



行った。現在、地域の 1C Tリーダーを中心と

して 1C T勉強会の開催、集落巡回セミナーを

行い、コンビュータについての知識および利用

能力の向上、情報格差の解消を目指している。

(2)後継者問題

高齢化、人口減少に伴う後継者問題は深刻で

あり、後継者育成が急務となっている。後継者

育成の足掛かりとして、平成22年度には内閣

府地域社会雇用創造事業により 18歳から 65

歳まで2年間で 160人の地域密着型インター

ンシップ研修の受け入れを実施し、移住希望す

る若者が安定した所得を確保できるよう、 季節

ごとの生産品目の組み合わせの研究、新たな商

品の開発等を行っている。

また、ブログ、やTwitter(短いテキス ト(つぶ

やき 140字以内)を投稿する。「ミニブログ」と

説明されることもある。)が若い移住検討者に

とって重要な情報源になっていることから、町

内ブログの新規開設促進の環境整備を行うとと

もに、上勝町の魅力を全国に発信する新たな方

r法としてUstream(動画共有サービス、 簡単な

設備で「生放送」を行う事ができ、配信側が保

存しておけばバックナンバーも見る事も可能)

による「上勝TV Jの放送を平成22年12月よ

り実施している。個々で発信されていたWeb、

ブログ、 Twitter等の 1C Tを活用・連動させ

る乙とによって「上勝ブランド」の更なる向上

を図る仕組みづくりを行っている。

(3 )彩事業の今後の展望

彩事業は、 1C Tを活用した新しい産業の創

出ということだけではなく、高齢化社会に向け

て本当の幸せは何か、自分の生きがいとは何か

というクオリティ・オブ ・ライフ (i生活の質」

人が充実感や満足感を持って日常生活を送る

ことができること)の向上がテーマであると考

えられる。取材した彩生産者のご夫妻は「彩が

あったおかげで、今がいちばん幸せ」と彩事業

の魅力を笑顔で話していただいた。お金儲けの

楽しさだけでなく、社会の役に立てる喜び、「上

勝でなければ出来ない商品が自分たちにはあ

る」という自信を取り戻した上勝町の高齢者は

実にいきいきとしている。高齢になっても主役

となって働ける環境が上勝町にはあり、彩事業

が生きがいとなっている。「病は気から」という

言葉があるが、忙しく働く上勝町の老人医療費

は徳島県ー少なくなっており、高齢者に生きが

いと自信を与える産業を興すことが福祉の増進

にもつながっている。



農産物直売所による中山間地域農業の
活性化

愛媛県内子町は、長年農業を基軸とした地域

活性化に取組んできた。特に、農産物直売所「内

子フレッシュパークからりJ(平成8年開設)に

おいて、直売所と農家とを結ぶ販売管理システ

ム「からリネッ卜」を導入し、農家が直売所で

の売上状況を適時に把握し追加出荷等を行える

環境を整備する乙とにより、内子産農産物に新

たな付加価値を与えている。

1 .内子町の概要

人口 18.890人(男:9.003人、女 :9.887人)

世帯数 7.359世帯(平成22年12月31日現在)

面積 299.5kID

担当課 内子町産業建設課産業振興班

TEL.0893-44-2111 

内子フレッシュパークからり

TEL.0893-43-1122 

内子町HP

http://www.town.uchiko.ehimejp/ 

内子町フレッシュパークからり HP

http://www.kararijp/ 

広島県

愛媛県内子町

内子町は愛媛県のほぼ中央、松山市の南西約

40kmに位置し、総面積299.5kIDの約70%を山

林が占める典型的な中山間地域である。また、

歴史的には、江戸から明治にかけて木蝋(もく

ろう)と和紙の生産で栄えた町である。平成22

年4月1日現在での65歳以上の人口の割合は

33.4%となり、 愛媛県全体の平均25.9%と比

較して高齢化が進んでいる。

内子町における主要産業の一つは観光業で

ある。町中心部には木蝋 ・和紙生産等による

繁栄を物語る古い和風建築群「八日市 ・護国町

並み」が残っており、地区住民による町並保存

会設立(昭和50年)、「内子町伝統的建造物群

保存地区保存条例」制定(昭和55年)など、町

が一丸となってこの観光資源の保存 ・活用に

積極的に取組んできた。その結果、昭和57年

には「重要伝統的建造物群保存地区」にも選定

された。そしてこの町並みを活かしたまちづく

りの成果として、年間観光入込客数は年々増加

し、平成20年度には 110万人を超えるに至っ

ている(昭和50年度は l万3千人程度)。



2. I C T導入の背景と取組み内容

(1)内子町における農業の現状

観光産業とともに内子町を支える重要な産

業が農業である。木蝋産業が表退した後の内

子町における基幹農産物は、中山間地域の傾

斜地を利用した葉たばこと栗、柿、梨及びぶど

う等の落葉果樹である。最盛期の昭和50年代

には町の農業総生産額の 5割近くを葉たばこ

が占めていたが、たばこ需要の低迷による減

反政策、安価な輸入品の流入等により、年々出

荷額が減少している。また、もう一つの基幹農

産物である落葉果樹についても、農産物価格

の低下等により、市場の販路のみでの所得安

定は困難となっている。さらに内子町は中山

間地域共通の 「小規模農業で、生産基盤が脆弱」

という不利な条件下にある。その他にも農家

の高齢化や農業就業者の減少など、多くの課

題を抱えている。

(2)農産物直売所の開設

内子町では、町の農業の活路を見出そうと、

昭和60年度から農家の自主勉強会である「知

的農村塾」を開講してきた。この知的農村塾で

は、 主に農閑期(冬季)に講演会や先進地域の

視察研修を行い、農業活性化及び農村生活のあ

り方に関して町と農家が共に考える中でさま

ざまな知見を蓄積してきた。また、平成4年頃

には、農業に観光の視点を取り入れた「観光農

園」に取組み、成功を収めるものも出てきてい

た。このような知見や成功例を踏まえて、内子

町が策定したのが「フルーツパーク構想 ・基本

計画書J(平成4年)である。

内子町は、「フルーツパーク構想 ・基本計画

書」において、同町産農産物のイメージアップ、

農家経営の安定及び農業関連産業の創出を図

る必要があり、農業にサービス業的視点を取り

愛媛県内子町

入れた総合産業化の推進、都市と農村の交流及

び農業における情報化推進と農業情報の利活

用こそ、町の農業が目指すべき方向性であると

した。

乙れを実現するためには、 ①消費者と直接向

かい合ってニーズを把握することができる場、

②農家同士が情報を共有できる場、 ③総合産業

としての農業を試行することができる場を作

る必要があると考えた。こうして計画されたの

が、農産物を販売するだけの単なる直売所では

なく、農産物を加工する工房、レス トラン及び

インフォメーションセンターが併設され、農

業を他の産業と複合させる実験的施設として

の「フルーツパークJ(のちの「内子フレッシュ

パークからりJ)で、あった。

直売所の立ち上げに向けて、内子町は、農家

に対しての継続的な学習会を実施し、平成6年

には農家が販売 トレーニングを行う実験施設

「内の子市場」を開設した。そこで農家は価格

設定、品揃えなど直売所経営に必要なノウハウ

を学ぶとともに、独自の販売価格の設定や消費

者への販売応対などの課題に対して、農家が協

力して乗り越える経験により、農家聞の団結力

と各農家の自主性が培われた。

このような準備を経て、内子町では平成8年

に「内子フレッシュパークからりJ(以下、「か

らり」という。)を開設した。

(3 )からりネットの導入と事業概要

①「からリネット」導入の目的

「からり」開業にあたっては、「内の子市場」

の経験から浮かび上がった以下のような課題

への対応が必要であった。

《内の子市場での課題》

-出荷品の増加に伴い、商品名や値段等が記載

されたシール作成のための情報登録作業の



負担が増加し、品目追加、価格変更等が迅速・

柔軟に行えなくなったこと

-出荷者数と売上が増加したことに伴い、手作

業で、行っていた業務が煩雑となり、毎月の精

算作業(出荷者ごとに販売額から販売手数料

を差し引き、指定口座に振り込む)が遅延し

たこと

-売れ残り商品については出荷者が毎日引き取

るルールであるため、閉庖間際に出荷者から

売れ残り状況の確認電話が直売所に殺到し、

対応に追われたこと

-曜日、天候及び時間帯により、出荷品の品目 ・

数量にばらつきがあること

町では、これらの課題を解決するには、商品

が販売されるたびにリアルタイムで当該販売

情報を記録する POSシステムと、農家と直売

所をつなぐ情報ネッ トワークを整備する必要

があると考えた。

POSシステムによって、それまでパソコン

で作成していた出荷品貼付用シールの作成が、

シール作成専用端末に数値などを入力するだ

けで可能となることに加えて、生産者ごと、品

目ごとの販売記録が自動的に集計されるため、

月次精算作業を正確かつ迅速に処理すること

ができる。さらに、農家と直売所を情報ネット

ワークでつなぐことにより、直売所売上情報を

ほぼリアルタイムで出荷農家に対して配信す

ることが可能になる。

そして、この二つのシステムを結合させたも

のとして「からりネッ ト」が直売所開設ととも

に導入されたのである。

②「からリネッ卜」の整備

「からりネッ ト」は、内子町が独自に開発 ・

導入したシステムである。まず、内子町は、平

成7年からの直売所施設の整備と併せて、農

林水産省の農村資源活用農業構造改善事業を

活用して、各農家に設置する農業情報端末(専

用FAX端末)140台と直売所のPOSレジ4

台、さらに「からり」内に情報センター(同セ

ンター内には各専用端末、データサーバー、配

信用サーバー等)を設置し、電話回線と LAN

によって農家と直売所を結んだ。そして平成

11年には、地域農業気象情報施設整備事業(農

水省)助成によって、農業情報端末を80台増

設したほか、町内に気象観測ロボット 3基等が

設置され、農家に対する気象情報の配信も開始

した。さらに平成 14年には、高度情報化拠点

施設整備事業(農水省)助成により、それまで

は専用端末のみであった農家への販売情報提

供について、一般FAXや通常電話での音声に

よる提供、携帯電話やパソコンへのメールでの

提供等も可能とした。

③「からリネット」の運営方法

現在の「内子フレッシュパークからり」は農

産物直売所、農産物加工施設(パン工房、爆製

工房、シャーベット工房等)、飲食施設(レス

トランからり、あぐり亭)、情報センター及び

農村公園で構成される複合施設となっている。

「からり」は、内子町と住民が出資している第

三セクターの株式会社内子フレッシュパーク

からり(以下、「憐)からり」という)が指定管理

者として経営を行っており、そのうち直売所の

運営は生産者組織である「からり直売所出荷者

運営協議会」ヘ委託している。

「悌)からり」はシステムの管理運営、保守等

を行うほか、農家を対象としたパソコン講座

(顧客管理 ・農業簿記 ・ピラ作成 ・ホームペー

ジ作成など)を開催し、からりネットの活用促

進を図っている。

また、内子町は、直売所関連施設、情報セン

タ一等の施設整備を行い、「からりネット」が



定着するまでは、職員を情報センターに配属し

て管理運営を行った。現在は、町の農村支援セ

ンターが』情報提供や技術的支援のみを行って

いる。

④「からりネット」利用の具体的な流れ

-出荷農家は、「からり」ヘ農産物を納入持参

し、設置端末に自ら出荷品情報を入力して

バーコードシールを作成する。

-出荷商品が購入され、レジ、で、バーコードが読

み取られると、 当該商品の売上情報がからり

のホストコンビュータへ送信され、販売情報

が記録される。

-販売情報は、出荷農家の指定した時刻c1時

間ごとに設定可能)に出荷農家の端末へ自動

配信される。

-出荷農家はほぼリアルタイムに配信されてく

る販売情報に合わせ、必要に応じて追加出荷

する。

シール作成用端末を操作する生産者

愛媛県内子町

⑤システム導入にあたり工夫した点

システムの導入においては、農家の高齢化に

配慮し、高齢者等でも容易に利用できるシステ

ムとすることを重視した。例えば、農家に設置

した情報端末はボタンを押すと自動的にから

りのサーバーに繋がり、音声ガイダンスに従っ

て情報の入手が可能となっている。また、シー

ル作成用端末は必要最小限の操作で、済むよう

に、キーボードや操作画面を独自に製作 ・改良

している。

⑥「トレーサビリティ・システム」の導入

農産物の安全性に対する消費者ニーズが高

まる中、「からり」の農産物の付加価値をさら

に高める目的で、平成17年にトレーサビリ

ティ・システムがからりネットに追加された。

トレーサビリティ (Traceability)とは、食品

の生産、加工から涜通に至る移動を把握できる

ことであり、このシステムを導入することによ

り、消費者はこれまでの内子町産農産物である

という安心感だけでなく、より詳細な栽培情報

や農薬等の使用状況も知ることができる乙と

になった。

0提供される情報
・生産者情報(生産者氏名、農家画像)

・栽培情報(作物名、品種、圃場、作業内容)

.農薬、肥料(名称、使用量、使用日)

Oトレーサビリティ・システムの流れ

・農家は、栽培前に、出荷予定青果物について品

種及び生産圃場等の情報を登録し、作物別に

設定された使用可能な農薬及び肥料が記され

たコード一覧表と生産記録用紙(0C R)を

受け取る。※コード一覧表を予め配布しない

のは誤入力防止のため。
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生産記録用紙(0仁R用紙)

-農家は当該コード表に従い栽培するととも

に、 OCR用紙に作業内容、施用農薬及び肥

料の種類 ・数量を記録する0

・(株)からりが、生産工程を記録したOCR用紙

を読み取り、登録情報の誤り、登録漏れ、使

用禁止農薬使用の有無を確認する。

・トレーサピリティの基準に合致した商品のみ

がからりネットへの登録 (1からり」への出

荷)が可能となり、バーコードシールが発行

される。

-消費者は、商品に貼付されたバーコードを庖

頭設置端末により読み取る方法、または「か

らり」のホームページから当該商品のバー

コード番号を入力する方法により、 当該商品

に係る生産者情報、栽培情報などを知ること

ができる。
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このような仕組みは、 生産者にとって負担と

なるものである。しかしこれは 「安全安心な農

産物を消費者に提供すること」による、条件の

不利な中山間地域農業の生き残りをかけた取

組みであり、出荷農家全員の合意の上に行って

いるものである。

庖頭に設置されたバーコード読み取り端末



愛媛県内子町

からりネットのしくみ

〔官民器官〕

生産者

必要に応じて再出荷

FAX電話(音声)
情報センター

3.事業の成果

からりネットを導入したことにより、売り上

げデータが 1時間毎に農家、品目、単価毎に集

計され、農家は自宅のパソコンや携帯電話等を

通じて、例えば、農作業をしていても販売情報

を容易に把握でき、出荷の調整ができるように

なった。そのため、出荷品の追加納入及び引取

りを効率的に行う乙とができるようになり、品

薄・品切れの解消につながっている。この結果、

直売所には常に新鮮な農産物が陳列され、「高

鮮度Jという差別化による売上向上という好循

環が生まれている。

また、 POSシステムによって集計・精算に

おける正確かつ迅速な処理が可能となったこ

とにより、当初は一月ごと(月 1回)であった

口座振り込みが半月ごと(月 2回)となってい

る。農家にとって早く現金収入があれば、それ

だけ次の栽培に向けた取組みが容易となるた

め、非常に好評である。

また、トレーサビリティ ・システムを導入し

て、消費者が生産者の氏名、電話番号等その他

の生産者情報、及び栽培情報を確認することが

可能となったことにより、 生産者と消費者との

聞に「顔の見える関係」が生まれた。消費者に

とっては「安心」という付加価値を生み出し、

リピーターの増加につながっている。また、消

費者は気に入った商品の生産者に直接農産物

を注文でき、一方で、商品に対するクレームを

直接生産者に伝えることもできる。そのため、

生産者側も消費者の声を直接聞くことができ

るため、それが生産する励みになるとともに、

クレームもよりよい商品生産に活かされてい

るという。

さらに、日々の販売情報を独自分析すること

により、時季ごとに効率的な作付 ・出荷計画を

立てる農家や、減農薬 ・減化学肥料栽培に積極

的に取組む農家などがますます増加してきて



4.課題と今後の展望

(1)課題

「からり」では、内子町産農産物しか販売し

ない点、からりネットにより常に鮮度の高い野

菜が陳列されている点、トレーサビリティ ・シ

ステムにより農産物の安全性が確保されてい

る点等が消費者に受け入れられて、これまで順

調に売上を伸ばしてきた。

しかし近年、 全国的に農産物直売所が増加

し、内子町の近隣地域においても数か所の直売

所が開設され、 直売所間での競争が激しくなり

つつあり、 「からり」の売上総額の伸びもほぼ

横ばいとなっている。

(2)今後の展望

「からり」では、更なる売上拡大に向けて、ま

ず、消費者のトレーサビリティ ・システムに

対する理解を深め、「からり」の農産物の安心・

安全を多くの消費者に PRするため、からりの

ホームページにトレーサビリティ ・システム

いることもからりネット導入の成果であると

「からり」における売上は、設立当初の約

4，200万円から平成21年度には約4億4，400

万円へと大幅に増加している。また、出荷農家

数も設立当初の100人から平成21年度末には

430人と増加しており、出荷者一人当たり販売

額は約110万円、出荷者全体のうち 1割以上が

300万円以上、年間販売額が1，000万円を超す

農家も出てきている。直売所出荷農家は自ら価

格を設定し出荷できる反面、売れ残れば引きと

らなければならないという状況の中、いかに売

上を伸ばすか各農家が試行錯誤することによ

り経営感覚を磨いてきたこと、そして農家どう

しが切瑳琢磨することにより競争意識が芽生

えてきたことによる成果である。

また、「からり」は農家同士、そして農家と消

費者の交流の場ともなっており、こうした交流

を通してコミュニティのつながりも強くなっ

てきているという。

いえる。
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について分かりやすく説明するページを設け

ている。また、内子町ではトレーサビリティの

取組み普及のため、毎年 10月3日を「トレー

サの日」と定め、「からりJでもイベントを行い、

消費者にトレーサビリティに対する理解を深

めてもらおうと取組んでいる。

その他にも、安心・安全にこだわり、低農薬・

低化学肥料を推進する「内子町特別栽培農産物

等認証制度(エコ内子認証制度)Jという内子

町独自の農産物安全性認証制度の創設や、から

りの農産物を材料とした製品(シャーベットや

ケチャップ等)の開発、販売を行っている。

このように、内子町は、農業を基軸とした地

域活性化のために、様々な取組みを行ってき

内子フレッシュパークからりの様子

愛媛県内子町

た。その中でからりネットという情報システム

を導入したが、システムはあくまでそれら数々

の取組みを支えてきたツールにすぎない。この

成功の背景には、「からり」設立前における入

念な課題把握 ・分析と課題解決に向けた取組

みがあり、さらには内子町の農家が行政に依存

しすぎず、自らで考え、協力し合って課題を乗

り越える体制を築いてきたこともあると思わ

れる。

こうした取組みを積極的に発信して、「から

り」では「内子の農産物は新鮮で安心」という

ことを広く消費者に浸透させて、他の直売所と

の差別化を図っていく考えである。

E圃



「大名なう」フロジェクトがもたらした、
新たな地域活性化のかたち

福岡県 福岡市

九州の経済・文化の中心である福岡市におい

て、Twitterによる街おとしが脚光を浴びてい

る。「大名なう」と名付けられたこのプ口ジ、工ク

トは、当初、九州有数の繁華街である天神・大

名地区のWiFi化のPRから始まった。庖舗の売

上増加に加え、商庖主による自発的な地産地消

の取組みゃ、賑わいの仕掛けづくり等を生み出

していることから、 ICTを活用した新たな地

域活性化のモデルとして、 注目を集めている。

1 .福岡市の概要

人 口 1，461.631人(平成22年9月1日推計)

男 699，761人

女 761，870人

世帯数 705，666世帯

面積 341.32kn1 

担当課 福岡県企画 ・地域振興部情報政策課

TEL.092-643-3229 

福岡市総務企画局行政部憎剖廿駐留果

TEL.092-711-4071 

天神 ・大名WiFi化協議会事務局

TEL.092-40 1-0997 

(NPO法人高度π人材アカデミー内)
福岡県HP http://www.pref.fukuoka抱.jpl

掴司市HP http://www.city.fukuoka抱.jpl
大名なうHPhttp://daimyonow.jp/ 

福岡市は、福岡県の県都であり、九州の経済・

文化の中心地でもある。卸 ・小売業など第3次

産業を基幹産業とし、多くの官公庁等の行政機

関や全国企業の支屈が集積している。

福岡市から他の日本国内の主要都市(東京 ・

大阪 ・札幌等)までの距離は、福岡市からアジ

ア各国の主要都市(釜山・ソウル・上海・北京・

台北等)までの距離とほぼ同じである。こうし

た地理的な優位性から、平成21年度の福岡空

港の利用者数は全国の空港中4位の約1，590万

人に上る。また、同年度の福岡空港の貿易総取

扱額は約8，253億円であり、そのうち、韓国・

中国 ・台湾等のアジア諸国を中心とした取引が

多くの割合を占めている。

博多港には、世界の主要な港との聞に、 32

航路 ・月間 186便の定期貨物船が就航してお

り(平成22年8月1日現在)、日本の海上輸送

のー拠点となっている。また、福岡~釜山間の

フェリーなど複数の定期航路のほか、中国発着

のクルーズ船の寄港が増えていることなどか

ら、平成21年度における博多港の船舶乗降人

員実績は、総計で約175万人に上っている。

圏内交通においては、山陽新幹線のターミナ

ル駅である博多駅から、九州全域への鉄道路線

が発着しており、平成22年度末には、九州新幹

線鹿児島ルー トの全線開業も予定されている。

このように、福岡市は、圏内からの九州への玄



関としてだけではなく、アジア各国からの日本

への玄関としての、重要な拠点、となっている。

2. r大名なう」プロジ、エクトの背景と
取組み内容

(1)これまでの経緯

アジア各国の企業が日本市場に進出するにあ

たり、福岡市内に事業拠点を置く例は多い。そ

の理由は、半導体や自動車、情報関連産業等、

日本の主要産業の研究開発 ・製造拠点が、九州

地方に広く集積していることが挙げられる。ま

た、高速道路 ・鉄道 ・空港 ・港湾等の充実した

インフラ網が整備され、圏内 ・国外へのアク

セスが便利であることも、その理由に挙げられ

る。そのため、福岡県 ・福岡市は、企業誘致 ・

観光客誘致によってアジアの経済力を導入し、

九州経済の活性化を図る取組みを進めている。

福岡県は、平成19年度策定の「新ふくおか 1T 

戦略」において、産学官連携のもと、 無線ネッ ト

ワークを活用した新サービス創出を推進する

「ふくおかWiFiプロジェク ト」を開始した。こ

れは、アメリカの無線LAN商品の業界団体が

認証した規格による接続端末を、 一定範囲のエ

リアに多数設置することにより、 WiFi対応端

末を通して、いつでもどこでも無料でインター

ネッ トに接続でき、多彩なサービスを受けられ

る環境を整備する ものである。その一環とし

て、平成19年、福岡県情報政策課とNPO法人

高度 1T人材アカデミー(以下rA 1 P Jとい
う。)の協働により、九州を代表する繁華街 ・天

神地区と、その西側に隣接する大名地区のWiFi

化を進める「天神 ・大名WiFi化プロジ、ェク ト」

が企画された。また、プロジ、ェクトを統括する

事務局として、福岡県情報政策課や地元の企

業、大学を主な構成員とする「天神 ・大名WiFi

化協議会J(以下「協議会Jという。)が設置され、

A 1 P内に事務局が置かれた。

このプロジ、ェクトは、海外からのビジネス客

や旅行者、若者を中心とする買物客等を対象

に、観光 ・ショッピング ・ニュース・イベント

等に係る情報を提供し、地域の魅力の向上を図

るとともに、 WiFi環境を用いたビジネスモデ

ルの構築を目指す実証実験であり、 具体的な効

果として、以下の4項目が期待された。

①地域の庖舗から、 訪問者が必要とする新鮮な

情報を発信し、 集客を図ることにより、 売上

を増やす

②利用者による口コミ情報を発信し、利用者相

互の交流活動を創出する

③県内外の他の自治体、地域の参考となるモデ

ルを構築する

④公衆無線LANの活用など、専門的な技術を

持ったNPOの活用を促進する

「天神 ・大名WiFi化プロジェクト」は、 WiFi

環境の整備にあたり、スペインに本拠を置く

無線通信システム機器メーカーの日本法人か

ら、 200台の無線LANルータ一端末の提供

を受けた。平成20年度内には、同地区内の庖

舗や駅へのルータ一端末の設置を完了した。協

議会がWiFi化事業を開始した当初、 地元商業

者の中には、 WiFi化による地域へのメリット

が十分に理解されなかったこともあり、協議会

の活動内容を訪しみ、警戒するような様子も見

られたという。そうした商業者に対し、協議会

は、地域の発展のため、地域の活性化のために

WiFi化が必要であると繰り返し説明し、徐々

に理解を得ていった。

また、平成20年度から21年度にかけて、福

岡県は rNP 0との協働による県民サービス向

上事業」の一環として、 WiFi化が完了した地域

内において利用可能なアプリケーションを開発

固



し、店舗や交通に関する情報提供を開始した。

さらに、アプリケーションに掲載される庖舗情

報の拡充と、来街者の積極的な誘引を図るべ

く、ファッション、雑貨、美容院、飲食店など、

地区内の主な店舗情報を集めたデータベースの

構築を実施した。

そして、平成21年度末に、プロジェク トの成

果を一般市民向けに広く周知すべく、企画 ・実

施されたのが、いわゆる「大名なう」プロジェ

クトである。

(2)大名地区の概要

「大名なう」プロジ、ェク トの内容を概観する

前に、プロジ、ェク トが実施された大名地区につ

いて、その歴史と現況を簡単に紹介する。

大名地区は、九州地区を代表する繁華街 ・天

神地区の西側に隣接する地域であり、江戸時代

には、福岡城下の家老や重臣の屋敷が建ち並ぶ

武家町であった。戦後長らく、住宅と地域密着

型の小規模な商業店舗が混在する地域で、あった

大名地区の街並み

が、平成に入り、若者向けの洋品店や飲食店が

数多く進出し、独自の商業集積が形成された。

大名地区の最大の魅力は、商業集積や街並み

の雑多性にあり、これは天神地区にはみられな

いものである。地区内には入り組んだ路地が多

く、若者向けのファッション庖舗やカフェのす

ぐ隣に、昔ながらの青果庖や飲食庖、マンショ

ンや一般住宅が並んでいるなど、買物客や居住

者が常に回避するまちが形成されている。西日

本鉄道のターミナル駅である西鉄福岡駅からも

近いことから、交通アクセスにも優れ、平日の

人通りも多い。

その一方で、近年、地区内の取り壊されたビ

ルや建物の跡地に、コインパーキングが虫食い

状に増加している。また、天神地区への庖舗の

流出による空きテナントも見られる。天神地区

と異なり、旧来の商業者が地域密着型の商業基

盤の上で活動してきたため、大規模な百貨庖や

地下街等で構成される大都市型商業集積に対

し、有効な対抗モデルを構築できずにいたこと

は、大名地区の商業機能が持つ潜在的な弱みで

あったとも言えよう。地域商業の空洞化による

経済活動の停滞をいかに打破するかが、大名地

区における現下の課題となっている。

(3) r大名なう」プ口ジ、エク卜の特色

「大名なう」プロジ、ェクトの基本コンセプト

は、大名地区とその周辺地域を愛する人びと

(商業者や来街客、メデ、ィア、 1T関係者等)が、

商業者であればサービスの提供、メディアであ

れば情報発信といったように、各自の強みを活

かしつつ、 Twitter等のツールを用いて、地域や

庖舗の情報を発信し、地域活性化に繋げる、と

いうものである。

Twitterとは、平成 18年7月にアメリカの

情報系企業が開始したコミュニケーション ・

サービスである。2008年のアメリカ大統領選

挙で活用されたのを契機に、世界的に普及が

進んだ。サービスの利用者は、 140文字以内

の「ツイート (つぶやき)Jと呼ばれる短文をサ

イト上に投稿出来る。また、他の利用者の「ツ

イート」を閲覧出来る。さらに、他の利用者の

うち、自分が興味を持った利用者を登録出来る

「フォロー」機能により、 自分専用のサイ トであ



る「ホーム」に、自分の投稿と 「フォロー」した

他の利用者の投稿を、時系列順に表示出来る。

「フォロー」によって成立したグループにおい

て、 SN Sやメールに比べて 「ゆるい」とされ

るコミュニケーションが自発的に生まれる点

に、最大の特徴がある。

「大名なう」という名称の由来は、日本の

Twitter利用者が、今どこで何をしているのか、

という情報を発信する場合に、f..なう」とい
う表現を用いる習慣が存在することに由来す

る。「なう」という語尾は、英語の fNOWJに由

来しており、「今、 ・・にいるJf今、 ・・してい

る」という、所在と行為の両方の表現老、「なう」

という語尾だけで言い表すものである。

「大名なう」プロジェクトの特色は、 Twitter

の利用者が大名地区の話題を発信する際、ハッ

シュタグ機能によって必ずf#daimyoJと付記

するという一点にある。ハッシュタグとは、あ

る話題に関する「ツイート」を投稿するとき、

Twitterの検索機能を用いて一覧形式で見るこ

とが出来るよう、キーワードの前に#を置いて

投稿する機能のことをいう(例:#・・・)。現

在の日本語版のTwitterは、特定の話題に関す

るキーワードについて、半角ローマ字を用い

て入力する必要があるが、利用者は、このハッ

シュタグを用いて、大名地区に関するものに特

化した情報の検索を行い、それを入手するこ と

が出来る。

例えば、 Twitterの利用者が、 f#daimyoJと

入力して検索すると、 ff#daimyoJと付記され

た「ツイート」が一覧表示される。これらの「ツ

イート」の多くは、グルメ情報や新商品入荷情

報、イベン ト情報のほか、まちの賑わう様子、

商庖主と買物客のやりとりである。利用者はこ

うした情報を参考に、大名地区の庖舗を訪れ、

飲食や買い物をしたり、大名地区での経験談を

「ツイート」する。以下に、やりとりのイメージ

福岡県福陽市

を示す。

.庖舗X: f本日のオススメは!豚玉井 ・

550円鶏のみぞれ揚げ定食 ・680

円です!ご来店、お待ちしてま

す #daimyoJ

.利用者A:f@庖舗X 鶏がおいしそう

#daimyoJ 

・屈舗X: f@利用者A ありがとうござ

いますお待ちしてます

#daimyoJ 

.利用者B: f今日のランチは@庖舗Xで鶏の

みぞれ揚げ。リーズナブルで美

味。満足#daimyoJ

・利用者C:f@庖舗X 明日のランチメニュー

は何ですか?#daimyoJ 

.庖舗X: f@利用者B ありがとうござい

ました明日もお待ちしてま

す #daimyoJ

・庖舗X: f@利用者C 明日のランチメ

ニューは明日の 11時ごろにつぶ

やきます。お楽しみにご来庖

お待ちしています #daimyoJ

・利用者A:f結局、@庖舗Xに行きそびれた。

明日行こう。#daimyoJ

.庖舗X: f@利用者A お会いできず残念

でした。明日もお待ちしてます

ね #daimyoJ



こうした情報は、 Twitterの「リツイートJ(他

の利用者による記事の再投稿)や、「リプライ」

(他の利用者宛のメッセージの投稿)等の機能

を介して、口コミのように、ひとりでに拡がっ

ていく'性質を持っている。こうして、 Twitterを

利用することにより、個人が発信した情報が不

特定多数の利用者に瞬時に共有され、情報の内

容に対する興味 ・注目を惹き起こし、消費など

の経済活動を誘発する原因となる。

なお、 Twitterを利用する場合には、利用者登

録は必要であるものの、情報発信に必要となる

費用は一切発生しない。これにより、個々の庖

舗は広告料などを新たに負担することなく、広

告 ・情報発信者E行うことが出来る。利用者間の

情報交換を支援するため、協議会は、「大名な

う」プロジェクトに特化したTwitter閲覧の専

用サイト rpokedingJを開発し、供用している。

(4) i大名なう」プ口ジ、エク卜の開始

「大名なう」プロジ、ェクトによる第 l回目の

イベントは、福岡県が「天神 ・大名WiFi化プロ

ジ、ェク ト」の成果を広く市民に周知するために

主催したイベント「ふくおかから始めるユビキ

タスまつり」のー企画として、平成22年 2月

12日から 3日間実施された。これは、大名地区

に隣接する 「新天町商店街」と、大名地区の商

業者有志で組織されたまちおこし団体「大名会」

が行政の全面的な協力を得て実施したものであ

り、合計51庖舗が参加した。

このイベン トにおいて、参加51庖舗の基本

情報や、 一押しの逸品 ・名物の紹介のほか、大

名地区と「新天町商店街」の歴史 ・裏話、催し

物の開催情報、プレゼント情報などが、 Twitter

やコミュニティ FM、新聞等の複数のメディア

を通して発信された。

当時、 Twitterに対する社会的な注目度が高

かったこともあり、「大名なう」プロジ、ェク ト

は、 WiFi化の成果と利用促進の PRとしての

性格よりも、 Twitterによる地域活性化キャン

ペーンとしてメディアに認知され、広く報道

されることとなった。その結果、イベント 自

体の認知度が高まり、後述のような、 事業者

間の自発的な連携などの新たな動きがもたら

された。

イベン卜の様子

(5) i大名なう」プロジ、エク卜の発展

第2回目のイベントは、平成22年3月19日

~22 日にかけて開催された。 2 月に実施した第

l回のイベント時と同様、複数のメディアを用

いての情報発信が行われた。これに併せ、 A1 P 

は国の緊急雇用創出事業を利用して20名のス

タッフを雇用し、大名地区の庖舗情報を掲載し

たサイトを拡充すべく、 4.000庖舗以上ともいわ

れる大名地区の庖舗のうち、約1，800庖舗の情

報を収めたデータベースを作成した。

乙のイベントでは、「大名会」に加盟する複

数の庖舗が、行政や協議会の動きとは別に、福

岡県南東部に位置する東峰村との間で、自発的

に協働事業を行い始めた。大名地区の飲食屈で

は、東峰村特産の食材や焼物などを活用し、地

産地消型の食事メニューが提供され、特産品

の即売も行われた。また、動画投稿サイトとし

て世界的なシェアを誇るYoutubeに「大名TV

チャンネルJr東峰村チャンネル」が開設され、



両地区を撮影した動画による情報の発信が行わ

れた。これに関連し、スマートフォンに付属す

るデジタルカメラを起動すると、「エアタグ」と

呼ばれる、現在地に関する付加情報がディスプ

レイに映し出されるアプリケーションソフ ト

「セカイカメラ」を利用し、「大名TVチャンネ

ルJr東峰村チャンネル」に掲載された動画の撮
影地に関する情報の提供も行われた。

第 1回目のイベン トが、情報の発信に特化し

ていたのに比べ、第2回目のイベン トは、民間

事業者間の自発的なコラボレーションが積極的

に行われた点に大きな特色がある。こうした経

緯を経て、ゴールデンウィーク期間中に開催さ

れた第3回目のイベン トでは、商庖主同士の連

携によるスタンプラリーや、 Twitterを利用し

た体験型ミステリーツアーなど、参加事業者が

主体となった創発的なイベン トが行われた。こ

のように、「大名なうJプロジェク トは、協議会

と行政による協働型事業から次第に離れ、情報

の発信を事業の核としながらも、参加者 ・商業

者 ・協賛企業が主体となり、あるいは協働して

イベン トを運営する仕組みへと転換している。

3. r大名なう」プロジェクトの成果

「大名なう」プロジ、ェク トの実施により、大名

地区に関心のある多くのTwitterの利用者が、

地域情報に触れられる機会が大幅に増加した。

また、 Twitter上の口コミを頼りに、大名地区の

庖舗を訪れる買物客数の増加、売上額の増加と

図平成22年2月 「大名なう」プ口ジ、エク 卜

参加庖舗に対するアンケ一卜結果

来庖客数が増加した庖舗

新規顧客を得られた庖舗

販売促進に繋がった庖舗

8庖舗/51J苫舗
14庖舗/51J苫舗

20庖舗/51J吉舗
今後もTwitterを活用したいと

47庖舗/51庖舗
する庖舗

※出典:天神 ・大名WiFi化協議会資料による

いった具体的な経済効果ももたらされている。

図は、第一回目のイベン ト開催後に協議会が実

施した、参加屈舗へのアンケート結果である。

「大名なう」プロジェク トは、「天神 ・大名

WiFi化プロジェク ト」のPRもさることなが

ら、 1C Tと地域商業の協働による地域活性化

の取組みによってもたらされる経済効果を、図

らずも実測出来る機会となった。その結果、情

報発信基盤を新たに開発するような大規模投資

を行わずとも、既存ツールを利活用する工夫次

第で、地域の活性化が十分に達成出来ることが

証明された。大名地区の場合、商庖主や買物客・

大名地区に関心のある一般市民が、 Twitterを

用いて自発的に情報を発信した結果、「口コミ」

による情報がひとりでに拡がり、ひとりでに人

が集まり、ひとりでに消費行動が拡大していっ

たのである。

このことは、商業者と協議会の双方にとっ

て、大きな自信となった。地域商業は、デパー

ト等の大規模小売庄舗や地下街を核とする、大

都市型商業集積の影に埋没しがちであるが、買

物客や市民を巻き込むように、適切かつ効果的

に情報発信を行えば、来街者を吸引し、売上増

加に繋げられることが実証されたのである。

協議会によれば、こうしたミクロマーケティ

ングの視点とは別に、イベン トの終了後、大名

地区を愛するさまざまな人びとが業種聞の壁を

越えて、地域活性化の議論の場を自発的に持つ

ようにもなっているという。実際に、このイベ

ントを通して、庖舗聞の連携が実際に深まった

という声も聞かれるようになっているとのこと

である。「大名なう」プロジ、ェク トは、地域全体

が行政と協働しつつも決して依存せずに、地域

の活性化を自発的に考え、取組もうとする機運

を醸成し、地域力の着実な向上をもたら した。

現在では、「大名なう」プロジェク トの当初の

目的で、あったWiFi化の利用促進事業において、



個別に無線LANルーターの設置を希望する商

業者も出ているという。

こうして、 WiFi化の効果宣伝が当初の目的で

あった「大名なうJプロジ、エクトは、現在では、

大名地区活性化の基盤として、また、 1C Tを

活用した商業活性化の成功例として独自の展開

を見せており、全国から注目を集めるに至って

いる。

4. r大名なうjプロジ、エクトの今後の展望

(1) r大名なう」プロジ、工ク卜の推奨する商業

活性化モデル

これまでの経験を踏まえ、協議会は、地域商

業者に対し、 Twitterを用いた新規顧客の獲得

戦略と商業の活性化モデルを提案し、推奨し

ている。その内容は、値引き中心の安売り戦略

によって近隣の大規模小売店舗に対抗するの

ではなく、庖舗や商品自体の価値を高めて新

規顧客を獲得し、お得意様として囲い込むべ

き、というものである。

「大名なう」プロジ、ェク トが推奨する商業活

性化モデルの要点をまとめると、次のように

なる。

【取組むべきこと】

①自分の庖舗の耳寄り情報の発信 (今しか受

けられない特別サービス)

②他の庖主との交流 (個人的な趣味の話等)

③イベント企画の相談

【取組むべきでないこと】

①安易な安売り

②自分の庖舗の宣伝ばかりを情報発信する

乙と

①自動プログラムによる情報発信

また、協議会は、 1C Tの領域から、業種 ・

立場を超えて、さまざまな人びとが自発的 ・創

発的に地域活性化に取組める場を整えるための

側面支援を行い、地域が自律的に発展し続けら

れる環境を築くことを最大のミッションと捉え

ている。従って、「大名なう」プロジ、ェクトの本

質は、商屈主や地域の人々が、地域の活性化に

自発的 ・自律的に取組むための基盤を構築し、

提供することにある。1C Tはあくまでも、課

題解決のための手段にすぎない。それゆえ、地

域の商業者自身にも、基礎的なマーケティング

手法に則った適切なプロモーション方法を自力

で考え、情報を効果的に発信出来るだけの能力

を備えることが求められる。

(2) r大名なう」プロジェク卜の、他地域への

導入について

協議会は、 「大名なう」プロジ、ェクトを、あく

までも都市型の 1C T活用モデルと定義して

いる。その理由としては、福岡市が九州最大の

都市であり、第3次産業のシェアが圧倒的に高

く、九州全体の消費行動に対して強い吸引力を

有していること、新聞 ・テレビ・ラジオ等のマ

スコミ ・メディア網が充実しており、情報発

信力にも秀でていることなどが挙げられる。ま

た、大名地区自体も、天神地区という大都市型

商業集積に隣接しつつも、雑多性にあふれた商

業集積の構造老、地域独自の魅力と して保持し

ている。こうした点に加え、天神地区のような

大都市型商業集積との隣接によって来街者の回

遊性が担保されていることに、「大名なうJプロ

ジ、ェク トの成功要因があることは否定できな

い。そのため、協議会は、仮に小規模な経済圏

域において「大名なう」のモデルを援用し、地

域の活性化を図ろうとする場合には、各種メ

デ、イアに対するプレスリリース等を含め、行政

による積極的な側面支援が必要ではないか、と



再開発の進む博多駅

している。

(3) r大名なう」プロジ、エク卜の展望

平成22年度末予定の九州新幹線全線開通に

伴う博多駅ビルの全面リニューアルを控え、天

神 ・大名地区の商業者の一部には、博多地区に

買物客や観光客を奪われ、商業環境が地盤沈下

するのではないかと懸念する声が聞かれる。こ

れまで、天神 ・大名地区の商業者の間での協働

体制は構築されてはいなかったが、現在では相

福岡県福岡市

互に連携し、誘客を図ろうとする動きも出始め

ているという。

今後、天神 ・大名地区がどのような商業環

境を維持 ・整備し、繁栄を続けていくのか、現

在のところ、商業者にも行政にも、統一的なビ

ジョンは描かれていない。しかし、 着実な地域

力の向上は、今後、大名地区が直面する可能性

のあるさまざまの地域課題に対する解決力を、

確実に育んでいる。





-
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